
別添１

内閣官房（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

157 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 許認可事務にお
ける法人登記簿
謄本（登記事項
証明書）の省略

法律や施行規則で法人登記簿
謄本（登記事項証明書）の添付
が求められているものについて
は、申請を受ける自治体側が内
容を確認できれば、法人登記簿
謄本（登記事項証明書）の添付
を不要とし、内容確認の手段とし
て自治体が登記情報提供サービ
スを利用する際には、登記手数
料及び協会手数料の支払いに
係る義務付けの廃止を求める。

法人である事業者が許認可等の申請を行う場合、法令の規定により、添付書
類として法人登記簿謄本（登記事項証明書）が必要となることが多く、複数の
申請を行う事業者にとって、申請の度に法人登記簿謄本（登記事項証明書）
を準備することは時間的、コスト的に負担となっている。
平成30年の提案募集において、「登記情報提供サービスを地方公共団体の
職員が職務上利用する場合の登記手数料及び協会手数料の支払いに係る
義務付けの廃止を求める。」との提案がなされ、対応方針の記載内容は、「官
公署から管轄登記所に法令に基づく登記情報の提供依頼があった場合に、
オンラインでこれを無償提供することを可能とし、2020年度から運用を開始す
る。」とされている。ただし、対象となる法律が不動産登記法とされているた
め、法人登記簿謄本（登記事項証明書）について同様の対応はなされないも
のと思われる。

法人である事業者にとって、許認可等の申請毎の法人登記簿謄
本（登記事項証明書）の提出が不要になれば、時間的にもコスト的
にも負担の軽減に繋がり、行政手続の簡素化の観点から有意義
である。

また、内閣府が進める各省庁のデジタルガバメント中長期計画
（ex.法務省）において、法人登記情報の連携が国の行政機関間で
なされる見通し。
当該情報連携の対象を、地方自治体にまで広げることで、地方の
電子化の推進を図り、事業者のさらなる時間的・コスト的負担の軽
減に繋がることから、より一層の効果が期待でき、国の施策にも合
致するものである。

情報通信技術を活用し
た行政の推進等に関す
る法律

電気通信回線による登
記情報の提供に関する
法律

内閣官房、総務
省、法務省

大阪府、滋賀
県、兵庫県、
神戸市、和歌
山県、徳島
県、関西広域
連合

埼玉県、新潟
市、愛知県、島
根県、福岡県

○公益法人・移行法人の届け出において法人の登記事項証明書の取得・提出の失念があり、取得し提出しなおしていただいた例があ
る。

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省



別添１

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

1 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 自営業者の子ど
もに係る保育認
定基準の明確
化等

子ども・子育て支援法における未
就学児の認定区分について、自
営業（特に農家）の子どもの認定
に際しての全国（特に農家等の
自営業者が多い地域）の事例周
知、自営業の場合のモデルケー
スの周知等を求める。

当村は、自営業（農家）の方が多く、保育の必要量の認定に際し、就労により
「家庭において必要な保育を受けることが困難であるもの」として保育認定を
行う判断に苦慮している。当村としても、不公平感のないよう留意しつつ認定
作業を行っているが、農家の作業時期や就労環境によっては、自宅に保護者
がいる場合もあり、他の保護者から、保育所に通わせるのはおかしいので
は、といった問合せが寄せられることがある。

全国の各自治体の認定の際の事例や、一種の参考基準が示され
ることで、当村内の保護者に対しても明確に説明を行うことがで
き、不公平感を解消することができる。

子ども・子育て支援法 内閣府、厚生労
働省

新篠津村 南あわじ市、徳
島市、松山市、
八幡浜市

○当市は、農村部に季節保育所（認可外保育施設）を整備して農繁期の保育需要に対応しているため、農業者の保育認定に関する問題
は顕在化していないが、今後認可外保育施設が無償化の対象となるにあたり、同様の問題が生じる可能性がある。保育認定に際し、保
護者の就労状況を証明する書類として、「保育の必要性の認定の際に用いる就労証明書の標準的様式」（平成29年８月８日府子本第559
号・子保発0808第１号）により被雇用者・自営業者共通の標準様式をお示しいただいているところであるが、特に就労する曜日・時間が不
規則な農林水産業者には記載内容がそぐわないため、様式を活用しにくく、認定の際の書類審査に苦慮する部分もある。自営業の参考
基準を検討いただいた際には、自営業用の就労証明書様式をお示しいただけるなどの技術的支援を願いたい。
○繁忙期と閑散期のある自営業（農業）の認定及び自宅での自営業の認定について、他の就労認定との間に不公平感が生まれないよう
苦慮している。
○当市では、認定作業及び入所選考作業について、自営業や在宅勤務の場合と、会社勤務や居宅外労働の場合で差異を設けていな
い。国は、平成29年12月28日付け事務連絡で、居宅内での労働か、居宅外での労働かという点のみをもって一律に点数に差異を設ける
ことは望ましくなく、個々の保護者の就労状況を十分に把握した上で判断すべきである、また、自営業等の方について、会社勤務等の方と
比べて過度の負担を負うことがないよう努めることとされている。現時点では、自営業等に対する問合せはない状況であるが、個々の保
護者の就労状況を十分に把握するのは困難であり、一定の基準を設けることにより、公平性が一定担保できると考える。
○当市も同じく自営業（柑橘農家等）が多く一定時期に作業が集中することから、年間を通しての認定に、他の保護者との公平性に欠け
ているのでは、(当市は農繁期保育期間あり）との声がある。自営業に対して（農家以外も）の参考基準（保育必要量、産後の扱い等）が示
されれば、入所申し込み段階で説明ができる。
○自営や農家については、就労状況を第３者が証明できないため当市においては本人の申告に基づいて認定している。国から参考基準
が示されることで、不公平感を解消することができると思われる。
○就労形態の多様化に伴い、特に自営業についての解釈は当市においても困難である。
具体的にはインターネットでの動画配信による広告収入を得るために、撮影等を行っている場合に、撮影時間やそのための準備期間等
についても就労時間であるものと解釈しているが、その時間に賃金は発生していない場合など。地域の実情に応じて判断することが求め
られている一方で、参考基準や国・都において市町村からのQAを蓄積したうえで公開する等が可能であれば、他自治体の解釈等を踏ま
え実務に反映することができるものと考える。
○農家に限らず、自営業の就労認定（時間・日数等）については、就労証明を自身（または近親者）が行うことから、内容について疑義の
あるケースが見受けられる。しかし、スケジュールや閑散期等により、保護者が自宅にいる場合の保育については、自営業に限った問題
ではない。個別判断ではなく、月就労時間等の全体で判断すべきものと考える。

23 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 特定地域型保
育事業の確認
の効力の拡大
について

特定教育・保育施設の確認と同
様に、特定地域型保育事業の確
認の効力が全国に及ぶよう制度
の改正を求める。

本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が
一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する市町村の
区域外での利用が一般的に行われている。
現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定
されていることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る
必要がある。そのため、本市で事業所内保育を実施している事業所に、本市
以外に居住している従業員で事業所内保育を利用している人が複数人いた
場合、当該事業者がその従業員が居住している全ての自治体に確認申請を
行う。それを受け各自治体が当該事業者が所在する市町村から確認につい
て同意を得て、当該事業者を確認する必要がある。これら事務は、事業者に
とっても自治体職員にとっても大きな負担となっている。
また、事業所内保育事業については事務負担を考慮され通知により簡便な
方法も示されているが、他自治体とのやり取りなどの事務が煩雑である。通
知による簡便な方法を実施したとしても、各市町村と調整の上、同意を不要と
する旨の協定書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発
生し、市町村間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が大
きな事務負担となっている。
あわせて、事業所内保育事業だけでなく、利用調整により本市の児童が他市
の小規模保育事業を利用する事例もあり、同様の事象が発生している。ま
た、本市の児童が他市の施設を利用する際、その他市の施設が地域型保育
事業に該当する施設なのか、その市と同意を不要とする旨の協定書を作成し
ているかをその都度確認する必要があり大きな事務負担となっている。

特定教育・保育施設に係る確認事務と同様に、全国で確認の効力
が及ぶことで、職員の事務負担を軽減するとともに、利用者が利
用しやすい地域型保育事業をめざす。
なお、広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することに
なるため、住民が利用している施設は容易に把握でき、給付を支
払う場合には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支
給漏れ等が起こることはないため、特定地域型保育事業者の確認
の効力を全国に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じ
ないものと考える。

子ども・子育て支援法31
条・43条、子ども・子育て
支援法に基づく支給認
定等並びに特定教育・
保育施設及び特定地域
型保育事業者の確認に
係る留意事項について、
子ども・子育て支援新制
度における事業所内保
育事業所の運用上の取
り扱いについて

内閣府、厚生労
働省

豊中市 川崎市、豊田
市、大阪府、大
阪市、池田市、
吹田市、高槻
市、富田林市、
米子市、広島
市、松山市、熊
本市

○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する市
町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されている
ことから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機
会を通じ、要望されており、通知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申
請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となっている。
先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同意の必
要性が無く理解に苦しんでいる。
○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事務負担は増大する。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考える。
○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把握でき、給付を支払う場合
には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはないため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国
に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じないものと考える。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発生し、市町村
間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市においても一定数の
件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の増加につながっている。特定教育保
育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務
の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務負担の軽減の観
点から見直しをお願いしたい。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

8 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 医療的ケア児に
対する訪問看護
の適用範囲の
拡大

健康保険法の訪問看護の適用
範囲について、必要に応じて「居
宅」以外の保育所や学校等を訪
問先として認める。

医療的ケア児の受け入れに関する相談は、年々増加しているが、看護師を配
置し、かつ医療的ケアに対応できる施設は少ない。
当市の保育所等では、主治医の「保育所等での集団生活が可能」の判断が
あれば、受け入れ可能である。しかし看護師配置等の条件に対応することが
困難な状況から、保護者が付き添い、医療的ケアを行っているケースがあり、
保護者の負担が大きい。
医療的ケア児の保護者が就労を希望しても、医療的ケアがあるため保育所
等に預けることが難しく、職場復帰できない等、保護者の就労に影響があると
ころ、保育所等での医療的ケアに対する訪問看護の利用については、健康保
険法上、訪問先が「居宅」に限定されていることから、実質的にその利用が制
限されている。

医療的ケア児の受入が促進され、多様な需要に対応できる。
医療的ケア児の保護者の負担を軽減し、働きやすくすることができ
る。

健康保険法第63条、第
88条

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

富山市 足利市、船橋
市、横浜市、相
模原市、加賀
市、須坂市、豊
橋市、豊田市、
京都市、南あわ
じ市、鳥取県、
米子市、山陽小
野田市、八幡浜
市、佐世保市、
大分県、宮崎
県、宮崎市

○医療的ケア児の居宅における看護は、訪問看護の看護師によるケアが定着しており、医療的ケア児の保護者との信頼関係が構築でき
ている場合も多い。また、医療的ケア児の状態もさまざまであることから、居宅、保育所等の場所に関係なく、状況を把握した看護師を派
遣できる制度への改正が必要である。
○当市でも看護師が確保できず、酸素吸入が必要な医療的ケア児の保育園での受入れを断念した経過があることから、保育園への訪問
看護が適用されれば医療的ケア児の受入れを広げることが可能となり、児童の集団保育の機会確保に資すると考える。
○当市でも医療的ケア児が保育所入所が出来なかった事例がある。医療的ケア児を担当することになる保育士の不安はかなり大きい。
また、看護職の確保も難しい状況であるため、どのくらい保育士や保護者の不安が軽減されるか分からないが、訪問看護ステーションの
看護師による訪問看護が保育所で受けられるようになると医療的ケア児の集団参加の機会の確保ができると思われる。
○現在、医療的ケアに当たる保育所常勤の看護師が不在時の対応として、保育所への訪問看護を実施しているが、健康保険法上、保育
所での訪問看護が認められていないため、市の単独事業により、全額市が費用負担をして訪問看護の利用をしている。健康保険法にお
ける訪問看護の適用範囲を拡大し、保育所での訪問看護を可能とすべきである。
○当市においては、提案団体同様の課題に対して、障害福祉部門において、「施設」在籍児童を対象に訪問看護師派遣事業を実施して
おり、全額公費負担している。保育対策総合支援事業費補助金の対象ではあるが、健康保険対象でないため、事業費の負担が大きく、
予算確保に困難がある。保険対象となれば、支援対象の医療的ケア児数を拡大することができる。
○当市においても、医療的ケア児に対する看護師を配置している施設はなく、保護者が付き添うケースが見られ、保護者の負担が大き
い。保険適用の範囲が拡大されれば、訪問看護を施設で利用することもでき、医療的ケア児の受入施設数も増えると考えられる。
○当市においても医療的ケアを必要とする入園ニーズは高まっているが、園に常駐する看護師は不足しており、早朝・延長の対応も課題
となっている。そのため、園への訪問看護は必要と考える。
○医療的ケア児に対応できる施設は、当県でも少ない状況にあり、訪問看護ステーションの適用範囲の拡大は、医療的ケア児の受入促
進につながるものと思料される。
○支障事例:本来なら酸素吸入が必要な児であるが、園ではなんとか酸素なしで過ごしている。そのため児は活動を制限をしたり、保育士
も体調に十分に配慮しながら園生活を送っているが、万が一の事態について保育士は常に不安を伴っている。また嚥下障がいで鼻腔か
らチューブで栄養摂取している児は毎回保護者が来園して対応しており、保護者の負担が大きい。
地域課題:医療的ケア児におけるニーズの把握
制度改正の必要性等:医療的ケア児に対して、保育・教育の機会を保証するために、訪問看護の訪問先について「保育所等」も対象とする
必要がある。
○現在、医療的ケア児の受入れがない状況であるが、提案の改正が行われれば、保育所等での受入れ促進が期待される。それにより、
医療的ケア児の選択肢や保護者の就労機会の拡大につながるため、所要の改正が必要である。
○当市では、18歳以上の対象者も含め、医療的ケア児・者等として運用している。その中で、医療的ケア児・者等の在宅生活を支援するう
えで、訪問看護の適用範囲の拡大を実施する必要があると考えている。
○児童発達支援や放課後等デイサービスでは、看護師を配置することに対する加算制度があるが、看護師の確保が難しいだけでなく医
療行為に対する責任やリスクなどから、多くの事業所で配置が進んでいない状況である。訪問看護先に保育所や学校のほか、障害児通
所支援事業所を認めることで、医療的ケア児とその保護者が望む地域・事業所において主治医の指示書のもと、日頃から医療行為を
行っている看護師による医療的ケアを受けることが可能となる。
○訪問看護が居宅に限られており、保育所等への訪問ができないことにより、近隣の医院に医療的ケアの必要な児童をつれて行き、処
置をしている。
○当県医ケア協議会において、保育所等での医療的ケアのニーズに対応するため訪問看護師の活用について、意見が出されている。
○訪問看護サービスを自宅で利用する場合は、医療保険が適用されるが、保育所等で利用する場合は適用されず、保護者の負担に繋
がっている。（全額自費での対応となっている。）
○提案市が具体的な支障事例として指摘している問題点は、当県においてもそのまま当てはまる。現状、保護者の要望等に応じ、その
時々に関係機関で体制を含めた調整をしており体制の継続ができていない。（現状は、保護者が保育所・幼稚園にて医療的ケアを行って
いる。）なお、当該自治体が予算を組み保育・教育機関で訪問看護ステーションからの訪問看護を利用する事業を検討中の事例あり。
○提案自治体と同様の状況であり、対応に苦慮している。人材が不足する中、看護師の配置も現実的に困難であるため、訪問看護の仕
組みや制度の活用を検討していただきたい。
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26 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 審査請求を全部
認容する場合に
おける地方自治
法に基づく議会
への諮問手続
の廃止

地方自治法第206条第２項、第
229条第２項、第231条の３第７
項、第238条の７第２項、第243条
の２第11項及び第244条の４第２
項の各規定に、改正行政不服審
査法で規定された第三者機関へ
の諮問が省略できる旨の規定に
倣って、議会への諮問の例外と
して、「審査請求が不適法であ
り、却下する場合」に加え、「申請
に対する処分に関する審査請求
を全部認容する場合」を追加す
る。

本市において、公立保育所の保育料決定処分の取消しを求める審査請求が
提出され、行政不服審査法に基づき審理員を指名して審理手続を行い、その
結果として、当該審査請求を認容し、原処分を取り消すという内容の審理員
意見書が提出された。
改正行政不服審査法では、処分に関する審査請求を全部認容する場合は、
行政不服審査会等への諮問を省略できる旨の規定となっているが、地方自
治法に基づき議会への諮問を要する審査請求については、行政不服審査法
の当該規定が適用されない。
したがって、本市では、議会において、諮問の日から20日以内に委員会での
審査及び本会議での意見の表決を行い、さらにその議決結果を受けて、審査
庁で裁決を行っているところだが、本件のように審査請求を全部認容する場
合は、審査請求人の権利利益の救済が完全に図られるため、議会手続に要
する時間、経費、労力等に比べ、議会への諮問を行う意義が乏しい。また、審
査請求人は、早期に裁決を得たくても、議会手続の終了を待たなければなら
ない。
加えて、保育料に限って言えば、子ども・子育て支援法の施行により公立と私
立の保育料で法的性質が異なる仕組みとなることから、本件が仮に私立保育
所の保育料の審査請求であった場合は、行政不服審査法の規定に基づき行
政不服審査会等への諮問を省略でき、救済手続に相違が生じることは、保育
所の利用者にとって理解しづらく、また、制度上不均衡が生じている。

審査請求人は早期に裁決を得ることができ、早期の権利利益の救
済が図られる。
また、保育料決定処分に係る審査請求に限って言えば、公立・私
立の保育所の違いによって審査請求人が裁決を得る時期の不均
衡が解消される。

・地方自治法第206条第
２項、第229条第２項、第
231条の３第７項、第238
条の７第２項、第243条
の２第11項、第244条の
４第２項
・行政不服審査法第43
条

内閣府、総務省 下関市 新潟市、神戸
市、高松市、宮
崎市

○当市においては、地方自治法の規定により議会への諮問が要求される審査請求については、先般の改正により却下案件のみ議会へ
の事後報告で足りるとされたところではあるが、これに該当しない場合は、裁決の結論（認容裁決）や、審査請求人の希望の有無を問わ
ず、全て議会に諮問することとなる。議会においては、原則公開の場で審査され、近年はインターネットによる中継が行われるなど公にさ
れる機会が増えている中、たとえ個人情報は伏せた形であったとしても、事案の概要については知られることとなるため、審査請求をしよ
うとする者が萎縮してしまうこととなる。

27 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 自転車の撤去・
保管に係る費用
の徴収・収納事
務の私人委託

市町村が「自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐車対策
の総合的推進に関する法律」を
根拠として行う自転車の撤去及
び保管に係る費用の徴収・収納
事務について、私人に委託する
ことができることを明確化するこ
と、又は、私人に同事務を委託
することができるよう同法に規定
を設けること。

当市では自転車の撤去及び保管により生じた費用を「自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」を根拠として徴
収・収納している。
当該費用については、地方自治法施行令第158条第１項第２号に規定されて
いる「手数料」に該当するか否かが不明確であり、同条に基づいて私人に徴
収・収納の事務を委託することができない。
このため、自転車の保管・返還業務を私人に委託しているにも関わらず、徴
収・収納事務のみ市職員が実施しなければならず、非効率である。

自転車の撤去及び保管に係る費用の徴収・収納事務を私人に委
託することができることにより、自転車の保管・返還業務とともに徴
収・収納業務も私人が実施可能となり、効率的な業務委託を実現
できる。

・自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐
車対策の総合的推進に
関する法律
・地方自治法第243条
・地方自治法施行令第
158条

内閣府、総務省 京都市 新潟市、熊本市 ○当市でも自転車の保管・返還業務を私人に委託しているにも関わらず、徴収・収納事務は市職員が実施している。そのため、今の体制
は非効率であると考える。
○当市では撤去・保管に係る費用の徴収・収納事務は直営で行っている。提案のように徴収・収納業務も私人が実施可能となれば、当市
でも効率的な業務委託を実現できると考える。

30 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 認定こども園施
設整備交付金
等のスケジュー
ルの早期化

認定こども園施設整備交付金及
び保育所等施設整備交付金の
交付決定及び資金交付を早期化
すること。

認定こども園施設整備交付金は文科省、保育所等施設整備交付金は厚労省
から保育所等の整備に係る費用の一部を補助するが、国からの資金交付が
年度末であるため、当該費用について事業者が立替え払いする必要がある。
施設整備等に係る経費は事業者にとって負担が大きく、立替え払いは資金繰
りの負担となっている。このことが事業参入や事業拡大の障壁となり、創設や
増築等必要な施設整備が進まない原因となっている。
また、両省は範例を理由に内示後に事業着手して良いこととしているが、整
備事業を年度繰越する際、内示後から交付決定前の事由（地元との協議等）
による年度繰越は財務省が認めていないため、繰越事由に苦慮している。

交付決定や資金交付のスケジュールを早期化することにより、施
設整備等が事業者の資金繰りに与える影響を低減することができ
るとともに、適正な事務の執行が図られる。

児童福祉法56条の４の
３、認定こども園施設整
備交付金交付要綱、保
育所等整備交付金交付
要綱

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

奈良県 いわき市、豊橋
市、高槻市、南
あわじ市、鳥取
県、広島市、徳
島市、愛媛県、
佐世保市、大村
市、大分県

○認定こども園施設整備交付金において、当県では内示後、交付決定前に事前着手をする場合は事前着手の承認が必要となっており、
年度内に事業を完了させるためにはほとんどの場合事前着手の必要があることから、交付決定に相当の期間を要することが事務負担の
増加につながっている。
○内示後、交付決定前の事業着手が認められているので、事業着手後の不測の事由であれば、それが交付決定前であるから繰越理由
にならないというのは不合理である。繰越が困難であるため、事業規模によっては、工期において事業者に多大な負担を強いることに
なっている。交付決定の早期化（内示日と同日とする等の運用も含む）が必要であるとともに、内示についても、遅滞なく年度当初に示さ
れることを求める。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○両交付金について申請から内示までの期間が長く、また内示後の事業着手しか認められないため、結果的に工期が短くなり、年度内の
工事完了が難しくなる事例が生じている。
○文科省の交付決定時期が遅いことから、計画的な施設整備に支障をきたしている。
○当市では、基本的に国等の交付決定を受けた後に、事業者に対し、市の交付決定をおろすこととしている。現状の国の要綱発出スケ
ジュールでは、年度末に要綱が発出されることが多いため、交付決定前に事業が完了するという不具合が生じることがある。そのため、そ
のような場合には事業ごとに財政部局と調整のうえ、例外的に交付決定を市独自で行っているが、その調整に多大な時間を要しているこ
とから、早期に要綱の策定に取り組まれたい。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生している。
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51 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 地方創生推進
交付金地方創
生移住支援事
業の申請主体
の見直し

国において「わくわく地方生活実
現政策パッケージ」に基づき創設
された地方創生推進交付金（移
住・起業・就業タイプ）のうち、地
方創生移住支援事業について、
県と市町村との共同申請に加
え、市町村の単独申請を可能と
すること。

地方創生移住支援事業の事業主体は都道府県と市町村の両方とされ、財政
負担割合は国１/２、都道府県１/４、市町村１/４とされている。このため、県
が管内全市町の移住支援金の給付要望人数に応じて事業を行うことは、県
の財政負担が大きく、厳しい財政状況の下では困難であり、当該制度を活用
して移住支援に取り組もうとする市町を支援しきれないことになる。また、広域
行政を担う県と住民との距離が近い市町とではそもそも役割が異なることか
ら、施策の優先順位や財政措置に自ずと差異が生じるため、積極的に本事
業を実施したい市町は、県との考え方が違うことにより本事業に申請できない
場合がある。（なお、本県では令和元年度、移住支援金を給付する移住者の
目標人数を５人（世帯）に設定し、求人対象企業を平成30年７月豪雨災害で
被害が特に大きかった３市に事業所が存在する企業としている。）

積極的に当該制度を活用したいと考える市町村が単独で申請でき
るようになれば、県の財政状況等に影響を受けることなく市町村が
主体的に移住支援事業に取り組むことができる。

平成30年12月21日付
内閣府地方創生推進事
務局「移住支援事業・
マッチング支援事業につ
いて」
2019年度地方創生推進
交付金（移住・起業・就
業タイプ）に関するQ＆A

内閣府 愛媛県、広島
県、徳島県、
八幡浜市、西
条市、伊予
市、西予市、
東温市、久万
高原町、松前
町、砥部町、
内子町、伊方
町、松野町、
鬼北町、愛南
町、高知県

京都府、朝倉
市、熊本市

○それぞれの地域の実情を踏まえて取り組む市町村の意向が尊重されるべきであり、都道府県との共同提案のみに制限することなく、単
独での提案も可能とする仕組みが必要である。
○財政的な理由のみで市町村独自の取組みを制限する理由はなく、制度改正の必要性を感じる。

○医療的ケア児の居宅における看護は、訪問看護の看護師によるケアが定着しており、医療的ケア児の保護者との信頼関係が構築でき
ている場合も多い。また、医療的ケア児の状態もさまざまであることから、居宅、保育所等の場所に関係なく、状況を把握した看護師を派
遣できる制度への改正が必要である。
○当市でも看護師が確保できず、酸素吸入が必要な医療的ケア児の保育園での受入れを断念した経過があることから、保育園への訪問
看護が適用されれば医療的ケア児の受入れを広げることが可能となり、児童の集団保育の機会確保に資すると考える。
○当市においては、提案団体同様の課題に対して、障害福祉部門において、「施設」在籍児童を対象に訪問看護師派遣事業を実施して
おり、全額公費負担している。保育対策総合支援事業費補助金の対象ではあるが、健康保険対象でないため、事業費の負担が大きく、
予算確保に困難がある。保険対象となれば、支援対象の医療的ケア児数を拡大することができる。
○入所施設が保険適用の範囲外であることから、保護者がケアに出向くことで入園しているが、保護者の負担が大きい。
○小中学校での医療的ケア児の受入れに関する相談は年々増加しているが、看護師を配置し、かつ医療的ケアに対応することは、看護
師の確保や予算の関係上、保護者の要望にすべて応えることが困難な状況である。健康保険法上、訪問看護サービスにおける看護師の
訪問先は「居宅」に限定されており、学校等への訪問には適用されないため、実質的にその利用が制限されている。そのため、教員等だ
けでの対応ができない事例でなおかつ看護の中でも専門的スキルが必要とされる事例（人工呼吸器装着時の吸引等）については、市独
自で訪問看護ステーションと契約を結び対応してはいるが、国の補助事業は費用の３分の１のみの補助であり、市の負担が大きい。
○当市においても医療的ケアを必要とする入園ニーズは高まっているが、園に常駐する看護師は不足しており、早朝・延長の対応も課題
となっている。そのため、園への訪問看護は必要と考える。
○医療的ケア児に対応できる施設は、当県でも少ない状況にあり、訪問看護ステーションの適用範囲の拡大は、医療的ケア児の受入促
進につながるものと思料される。
○当市では、18歳以上の対象者も含め、医療的ケア児・者等として運用している。その中で、医療的ケア児・者等の在宅生活を支援するう
えで、訪問看護の適用範囲の拡大を実施する必要があると考えている。
○児童発達支援や放課後等デイサービスでは、看護師を配置することに対する加算制度があるが、看護師の確保が難しいだけでなく医
療行為に対する責任やリスクなどから、多くの事業所で配置が進んでいない状況である。訪問看護先に保育所や学校のほか、障害児通
所支援事業所を認めることで、医療的ケア児とその保護者が望む地域・事業所において主治医の指示書のもと、日頃から医療行為を
行っている看護師による医療的ケアを受けることが可能となる。
○訪問看護が居宅に限られており、保育所等への訪問ができないことにより、近隣の医院に医療的ケアの必要な児童をつれて行き、処
置をしている。
○当県医ケア協議会において、保育所等での医療的ケアのニーズに対応するため訪問看護師の活用について、意見が出されている。
○訪問看護サービスを自宅で利用する場合は、医療保険が適用されるが、保育所等で利用する場合は適用されず、保護者の負担に繋
がっている。（全額自費での対応となっている。）
○提案市が具体的な支障事例として指摘している問題点は、本県においてもそのまま当てはまる。現状、保護者の要望等に応じ、その
時々に関係機関で体制を含めた調整をしており体制の継続ができていない。（現状は、保護者が保育所・幼稚園にて医療的ケアを行って
いる。）なお、当該自治体が予算を組み保育・教育機関で訪問看護ステーションからの訪問看護を利用する事業を検討中の事例あり。

48 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 医療的ケア児に
対する訪問看護
サービスの利用
範囲拡大

健康保険法の訪問看護の適用
範囲について、必要に応じて「居
宅」以外の保育所等を訪問先と
して認める。

医療的ケア児の受入れに関する相談は、年々増加しているが、看護師を配置
し、かつ医療的ケアに対応することは、看護師の確保や予算の関係上難し
い。
健康保険法上、訪問看護サービスにおける看護師の訪問先は「居宅」に限定
されており、保育所等への訪問には適用されないため、実質的にその利用が
制限され、保育士等だけでの対応に限界がある中、医療的ケア児の受入れ
が進まず苦慮している。

医療的ケア児の受入体制が強化できる。 健康保険法第63条、第
88条

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

福井市 足利市、船橋
市、横浜市、相
模原市、加賀
市、須坂市、豊
橋市、豊田市、
京都市、南あわ
じ市、橿原市、
鳥取県、米子
市、八幡浜市、
佐世保市、大分
県、宮崎県



別添１

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

77 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

消防・防災・
安全

災害に係る住家
の被害認定基
準運用指針にお
ける混構造住家
の判定方法の
明確化

災害に係る住家の被害認定基準
運用指針における混構造住家の
判定方法の明確化を求める。

地震による住家の被害認定について、災害に係る住家の被害認定基準運用
指針で判定方法が定められており、住家の構造については、”木造”と”非木
造”(鉄骨造又は鉄筋コンクリート造)の２種類が定義されている。しかし、１階
が鉄筋コンクリート造、２階が木造などの”混構造”については定義されていな
い。
平成30年北海道胆振東部地震において苫小牧市が行った住家被害認定調
査では、”混構造”の住家が６件あったが、判定の出し方が不明瞭であること
から対応に苦慮したところである。“混構造”の判定方法を確立するため北海
道庁にヒアリングを行い、課内協議を経て判定方法を決定したことから、通常
の住家より５日程度多く日数を要した。“混構造”の住家は判定方法が明確化
されていないため、市町村ごとで判定方法が異なることが予想される。これに
より、半壊か半壊に至らないか等の判断が市町村に委ねられ、判定にバラつ
きが出ることが想定できる。公平かつ迅速に罹災証明書を発行するため、“混
構造”の住家における判定方法を明確化することが必要である。

公平かつ迅速な罹災証明書の発行につながる。市町村ごとの判
定のバラつきをなくすことができ、判定方法を統一化できる。

災害に係る住家の被害
認定基準運用指針

内閣府 苫小牧市 川崎市、兵庫
県、宇和島市、
熊本市

○混構造の住家については、災害に係る住家の被害認定基準運用指針で判定方法が定められておらず、市町村ごとの判定結果に差異
が生じるおそれや、判定に時間を要することが想定される。混構造の住家については、多様な構造パターンがあることから木造及び非木
造と同様の判定基準を設けることは難しいと想定されるが、各市町が判定を行うための一定の指針（例えば、主たる居住部分の構造によ
り判定を行う、構造種別ごとに損害基準を算出し合計で判定するなど）は必要である。
○平成30年７月豪雨災害の際、当市においても約3,200件の罹災証明書の発行を行なった。その際、罹災証明書発行業務では、提案の
“混構造”家屋の事案は該当が無かったが、発生が予想される南海トラフに起因する巨大地震が発生した場合、被害家屋は全市に渡るた
め、同様の事例が発生すると予想される。罹災証明書の発行業務を速やかに行なうために、“混構造”の住家における判定方法を明確化
することは必要と考える。
○当市でも、平成28年熊本地震において混構造の家屋の被害認定調査を実施しているが、運用指針に判定方法の定めがないため、原
則は延べ床面積に占める割合が大きい構造の判定方法を採用し、状況に応じて内部で協議の上、判定を実施していた。水害のように局
所的な被害であれば問題ないが、地震のように県内の広範囲に被害が発生する災害の場合、各自治体に判断を委ねられている部分に
ついては、事前に被災自治体間で判定方法を十分に協議しておかなければ、指摘にあるように自治体間で不均衡が生じ被災者に不信感
を抱かせることとなる。運用指針に判定方法を明記することで被災自治体間の不均衡は是正されると思われるが、被害認定調査が煩雑
となるような改正は避け、より簡素な方法となることが望ましい。

61 ○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれていることにより、補助
金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。
○左記団体と同様に窓口の一本化による事務の簡素化をお願いしたい。所管省庁が異なるためにそれぞれにほぼ同じ書類を提出するこ
とになるが、２か所に書類を出さなければいけないことと、添付する書類についても量が嵩むため、一本化での事務軽減化をお願いした
い。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること等、制
度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請す
る必要があり、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、定員等
による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年度の当市におけ
る認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧縮されるなど、厚生労働省と文部科
学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の按分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内閣府への窓口の一本化にあわせ、
幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることにより、事業者及び
行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては幼稚園となり、施設監査の法的な
位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発
生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で
事業費の按分等を行わなければならず、事務負担が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○幼稚園から認定こども園への移行の場合、複数の建物がある場合において一部を大規模修繕、残りの建物を建替えをする場合、認定
こども園整備交付金（文部科学省）においては、改築及び大規模修繕となり、両方の補助金を加算して基準額とすることができるが、保育
所等整備交付金（厚生労働省）においては、創設の補助金のみとなり、補助金の積算が複雑になっている。また、事前協議においても、
認定こども園施設整備交付金は協議書を２通、保育所等整備交付金は１通書ということになり、事務が煩雑になっている。そのため、補助
金の所管を一本化することにより、協議書を何通も書くことが無いようになる。一部改築等における認定こども園施設整備交付金と保育所
等整備交付金の按分方法について、両交付金の交付要綱では①定員の全てが工事にかからない場合には、「基準額×工事に係る定員
／整備後の総定員」で算出するが、②定員数が算定できない（調理室、遊戯室などの共通して利用する場所）においては、「基準額×総
定員×整備する面積／整備後の総面積」と記載されており、計算が複雑になっていることにより、事務が煩雑になっていること、また①と
②のどちらに該当するのかが不明瞭で事業者への補助額が確定できないことが問題となっている。要綱の基本的事項（補助内容につい
ての記載事項）の不足が多く、協議書を提出しないと補助内容さえも分からないなど記載事項の不足感が否めない。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に手間がかかる。平
成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省
との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果
として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確認検査等におい
て当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助額にも影響があるため、変更申請
の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それ
ぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補助協議等を行う必
要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分する必要がある等、事務が煩雑化して
いる。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要もなく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２か所
への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められないことなど支障をきた
している。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚生労働省と文部科
学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求の時期が同一でないことも、自治体等
の事務を繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と保育部分で申請先
が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担が大きい。また、内示後の工事着手と
なっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、
厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた
年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例があった。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○保育所等整備交付金を活用しているが、共用部分の按分計算が必要となっているため、事務が煩雑となっている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を行う必要が生じて
おり、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村において事務処理が煩瑣となって
いる。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定なされているのに
他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例が
あった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生している。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生している。また、時期や
時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

旭川市、秋田
県、福島県、い
わき市、須賀川
市、新潟県、愛
知県、豊橋市、
豊田市、京都
市、大阪府、大
阪市、高槻市、
茨木市、和泉
市、兵庫県、西
宮市、南あわじ
市、鳥取県、徳
島市、愛媛県、
高知県、佐世保
市、大村市、熊
本市、大分県、
宮崎県、鹿児島
市、九州地方知
事会

広島市内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

児童福祉法56条の４の
３、保育所等整備交付金
交付要綱、認定子ども園
施設整備交付金交付要
綱ほか

幼保連携型認定こども園の施設整備において、保育所相当部分と
幼稚園相当部分の区分をなくし、窓口を一本化することにより、同
一の内容で２か所に協議・申請する手間や、煩雑な按分計算、修
正が生じた際の調整連絡等が不要となり、事業者、自治体の事務
の効率化が期待される。

制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚
園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、事業
者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。
特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、定員等による按分
計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

幼保連携型認定こども園に係る
制度及び施設整備の所管の内
閣府への一元化を求める。

幼保連携型認
定こども園に係
る制度及び施設
整備の所管の
一元化

医療・福祉Ｂ　地方に対す
る規制緩和
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内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

81 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

消防・防災・
安全

普通地方公共
団体の支出方
法に災害時にお
ける立替払いを
追加

地方自治法第232条の５に限定
列挙されている普通地方公共団
体の支出方法に災害時における
立替払いを追加することで、迅速
かつ円滑な災害応急対策活動
の実施につなげたい。

過去の大規模災害発生時に、庁舎が被災し、財務システムが使用不可とな
り、通常の会計処理が不可能となった。また、地域も被災し、行政活動に必要
なガソリン等の購入について納入可能業者から緊急的に現金での購入の必
要に迫られた。しかし、購入するための現金が無い状況であり、資金前渡をし
ようにも金融機関も被災しているため、災害応急対策活動に支障が生じてい
た。
南海トラフ地震や首都直下地震の切迫性が指摘される中、これらの地震によ
る被害が想定されている当市にあっても具体的な災害応急対策を検討する
上で、同様の事例への対応が検討の支障となっている。
なお、常時資金前渡のような方法では、いつ、どこで発生するか分からない災
害に備えて職員が公金を常時携帯しておくことはできず、またインフラの寸断
等により連絡が十分に取り合えない中で公金を配分することも、現実的でな
い。
【具体的な支障事例】
・平成25年台風18号豪雨災害の対応において、床下浸水等の被害による衛
生面を考慮した消毒薬の手配に苦慮した。
・東日本大震災に係る災害対応において、津波に伴う公用車流出によるタク
シー使用料や高速道路通行料、パンク修理等の手配に苦慮した。
【制度改正の検討経緯】
総務省にて、平成26年３月に「地方公共団体の財政制度の見直しに関する中
間的な論点整理」がまとめられ、その中では、立替払による支出について、対
象経費、限度額、要件等について検討する必要があるとされていた。しかし、
平成27年12月に報告された「地方公共団体の財務制度の見直しに関する報
告書」では、立替払についての項目については記載がない。

迅速かつ円滑な災害応急対策活動の実施により、住民サービス
の向上が図られる。

地方自治法第232条の５ 内閣府、総務省 茅ヶ崎市 別紙あり 宮城県、川崎
市、多治見市、
大牟田市

○平成30年７月豪雨で、緊急的に物資調達をしなければならなくなった際に支障をきたした。災害時の緊急を要する場合や、やむを得な
い場合は認めていただきたい。
○当市においては、過去に災害等でシステムダウン等の支障をきたした事例はないが、昨今近隣市で発生した熊本地震や福岡県の朝倉
豪雨をみると、同様の大規模な災害等が起きてもおかしくない状況が予想される。
○大規模災害を想定した場合、同様の課題を抱えると想定されるが、現時点での支障事例はない。
○平成30年７月豪雨において、被災地へ派遣している職員へレンタカーの燃料費代を渡していたが、想定より不足したことから、急遽派
遣職員に一時的に経費を負担してもらったケースがある。本来認められていない事務手続きのため、顛末書などの記入が必要となった。
災害発生時において、派遣先での経費の不足及び至急の支払の対応については、立替払いしか対応ができないため、やむを得ず今回
の対応となってしまった。
○当市では、地震災害時に停電で指定金融機関から口座振込、及び資金前渡による現金の払い出しも受けることができなくなった。この
ためゴミ収集車のガソリン代の支払いについて、職員による立替払いを検討した経緯がある。
○東日本大震災発生時には，公用車の流出等によるタクシーの借上げの増加，ガソリン等の納入可能業者（平時は単価契約による実績
払い）から現金購入を要求される等の状況となった。しかし，沿岸部の出先機関が発災し会計事務が執行不能となったほか，金融機関も
被災していることから，資金前渡や常時資金の準備が間に合わなかったため，やむを得ず職員による立替払（実績：104件）を行うことで，
震災対応業務を継続せざるを得なかった。そこで，今後の災害対応等を見据えて常時資金上限額（現行：30万円）を引き上げる検討を進
めているが，常時資金では対応できないケースが想定されることから，立替払についても制度的に位置づける必要がある。
常時資金では対応不可能な事例
・常時資金をしている出先機関自体が被災した場合
・常時資金を超える支出が必要な場合（多額の現金を保有することは，公金管理上のリスクに繋がる）
・常時資金を保管している金庫等を管理している職員が登庁できない場合
・職員が公用車出張中に被災し，道路が寸断し大きく迂回することを余儀なくされ，ガソリンが不足した場合

94 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 「地域女性活躍
推進交付金」の
市町村事業に
対する交付方法
の見直し

「地域女性活躍推進交付金」の
市町村事業については、希望調
査や交付申請等のとりまとめは
これまで通り都道府県が行うとし
ても、県の予算計上を要すること
なく、国から市町村へ直接交付
金の支払いをできるようにするこ
と。

「地域女性活躍推進交付金」の市町村事業に対する交付金については、都道
府県から交付することとされている。そのため、市町村の交付金活用希望を
把握した上で、当初予算へ計上している。
しかしながら、予算要求時点での市町村事業に係る交付金額を正確に把握
することは難しく、また、年度途中に国から交付金の追加募集等があった場
合、県においては補正予算等での対応となり、議会開催時期の制約から、迅
速に対応することができない。

県の予算編成のタイミングにかかわらず、市町村が「地域女性活
躍推進交付金」を積極的に活用することができる。

地域女性活躍推進交付
金交付要綱第３、第17

内閣府 愛知県 秋田県、神奈川
県、川崎市、福
井市、長野県、
大阪府、奈良
県、鳥取県、山
口県、愛媛県、
福岡県、宮崎県

○令和元年度予算では、県内の3市町が要求し、交付決定となった。県の予算要求のスケジュールに間に合うよう、市町村に照会を行
い、内容のチェック等を実施して国に申請を行ったが、県の予算要求に合わせて内容の検討を実施する必要があるため、事業内容や交
付金額の精査の期間が短くなる。また、間接交付となるため、県で要綱制定や予算計上（国負担10/10）、交付処理等を行う必要があるた
め、事務処理に時間がかかり、迅速に対応することができない。
○予算要求時点での市町村事業を把握することが難しく、また、年度中途での追加要望があった場合には、県において補正予算等での
対応が必要となることから、議会開催時期の制約から、県の対応が難しい場合もある。
○地域女性活躍推進交付金（市町村事業）については、前年9月頃にある国の調査結果に基づき、翌年度の県予算に計上しているとこ
ろ。しかしながら、年度途中に国から交付金の追加募集等があった場合、県においては補正予算等での対応が必要となり、議会を経ての
計上となり迅速な対応は行えない。また最終的に実績報告等を経てからの、国からの交付金の支払いとなるため、一時的とは言え、県の
立替払が生じている。
○提出書類の内容について、国の担当者からの確認や指摘があった場合、県を経由してのやりとりになるため時間的ロスが発生してしま
う。事業の実施が遅れる等の支障もあり、市が直接国へ手続きが行うことができるよう改善する必要があると考える。
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内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）
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117 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 地域型保育事
業の確認の効
力の制限の廃
止

地域型保育事業の確認の効力
について、特定教育・保育施設
型と同様、施設の所在市町村が
確認を行うことで無条件で全国
に効力を有するよう措置をされた
い。

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業
（小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業など）を利用するに
は、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえで、当該
施設要件等の確認（法第43条）を行う必要がある。
しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者
の間で調整し決定しており、利用の決定後、利用開始前までの間に、上記の
同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸化して
いる。
本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が
一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する市町村の
区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事務的に煩
雑であり、事業者や市町村の負担となっている。

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽
減することができる。また、施設にとって、手続きの簡素化を図り、
利便性の向上が見込まれる。
なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と
同様に、居住地の市町村と施設所在の市町村間で行うものである
ため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないも
のと考える。

子ども・子育て支援法31
条、43条

内閣府、厚生労
働省

堺市、滋賀
県、京都府、
京都市、大阪
府、大阪市、
兵庫県、神戸
市、和歌山
県、鳥取県、
徳島県、関西
広域連合

川崎市、豊田
市、池田市、吹
田市、高槻市、
富田林市、東大
阪市、南あわじ
市、米子市、広
島市、松山市、
熊本市

○市町村間の同意が形骸化しているが、同意書の内容を市町村間で調整するなど煩雑な事務手続きが市町村の負担となっている。
○当市及びその周辺の市町では、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する市
町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されている
ことから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な機
会を通じて、要望されており、通知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認
申請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となってい
る。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同意
の必要性が無く理解に苦しんでいる。
○広域利用の場合、少人数の児童のためでも、施設要件を確認する手続きが必要になるため、園に対する事務負担は増大する。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考える。
○広域利用の場合は、他市町村に利用調整を依頼することになるため、住民が利用している施設は容易に把握でき、給付を支払う場合
には、必ず事業者または市町村から請求があるため、支給漏れ等が起こることはないため、特定地域型保育事業者の確認の効力を全国
に及ぶこととしたとしても、制度上新たな支障は生じないものと考える。また、利用の決定後、利用開始前までの間に、同意や確認を行う
必要があるが、実際にはその期間での確認を行うことは困難で利用決定を追認する形となり、形骸化している。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発生し、市町村
間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市においても一定数の
件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の増加につながっている。特定教育保
育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務
の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務負担の軽減の観
点から見直しをお願いしたい。
○形骸化している事務処理であり，利用決定を追認する形となっているが，事務処理が煩雑であり，処理に時間を要するなど，負担となっ
ており，提案事項で掲げられている見直しが必要である。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。

112 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 認定こども園施
設整備交付金
等の申請に係る
手続きの簡素化

①申請書類や申請窓口の一本
化
②内示時期の統一

認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施
設整備であるにも関わらず、教育部分と保育部分で申請先が異なり、書類も
１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事
務負担が大きい。また、内示後の工事着手となっているが、内示時期が異な
ることがあり、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示
文科省平成30年２月２日、厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年
度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予
定していた年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例
があった。

事務負担が軽減されるとともに、スムーズに工事着手でき、計画
に沿った工期で進めることができる。

児童福祉法、保育所等
整備交付金交付要綱、
認定こども園施設整備
交付金交付要綱

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

茨木市 旭川市、秋田
県、福島県、い
わき市、須賀川
市、新潟県、愛
知県、豊橋市、
豊田市、知多
市、大阪府、高
槻市、和泉市、
兵庫県、西宮
市、南あわじ
市、鳥取県、広
島市、徳島市、
愛媛県、高知
県、佐世保市、
大村市、大分
県、鹿児島市、
九州地方知事
会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれていることにより、補助
金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。
○当初申請・変更申請において、窓口が分かれていることによる手間、それぞれ申請額を計上するための按分作業の煩雑さ、内示時期
のずれによる工事発注の遅れ等無駄が多いため、申請窓口の一元化に賛同する。
○左記団体と同様に窓口の一本化による事務の簡素化をお願いしたい。所管省庁が異なるためにそれぞれにほぼ同じ書類を提出するこ
とになるが、２か所に書類を出さなければいけないことと、添付する書類についても量が嵩むため、一本化での事務軽減化をお願いした
い。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と保育部分で申請先
が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担が大きい。また、内示後の工事着手と
なっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、
厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた
年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例があった。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年度の当市におけ
る認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧縮されるなど、厚生労働省と文部科
学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質
問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答
できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の案分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内閣府への窓口の一本化にあわせ、
幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることにより、事業者及び
行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては幼稚園となり、施設監査の法的な
位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発
生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で
事業費の按分等を行わなければならず、事務負担が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に手間がかかる。平
成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省
との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果
として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確認検査等におい
て当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助額にも影響があるため、変更申請
の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それ
ぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補助協議等を行う必
要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分する必要がある等、事務が煩雑化して
いる。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要もなく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２
か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。
○茨木市と同様に１つの整備に２種類の申請が必要となり、事務負担が増えている。
○①については、当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められないこと
など支障をきたしている。②については文科省の内示時期が遅いことや圧縮交付される可能性があることから計画的な施設整備に支障
をきたしている。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を行う必要が生じて
おり、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村において事務処理が煩瑣となって
いる。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生している。



別添１

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

140 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 幼保連携型認
定こども園の整
備に係る交付金
の一元化等

①幼保連携型認定こども園の施
設整備に関する所管や制度、財
源の内閣府への一元化
②間接補助となっている文科省
分の補助金について、保育の実
施主体となる市町村への直接補
助への変更

一つの施設を整備するに当たって、厚生労働省と文部科学省それぞれに事
前協議や交付申請を行う必要があり、別々に修正等の指示があるため、厚生
労働省からの指示により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場
合が生じるなど事務が煩雑となっている。
また、文部科学省の予算が不足し、平成29年度には5市町5施設で事業費
280,679千円、協議額101,935千円を文部科学省に協議したが、内示率90％
で91,739千円に内示額を圧縮された一方、厚生労働省の交付金は協議した
満額で内示がなされた。平成28年度には厚生労働省からは内示されたが、文
部科学省に内示を保留され事業に着手できない事案があるなど、交付金制
度が２つに分かれていることによる財源の不安定さ等が施設整備を進める課
題となっている。加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直接補助、文
部科学省の交付金は、県を経由した間接補助となっており、一つの施設に対
する円滑な交付金の交付にも課題がある。
【県内共同提案団体からの主な支障事例】
・　幼保連携型認定こども園を創設する場合、保育所機能部分は厚生労働省
所管の「保育所等整備交付金」で、また幼稚園機能部分は文部科学省所管
の「認定こども園施設整備交付金」での申請が必要であり、それぞれ補助対
象経費の算定にあたり、施設の面積や利用定員等により事業費を按分し、２
種類の書類を作成するなどの事務の負担が生じている。認定こども園に係る
施設整備交付金の一元化により、自治体、補助事業者双方において、交付
申請等に係る事務の省力化、効率化が図られる。
・　補助制度が２つになるため、事業着手するのに両方の回答をまってから進
めるため、スケジュール管理が煩雑となっている。
・　一つの施設を整備するために厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協
議や交付申請を行う必要がある現状は事務が繁雑となる大きな要因の一つ
である。また、当市においても過去に文部科学省分の予算不足のため、内定
額の圧縮や内定を保留され事業に着手できない期間が生じた事案があった
ため、施設整備に関する所管や制度、財源の一元化は必要である。
(以上のような支障があるため、申請窓口の一元化等の事務手続きの簡素化
を通じて、解消することを求める)

内閣府に施設整備に関する所管や制度、財源を一元化し、市町村
への直接補助とすることにより、県、市町村の事務負担の軽減を
図るとともに、円滑で安定的な財源確保による市町村の待機児童
解消に向けた施設整備計画に大きく寄与するものと考える。

児童福祉法、認定こども
園施設整備交付金交付
要綱、厚生労働省保育
所等整備交付金交付要
綱

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

福島県、福島
市、会津若松
市、郡山市、
いわき市、白
河市、須賀川
市、喜多方
市、二本松
市、南相馬
市、本宮市、
川俣町、鏡石
町、天栄村、
玉川村、平田
村、三春町、
広野町、茨城
県、栃木県、
群馬県、新潟
県、日本創生
のための将来
世代応援知
事同盟

旭川市、秋田
県、須賀川市、
千葉県、須坂
市、豊橋市、豊
田市、三重県、
大阪府、大阪
市、高槻市、茨
木市、兵庫県、
西宮市、南あわ
じ市、広島市、
徳島市、愛媛
県、佐世保市、
大村市、熊本
市、大分県、宮
崎県、九州地方
知事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれていることにより、補助
金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。また、間接補
助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交
付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○当市でも同様の支障事例があり、文部科学省の予算不足による内示額が圧縮されたため、国庫補助の不足分を市が肩代わりした経
過がある。また、文部科学省と厚生労働省で内示時期の違いから工期に余裕なく、当初予定通りの開園が危ぶまれた。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。文部科学省の予算が不足し、平成29年度には２施設で内示率90％に内示額を圧縮された一方、厚生労働
省の交付金は協議した満額で内示がなされた。厚生労働省の交付金は、市町村への直接補助、文部科学省の交付金は、県を経由した
間接補助となっており、一つの施設に対する円滑な交付金の交付にも課題がある。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること等、制
度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○一つの施設を整備するに当たって、厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要があり、別々に修正等の指
示があるため、厚生労働省からの指示により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場合が生じるなど事務が煩雑となってい
る。また、文部科学省の予算が不足し、平成29年度には５市町５施設で事業費280,679千円、協議額101,935千円を文部科学省に協議し
たが、内示率90％で91,739千円に内示額を圧縮された一方、厚生労働省の交付金は協議した満額で内示がなされた。平成28年度には
厚生労働省からは内示されたが、文部科学省に内示を保留され事業に着手できない事案があるなど、交付金制度が２つに分かれている
ことによる財源の不安定さ等が施設整備を進める課題となっている。加えて、厚生労働省の交付金は、市町村への直接補助、文部科学
省の交付金は、県を経由した間接補助となっており、一つの施設に対する円滑な交付金の交付にも課題がある。
○幼保連携型認定こども園を創設する場合、保育所機能部分は厚生労働省所管の「保育所等整備交付金」で、また幼稚園機能部分は文
部科学省所管の「認定こども園施設整備交付金」での申請が必要であり、それぞれ補助対象経費の算定にあたり、施設の面積や利用定
員等により事業費を按分し、２種類の書類を作成するなどの事務の負担が生じている。認定こども園に係る施設整備交付金の一元化に
より、自治体、補助事業者双方において、交付申請等に係る事務の省力化、効率化が図られる。
○補助制度が２つになるため、事業着手するのに両方の回答をまってから進めるため、スケジュール管理が煩雑となっている。
○一つの施設を整備するために厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申請を行う必要がある現状は事務が繁雑となる大
きな要因の一つである。また、当市においても過去に文部科学省分の予算不足のため、内定額の圧縮や内定を保留され事業に着手でき
ない期間が生じた事案があったため、施設整備に関する所管や制度、財源の一元化は必要である。
○平成29年度に当市でも「認定こども園施設整備交付金」の協議額から90%圧縮されての内示となったことで、圧縮分を市で補填せざるを
えず、市の支出が増加した。市内の保育ニーズへの対応や保育環境等を改善するために整備を実施しているにも関わらず、このようなこ
とが起きてしまうと、整備事業を進める上での大きな障害となる。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の按分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。加えて、文部科学省の予算について
は、本省繰越予算が当てられることがあるため、本来であれば通常の繰越の作業で済むところが、事故繰越の扱いとなり、繰越理由を整
理する煩雑さも、自治体・事業者に発生する。内閣府への窓口の一本化にあわせ、幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、
面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。また、財源の一元化による安定的な財源確保が期待される。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることにより、事業者及び
行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては幼稚園となり、施設監査の法的な
位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発
生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で
事業費の按分等を行わなければならず、事務負担が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２か所
への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。また、当市も同様に、文科省分の内
示額が圧縮され、対応に苦慮した経験がある。
○当県においても、認定こども園の施設整備については、申請にあたって共用部分を按分して積算するなどの非効率な事務作業が生じ、
自治体、事業者ともに煩雑な手続きが必要となっています。特に、一方の財源が圧縮された場合、施設整備の推進に支障をきたすことが
あります。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚生労働省と文部科
学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求の時期が同一でないことも、自治体等
の事務が繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と保育部分で申請先
が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担が大きい。また、内示後の工事着手と
なっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、
厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた
年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例があった。
○幼保連携型認定こども園の整備のみならず、幼稚園型認定こども園及び保育所型認定こども園の整備についても、保育所（保育機能
部分）は厚生労働省所管の保育所等整備交付金、幼稚園（幼稚園機能部分）は文部科学省所管の認定こども園施設整備交付金を使用
しているところである。このため、一つの認定こども園を整備するに当たっては、厚生労働省と文部科学省それぞれに事前協議や交付申
請を行う必要があり、別々に修正等の指示があるため、厚生労働省からの指示により、文部科学省へ提出している協議書も修正となる場
合が生じるなど事務が煩雑となっている。全類型の認定こども園の整備は、現状において、二種類の補助金を使用しており、上記のとおり
事務が煩雑である。そこで、補助を一本にまとめるため、次の制度改正が必要であると考える。
①認定こども園の施設整備に関する所管や制度、財源の内閣府への一元化及び②間接補助となっている文科省分の補助金について、
保育の実施主体となる市町村への直接補助への変更
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定なされているのに
他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例が
あった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生している。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生している。また、時期や
時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。
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内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

162 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 病児保育施設
の整備に係る子
ども・子育て支
援整備交付金
の交付対象の
拡大

病児保育施設の整備に係る子ど
も・子育て支援整備交付金の交
付対象を「市町村、社会福祉法
人や病院等」に限定せず、運営
費に係る子ども・子育て支援交
付金と同様に市町村の裁量の
下、「市町村が認めた者」とされ
たい。

病児保育事業については、現在でも保護者ニーズが高く、今後女性就業率の
上昇や教育・保育無償化による保育需要の増大に伴い更にニーズが増すも
のと思われ、府としては充実させていきたい。しかし、病児保育施設の整備促
進を目的としている「子ども・子育て支援整備交付金交付要綱」において、交
付対象が「市町村、社会福祉法人や病院等」に限定され、NPOなどは対象と
なっていない。実施するにあたり、多大な費用がかかる施設整備に対する補
助が出ないため、意欲はあるものの整備に取り組めないと相談を受けている
事例がある。
なお、病児保育事業の運営への補助を目的とした「子ども・子育て支援交付
金」の交付要綱では、交付対象として「市町村が認めた者」を認めていること
からも、整備の補助対象が限定的であることは整合性が図られず、事業の展
開に支障が生じている。

現在、女性の社会進出や子育て世帯への応援に積極的な企業が
多くある。前述のNPOだけでなくこういった多様な実施主体の参画
が可能となり、病児保育施設が充実することで、子育て世帯への
バックアップが可能となり、住民が暮らしやすく働きやすい、また子
育てのしやすい社会の実現に貢献することとなる。

児童福祉法第６条の３
第13項、子ども・子育て
支援整備交付金交付要
綱、子ども・子育て支援
交付金交付要綱、病児
保育実施要綱

内閣府、厚生労
働省

大阪府、京都
府、堺市、兵
庫県、神戸
市、和歌山
県、鳥取県、
徳島県

旭川市、豊田
市、南あわじ
市、熊本市

○病児保育事業の参入には施設整備が不可欠となっており、交付対象の拡大は一定のニーズのある当事業の推進に繋がるため、制度
改正の必要性を感じている。
○当市においては病院に併設した３か所の事業所がある。時に定員を超過し利用ができない事例もあるため、交付対象の拡大は必要と
考える。
○当市では、現在委託施設として社会福祉法人や病院だけでなく、NPO法人も加わっている。今後例えば病児保育施設にNPO法人が新
たに加わることもある可能性が有る場合、補助が出ないことで整備に取り組めないと相談を受けることもあると十分に考えられる。よって、
病児保育施設の整備に係る子ども・子育て支援整備交付金の交付対象を「市町村、社会福祉法人や病院等」に限定せず、運営費に係る
子ども・子育て支援交付金と同様に市町村の裁量の下、「市町村が認めた者」とされる必要があると考える。

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれていることにより、補助
金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。また、間接補
助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交
付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること等、制
度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○認定こども園の整備に係る交付金について、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、一施設の整備内容であるにも
かかわらず、事業者にとっては複雑な按分式で厚労省部分と文科省部分を算出し、また申請にあたっても、市町村の行政機関が教育部
分と保育部分が分かれている中、別々に申請を行うことで事務処理に時間を要することとなり、事業者に煩雑さを強いることとなっている。
（当該事情は市町村や都道府県の事務処理においても当てはまる。）また申請後の交付決定にあたっても各省の予算確保の状況等によ
り大幅な時期のずれが生じることがあるため、一方の交付金が交付決定なされているのに他方が未決定という状況となり、過去にはなか
なか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例もあった。このように、事業者にとって
は過剰な事務や事業開始に向けての不安定な状況を強いており、このことが事業の展開に支障を生じさせ、ひいては待機児童解消の施
策に影響が生じている。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年度の当市におけ
る認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧縮されるなど、厚生労働省と文部科
学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質
問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答
できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の按分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内閣府への窓口の一本化にあわせ、
幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。
○待機児童が出ている中で、事業者が認定こども園を選択するとき、事務作業が煩雑になることも考えられる。また、市の担当課も園との
調整等複雑になり負担が多くなる。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に手間がかかる。平
成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省
との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果
として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○認定こども園の整備補助金について、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、一施設の整備内容であるにもかかわ
らず、事業者にとっては複雑な按分式で厚生労働省部分と文部科学省部分を算出する必要があること。特に、対象外経費の取扱が各省
で異なるため、同一工事の同一の見積りから各省の考え方にそって対象経費/対象外経費を抜きだし各補助金毎に対象経費を算出しな
ければならない。外構工事費などは対象外経費についての取扱が明示されていない中で、このような作業を行う必要があるため、事業者
と市の事務を煩雑にしているまた、認定こども園に移行する前の施設種類が保育所か幼稚園かによって、整備に係る１号認定と２・３号認
定の人数に偏りがある園が多く、補助金額を決定する際にも、一方の補助金は助成基準額で、もう一方の補助金は対象経費で補助金額
が決まることも多い。以上のような枠組みは事業者の理解能力の範疇を超えた複雑なものとなっているため、対事業者とのやりとりについ
ても非常に苦労を強いられている。また申請後の交付決定にあたっても各省からの内示が揃わなければ事業に着手できないが、一方の
交付金が交付決定なされているのに他方が未決定のため年度内の工事着工が不可能となり、２ヵ年事業で実施する予定を単年度で実施
せざるを得なくなり、タイトなスケジュールで工事せざるをえないなどの支障が生じている。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確認検査等におい
て当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助額にも影響があるため、変更申請
の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それ
ぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても、H29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２か所
への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。また、当市も同様に、文科省分の内
示額が圧縮され、対応に苦慮した経験がある。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められないことなど支障をきた
している。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚生労働省と文部科
学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求の時期が同一でないことも、自治体等
の事務が繁雑にしている。
○左記の具体的な支障事例と同様に、保育部分と教育部分の所管が異なることで、申請主体である市、事業者ともに、複数の申請書類
の作成や複雑な按分計算等による事務処理の煩雑さが生じている。また、過去には、保育部分と教育部分の内示に約３か月ほどの差が
生じ、工期が危ぶまれる事例も生じたところ。認定こども園という単一の施設であることからも、補助金及び申請窓口の一本化が必要と考
える。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を行う必要が生じて
おり、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村において事務処理が煩瑣となって
いる。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○当県においても、１施設の整備に２箇所の協議・申請が必要となり、事業者及び自治体とも煩雑は事務処理が発生している。
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生している。また、時期や
時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

旭川市、秋田
県、福島県、い
わき市、須賀川
市、新潟県、愛
知県、豊橋市、
豊田市、三重
県、池田市、吹
田市、高槻市、
富田林市、和泉
市、西宮市、南
あわじ市、広島
市、徳島市、愛
媛県、高知県、
佐世保市、大村
市、熊本市、大
分県、宮崎県、
九州地方知事
会

認定こども園施設整備にあたり、
厚生労働省部分と文部科学省部
分の一本化を図る等の運用の改
善

大阪府、滋賀
県、京都府、
京都市、大阪
市、堺市、兵
庫県、神戸
市、和歌山
県、鳥取県、
徳島県、関西
広域連合

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

児童福祉法、認定こども
園施設整備交付金交付
要綱、保育所等整備交
付金交付要綱

補助申請の一元化により、事業者の円滑な申請や交付決定によ
る計画立案が可能なため、スムーズな認定こども園の整備が可能
となり、ひいては待機児童の解消につながる。

認定こども園の整備に係る交付金について、厚生労働省部分と文部科学省
部分に分かれていることで、一施設の整備内容であるにもかかわらず、事業
者にとっては複雑な按分式で厚労省部分と文科省部分を算出し、また申請に
あたっても、市町村の行政機関が教育部分と保育部分が分かれている中、
別々に申請を行うことで事務処理に時間を要することとなり、事業者に煩雑さ
を強いることとなっている。（当該事情は市町村や都道府県の事務処理にお
いても当てはまる。）また申請後の交付決定にあたっても各省の予算確保の
状況等により大幅な時期のずれが生じることがあるため、一方の交付金が交
付決定なされているのに他方が未決定という状況となり、過去にはなかなか
事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に
合わなかった事例もあった。このように、事業者にとっては過剰な事務や事業
開始に向けての不安定な状況を強いており、このことが事業の展開に支障を
生じさせ、ひいては待機児童解消の施策に影響が生じている。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

認定こども園施
設整備における
交付金等の運
用改善

医療・福祉Ｂ　地方に対す
る規制緩和
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別添１

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

211 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー制
度における適切
な情報提供

マイナンバー制度の見直し等を
行う際には、実務が円滑に進む
よう十分な情報提供と地方との
事前協議を行い、地方自治体へ
の影響を検証した上で、導入を
進めること。
また、データ標準レイアウト改版
は自治体の予算編成に考慮して
早期に確定し、遅れる場合は、
判明した段階で自治体に情報提
供すること。

令和元年７月版データ標準レイアウト改版において、情報連携開始時期が事
前調整なく６月中旬に前倒しされた。
データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応じたシステム改修、
副本登録などの対応が必要になるため、情報連携開始が早まることで作業日
数が短くなり、自治体の負担が大きい。
また、７月から次年度のシステム改修等に関した予算調整を行うが、改版内
容が確定しないと正確な積算ができない。そのため、見込み額で予算要求を
せざるを得ず、他の事業予算を削る必要が生じるなど、影響がある。

マイナンバー制度に係る事務が自治体側の実務を考慮したスケ
ジュールとなることで、自治体の負担軽減が期待できる。
また、データ標準レイアウト改版が早期に確定することで、適正額
での予算調整が可能となる。

行政手続における特定
の個人を識別するため
の番号の利用等に関す
る法律等

内閣府、総務省 神奈川県、さ
いたま市、横
浜市、川崎
市、相模原
市、藤沢市、
小田原市、茅
ケ崎市、厚木
市、伊勢原
市、南足柄
市、寒川町、
開成町、愛川
町、山梨県、
愛知県

ひたちなか市、
熊谷市、桶川
市、八王子市、
平塚市、福井
市、越前市、高
山市、豊橋市、
豊田市、京都
市、兵庫県、神
戸市、五島市、
熊本市、宮崎
県、宮崎市

○データ標準レイアウト改版の仕様確定が遅いため、ベンダーのシステム改修の設計・見積が遅くなりがちである。そのため、自治体の予
算措置も遅くなる。データ標準レイアウト関連様式をエクセルではなくシステム化し、自治体やベンダーが把握しやすくすべきである。エク
セルのままでは見辛いし把握漏れが出る可能性がある。また、個別にＱ＆Ａで出した仕様内容は必ずデータ標準レイアウト関連様式に追
記・反映させるべきである。
○データ標準レイアウト改版では、自治体において、改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になる。改版内容が早
期に確定されないと、情報連携開始までの作業期間が確保できず、確実な対応が行えない可能性が生じる。
○データ標準レイアウトの修正はメール等で周知されないため、自治体側が能動的にデジタルPMOを確認する必要があり、対応が遅れる
可能性がある。自治体の予算要求時期を考慮して、年次改版時期を年度後半にするよう抜本的な見直しを要望する。
○７月から次年度のシステム改修等に関した予算調整を行うが、改版内容が確定しないと正確な積算ができない。そのため、他の事業予
算を削減してシステム改修に要する必要最小限の経費よりも多くの額を見込み額として計上せざるを得ず、市の政策的な投資に対して影
響が生じている。
○データ標準レイアウトの改版に際しては、改版内容の度々の変更が自治体のシステム改修において負担となっている。また、改版に伴
うテストの円滑な実施のためには、より早期の方針決定及び情報発信が望まれる。
○情報連携開始が前倒しになったことにより、精査や改修作業の時間が短時間となり、負担額、実改修作業ともに調整が難しかった。
データ標準レイアウト改版の内容が確定していないため見込みで予算措置を行うことになるため、改修内容が大きくなった場合の調整に
苦慮している。
○データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になるため、情報連携開始
が早まることで作業日数が短くなり、自治体の負担が大きい。
○当市においてもデータ標準レイアウト改版において、短期間でシステム改修や、機関間テストを行う対応が必要となるなど、負担が大き
い。
○データ標準レイアウト改版では、自治体にて改版内容に応じたシステム改修、副本登録などの対応が必要になるため、情報連携開始
が早まることで作業日数が短くなり、自治体の負担が大きい。

212 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 認可外保育施
設の保育従事
者の配置基準
に係る乳幼児の
年齢の基準日
の解釈の明確
化

認可外保育施設について、保育
従事者の配置基準に係る乳幼児
の年齢の基準日を「誕生日（いわ
ゆる満年齢）」として運営している
施設が国の指導監督基準を満た
している旨の解釈を明確にする
こと。

今後、認可外保育施設が幼児教育無償化の対象となるためには、国が定め
る指導監督基準を満たす必要がある。現状、都道府県等の指導監督基準に
おける保育従事者の配置に係る乳幼児の年齢の基準日については、厚生労
働省に確認したところ、「都道府県等の裁量により「年度初日の前日（いわゆ
る学年）」か「誕生日（いわゆる満年齢）」か定めることができる」との回答を得
ている。
しかし、都道府県等の指導監督基準で年齢の基準日を「誕生日（いわゆる満
年齢）」とし、それに適合する施設を適当と認めたとしても、国の指導監督基
準（年齢の基準日を「年度初日の前日（いわゆる学年）」で規定）を満たさない
可能性があり、幼児教育無償化の対象とならない可能性がある。
都道府県等の指導監督基準を満たした施設が適切に幼児教育無償化の対
象となるために、認可外保育施設について、保育従事者の配置基準に係る乳
幼児の年齢の基準日を「誕生日（いわゆる満年齢）」として運営している施設
が国の指導監督基準を満たしている旨の解釈を明確にすること。

都道府県等の指導監督基準を満たした施設が適切に幼児教育無
償化の対象となる。

認可外保育施設に対す
る指導監督の実施につ
いて（別添）認可外保育
施設指導監督基準
（平成13 年３月29 日雇
児発第177 号）

内閣府、厚生労
働省

神奈川県、さ
いたま市、川
崎市、相模原
市、寒川町

秋田県、豊橋
市、大阪市、南
あわじ市、松山
市

○認可外保育施設においては、５年間の経過措置以降は国の指導監督基準を満たしていることが無償化の条件となることが定められて
いることから、県の裁量により年齢の基準日を「誕生日（いわゆる満年齢）」としている場合でも、国の指導監督基準を満たしていることが
明確である必要がある。
○国の指導監督基準によって運用しているため、提案のような支障は想定していないが、無償化に関連した重要な課題であると考えらる
ため、解釈の明確化が必要である。

223 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 休日における共
同保育の実施
可能化

現在、一つの保育施設が年間を
通じて行うことが加算要件となっ
ている休日保育加算について、
自治体内の複数施設がローテー
ションで休日保育を行う場合で
も、休日保育加算の対象とする
よう改正を求めるもの

休日保育加算の要件は「年間を通じて開所する施設を市町村が指定して実
施すること」となっており、１つの施設が年間を通じて日・祝日に開所する必要
があるが、園長や保育士に負担がかかり担い手の確保も難しい。

【具体的な支障事例】
休日保育を実施する施設は、保育士に敬遠される傾向にあり、既に実施して
いる施設においても、保育士の退職希望があり、休日保育の実施が困難と
なっている。また、実質的に年中無休状態となってしまい、施設長の疲労も大
きい。そのため、自治体内で休日保育を引き続き可能とするために、複数施
設において一定期間毎にローテーションで休日保育を実施したいと考えてい
るが、休日保育加算要件（年間を通じて開所）を満たさないことから施設の経
済的負担が大きく、休日保育が実現できていない。

【制度改正による懸念点】
休日保育加算の対象となる施設が増加し、ローテーションを行う場合、市が担
う連絡調整事務が生じる。また、通常預かっていない園児を他園の保育士が
預かることが考えられ、引継ぎ事務が生じる可能性もある。

保育士の担い手が少ない地域においても、地域の実情に応じた休
日保育が実現し、住民サービスの向上に資する。また、保育士の
労働環境改善につながり、保育士不足の解消につながることが期
待できる。

児童福祉法、認定こども
園法、子ども子育て支援
法

内閣府、厚生労
働省

九州地方知
事会

九州地方知事会共同提
案
（事務局：大分県）

秋田県、川崎
市、豊田市、南
あわじ市、広島
市、佐世保市

○休日保育を実施している園からは園長や保育士の負担が大きく、処遇の改善をしたいといった意見がある。要件が緩和されることで、
休日保育の提供出来る施設が増える可能性があるため、希望する。
○休日保育加算の要件は「年間を通じて開所する施設を市町村が指定して実施すること」となっており、実質的に年中無休状態となってし
まい、園長や保育士に負担がかかる。
本市において休日保育を実施する施設は、休日保育加算要件（年間を通じて開所）を満たさないことから、保護者から利用料を徴収し、休
日保育を実施している。
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・認定こども園に係る交付金は、一つの施設に対し、幼稚園機能部分は文科
省、保育所機能部分は厚労省から支給される仕組みとなっており、交付申請
等の際も同じような申請を文科省、厚労省にそれぞれに提出する必要があ
る。
そのため、事業者、市町村、県は同一の資料を用意し、別々の窓口に提出し
なければならないなど、過度な事務負担を強いられている。
・文科省分の交付金については要綱に基づく間接補助、厚労省分の交付金
については法律に基づく直接補助となっており、両省で交付金の流れが違う
ことで、市町村が交付申請を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばなら
ないなど分かりにくい制度となっている。
・両省の内示の時期にもずれが生じており、内示後でないと工事への着工が
許されていないことから、工期の適正な管理に支障をきたしている。（平成30
年６月分内示　文科省：６月27日、厚労省：６月８日）

児童福祉法56条の４の
３、保育所等整備交付金
交付要綱、認定こども園
施設整備交付金交付要
綱、保育所等の整備、防
音壁整備及び防犯対策
の強化に係る整備計画
協議要綱、認定こども園
施設整備交付金に係る
整備計画協議要綱

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

九州地方知
事会

226 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 認定こども園施
設整備交付金
等の申請に係る
手続きの簡素化

認定こども園の整備に係る交付
金の窓口を一本化する等、手続
きの簡素化を図ること。

交付金に係る窓口を一本化する等により、手続きの簡素化が図ら
れ、事業者、市町村、県の事務の効率化が期待されるとともに、事
業者における施設整備工事の円滑な実施に資する。

○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。また、間接補
助の文科省分補助金についても、厚労省と同様に直接補助にすることにより、国の内示後の工事契約が可能になるため（現状は県の交
付決定後）、円滑な施設整備が期待できる。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。・文科省分の交付金については要綱に基づく間接補助、厚労省分の交付金については法律に基づく直接
補助となっており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が交付申請を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばならないなど分か
りにくい制度となっている。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること等、制
度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○認定こども園に係る交付金は、一つの施設に対し、幼稚園機能部分は文科省、保育所機能部分は厚労省から支給される仕組みとなっ
ており、交付申請等の際も同じような申請を文科省、厚労省にそれぞれに提出する必要がある。そのため、事業者、市町村、県は同一の
資料を用意し、別々の窓口に提出しなければならないなど、過度な事務負担を強いられている。文科省分の交付金については要綱に基
づく間接補助、厚労省分の交付金については法律に基づく直接補助となっており、両省で交付金の流れが違うことで、市町村が交付申請
を都道府県と国に対してそれぞれ作成せねばならないなど分かりにくい制度となっている。両省の内示の時期にもずれが生じており、内
示後でないと工事への着工が許されていないことから、工期の適正な管理に支障をきたしている。（平成30年６月分内示　文科省：６月27
日、厚労省：６月８日）
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の按分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内閣府への窓口の一本化にあわせ、
幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることにより、事業者及び
行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては幼稚園となり、施設監査の法的な
位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発
生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で
事業費の按分等を行わなければならず、事務負担が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に手間がかかる。平
成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省
との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果
として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○以下の支障が生じている。
・厚生労働省と文部科学省それぞれに書類を作成する事務手間がかかる。
・定員等による按分の計算方法も分かりにくく、事務処理に係る時間が増え、また煩雑になり書類の不備を生み出す要因となっている。
・文部科学省と厚生労働省で内示日も異なり、工事契約がスムーズに行えない状況
・文部科学省から協議書類について先に確認が行われ、その都度厚生労働省にも差替え書類を送っており、その後厚生労働省が協議書
類の確認を行った際にも差替えがあれば文部科学省にも送ることになり、２倍の事務手間がかかる。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補助協議等を行う必
要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分する必要がある等、事務が煩雑化して
いる。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要もなく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２
か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められないことなど支障をきた
している。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を行う必要が生じて
おり、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村において事務処理が煩瑣となって
いる。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定なされているのに
他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例も
あった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生している。また、時期や
時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。

九州地方知事会共同提
案
（事務局：大分県）

秋田県、福島
県、須賀川市、
新潟県、愛知
県、豊橋市、豊
田市、大阪府、
大阪市、兵庫
県、西宮市、南
あわじ市、鳥取
県、島根県、広
島市、徳島市、
愛媛県、高知
県、大村市、熊
本市、鹿児島市
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276 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 地域型保育事
業の確認の効
力の制限の廃
止

地域型保育事業の確認の効力
について、特定教育・保育施設
型と同様、施設の所在市町村が
確認を行うことで無条件で全国
に効力を有するよう措置をされた
い。

子ども・子育て支援法においては、児童が居住市町村外の地域型保育事業
（小規模保育事業、家庭的保育事業、事業所内保育事業など）を利用するに
は、居住地の市町村が、事前に施設の所在市町村の同意を得たうえで、当該
施設要件等の確認（法第43条）を行う必要がある。
しかしながら、実際の利用決定は、それぞれの市町村の利用調整の担当者
の間で調整し決定しており、利用の決定後、利用開始前までの間に、上記の
同意や確認を行う必要があるが、利用決定を追認する形となり、形骸化して
いる。
本市及びその周辺の市町村においては、各市町村の区域を越えた通勤等が
一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する市町村の
区域外での利用も行われていることから、同意や確認については事務的に煩
雑であり、事業者や市町村の負担となっている。

形骸化している市町村間の同意や確認についての事務負担を軽
減することができる。また、施設にとって、手続きの簡素化を図り、
利便性の向上が見込まれる。
なお、地域型保育事業の広域利用の手続きは、教育・保育施設と
同様に、居住地の市町村と施設所在の市町村間で行うものである
ため、支給認定漏れや給付漏れといった新たな支障は生じないも
のと考える。

子ども・子育て支援法31
条、43条

内閣府、厚生労
働省

指定都市市
長会

札幌市、大阪
市、池田市、南
あわじ市、広島
市、松山市、熊
本市

○同意や確認については事務的に煩雑であり、事業者や市町村の負担となっている。
○当市及びその周辺の市町にでは、各市町の区域を越えた通勤等が一般的であり、それに伴って地域型保育事業についても、居住する
市町の区域外での利用が一般的に行われている。現行では、地域型保育事業の確認の効力が確認を行う市町村の区域に限定されてい
ることから、広域的な利用を行う場合には、他自治体との同意を得る必要がある。当市は事業者の事務負担の軽減が議会質問等様々な
機会を通じて、要望されており、通知による簡便な方法を実施しているが、各市町と調整の上、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確
認申請書類を各市町と受送付する事務等が発生し、市町間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が事務負担となって
いる。先般、子ども・子育て支援法の改正があり、「特定子ども・子育て支援施設等の確認」が追加されたが、これに関して他自治体の同
意の必要性が無く理解に苦しんでいる。
○当市において、現在まで、地域型保育事業の広域利用はないものの、発生した場合の事務負担に鑑み必要と考える。
○事業所内保育事業について、同意を不要とする旨の同意書を作成し、確認申請書類を各市町村へ送付する事務等が発生し、市町村
間での調整業務（協定書の内容についての確認、修正等）が煩雑である。
○地域型保育事業に係る確認については、いわゆる「みなし確認」等により手続きが簡略化されているものの、当市においても一定数の
件数が発生しており、また事業所への説明や書類提出を促す作業量も含めた場合には事務負担の増加につながっている。特定教育保
育施設と特定地域型保育事業における確認の性質が異なることは理解しているが、確認の効力が全国に及ぶこととなった場合には事務
の効率化に寄与するものと考える。
○特定教育・保育施設と特定地域型保育事業で確認の効力の範囲に差を設ける必要性があると感じたことがなく、事務負担の軽減の観
点から見直しをお願いしたい。
○当市においては、当市居住児童の利用が想定される近隣市町村との間で、確認に当たり必要とされる同意を不要とする旨の同意に関
する協定を結んでいる。それでも当該施設の確認に関する手続きは必要であることから、当該制度改正により、当市及び施設の事務負担
軽減に資するものと考える。
○当市においても広域的な利用を行う場合、同意書を取得しており、事務負担となっている。

237 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 「処遇改善等加
算Ⅰ」の認定に
係る勤務証明書
の発行・収集業
務の負担軽減

「処遇改善等加算Ⅰ」の認定に
必要となる保育士等の職員の勤
務状況確認について、全国一律
で保育士の勤務状況のデータ
ベース化を図り、そのデータで加
算認定ができる仕組みの構築
や、現在勤務証明書が収集でき
ない場合に例外的に認められて
いる年金加入記録等での確認を
通常の運用とする等、経験年数
確認の事務負担の軽減を求め
る。

「処遇改善等加算Ⅰ」の認定のためには、各保育施設等の保育士等の経験
年数・勤続年数を確認する必要があり、各保育施設等が新たに雇用した保育
士等については、当該保育士等が勤務した施設が発行する勤務証明書を自
治体が確認し、加算の認定を行っている。
しかし、算定の対象となる施設等でのキャリアの全期間を確認するためには、
当該期間の全ての勤務証明書が必要であるが、待機児童解消をめざして新
規施設を増設している中で保育士等の他法人への転職も多く、自治体の確認
作業が膨大なものとなっている。
また、保育士等にとっては、転職する度にこれまで勤務した職場の勤務証明
書を提出する必要があるが、前職場がなくなっている等の場合はその期間の
勤務の確認が困難となる場合があり、また、施設としても、退職した職員分の
証明の再発行作業を長期間強いられることとなる。
現在、全国展開している保育等事業者も多く、全国一律で対応する必要があ
ると考えており、保育士等の処遇改善は全国的な課題である中、国も「処遇
改善等加算」の拡充で処遇の改善を図っていることから、例えば、国のもと全
国一律で保育士の勤務状況のデータベース化を図り、保育士証やキャリア
アップ研修の受講記録等を集約し、そのデータで加算認定ができる仕組みの
構築や、年金加入記録等だけで保育士等の加算認定ができるよう制度を改
正する等、経験年数確認の事務負担の軽減を求める。

潜在保育士や転職する保育士等が現場復帰する際の負担軽減に
つながるとともに、保育施設等の証明書発行にかかる事務負担軽
減につながる。
また、「処遇改善等加算Ⅰ」の認定にかかる自治体の事務負担軽
減と、事務の適正化が図られる。

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

大阪市、滋賀
県、京都府、
京都市、大阪
府、堺市、兵
庫県、神戸
市、和歌山
県、徳島県、
関西広域連
合

秋田県、千葉
市、川崎市、鎌
倉市、浜松市、
豊田市、池田
市、吹田市、高
槻市、富田林
市、東大阪市、
島本町、南あわ
じ市、島根県、
広島市、徳島
市、佐世保市、
大分県、宮崎
県、宮崎市

○前職場が閉園した、あるいは証明を依頼できる状況でないために、在籍証明の取得を断念したといった状況が見受けられる。加えて、
細切れの採用や月途中での採用・退職があり、施設でも自治体でも確認の負担が大きくなっている。今後、キャリアアップ研修の受講記
録の確認作業も増えることからも事務負担の軽減を求める。
○キャリアアップ研修の受講記録については、県独自のデーターベース化を図っている。加算認定ができる仕組みの構築等については市
町村の意向も反映させた上で、事務負担の軽減を図る必要がある。
○経験年数に含めることができる施設かどうかの確認に時間がかかる（現在は存在しない施設、市外の施設等）。過去に勤務した施設が
なくなっており在職証明書が入手できない場合は経験年数の算定が困難である。
○当市でも、保育士等対象職員が他法人への転職や出産に伴い退職し、別法人へ再就職する等により前歴証明が毎回必要となる状況
が増えており、その都度全ての証明書を整える事は保育士等対象職員にとっても負担が増大している。また、その確認作業を行う自治体
の負担も増大している。前歴情報がデータベース化できれば、保育士等職員と自治体の両方の事務負担が軽減される。
○処遇改善等加算Ⅰの申請に当たり、各園とも勤務証明の準備をしていただいているが、遠方の園であったり、本人は要件を満たしてい
ると思っていても、勤務証明を見ると満たしていないこともある。施設についても該当施設でないこともあり、負担だけが残ることになる。
○同一の市町村内で転職された保育士であっても、改めて証明の提出を求めることとなる現在の形では、保育士、施設、自治体すべてに
とって負担となっており、制度の複雑化と相まって申請の遅れを引き起こしている。
○全国一律の勤務状況のデータベース化を整備することにより、「処遇改善加算Ⅰ」の認定に係る事務負担の軽減に加え、保育士試験
においても、実務経験の認定証明に受験者にとって多くの負担となっているため、これに係る事務負担の軽減も期待できる。
○当市においても、処遇改善等加算率の認定における勤続年数の確認については、事務量が非常に膨大な状況である。既に廃園してい
る施設に過去勤務していた場合には、勤務状況の確認が困難である。また、当市の市立施設においては、職員の在職を証明する書類の
保存年数が決まっており、保存期間よりも前に勤務していた者の在職を証明することが困難な状況である。
○当市においても、処遇改善等加算Ⅰの認定事務は膨大なものであり、特に4月から5月にかけて、市内約200園ある私立保育所等の職
員一人ひとりの経験年数を決定し、そこから園の加算率を決定する事務が発生している。また、勤務証明書についても、施設ごとに様式
が異なるため、必要事項が記載されていないなどの問題もあり、これらが解消されるのであれば、提案されている措置には賛成である。た
だ、全国的なシステムを構築する必要があるため、処遇改善等加算Ⅰの経験年数の確認に用いるだけでなく、例えばシステム内で園から
市町等に同加算Ⅰ・Ⅱの申請もできるようにする、提案にもあるキャリアアップ研修の記録も確認できるようにする、処遇改善等加算Ⅰ・
Ⅱは保育所等施設で勤務する事務等職員も対象となることから、これらの経験年数も確認できるようにするなど、保育士・幼稚園教諭等
職員の総合的・複合的なシステムとして構築・運用をしていただきたい。また、保育士等の個人情報にも関わるものであるため、その点に
ついても十分注意していただきたい。
○町では、待機児童が多数発生しており、数年以内に、複数の事業所が整備される予定となっていることから、今後、加算要件の確認作
業についてはさらに多くの時間を要するものと想定される。また、本町のような小規模自治体では、職員数も少なく、ノウハウが蓄積されて
いないため、一から作業を覚えなければならない現状があり、事業者から書類が提出されても、スムーズな加算要件の確認が出来ず、最
終的に、事業者に負担をかけてしまう場面もあるのではないかと懸念される。何らかの方法にて事務の簡素化ができれば、自治体や事業
者、保育士自身の負担軽減につながり、安定した運用が可能になるのではないかと考える。
○当県でも、約5,000人分の経験年数確認のため、施設において膨大な書類の作成と、県において書類の確認作業を毎年行う必要があ
り、相当の事務負担を強いられている。
○当市においても、認可園の増加や、それによる転職の増加により、確認作業が増加している。また、園または保育士側の事務としても
在職証明の発行や発行依頼の事務が負担となっている。そのためデータの一元管理を行えば市区町村の負担と園や保育士の負担が軽
減されると思われる。
○現在は各園に資料提出を求めており、時間を要している。情報連携により、こうした時間の短縮が見込まれる為、事務の軽減につなが
ると考える。
○提案にもあるとおり施設ごとの勤続年数など確認事項が多く、それが膨大な事務量となっている現状となっている。また、行政側では処
遇改善等加算の事務について、本来年度初めに認定するべきではあるが、複雑な制度かつ事務量の多さから確認・認定事務に年度中
旬から後半にまたいでいる状況。そのため不適切な月次の給付費支払や、施設側の次年度に向けた処遇改善計画に遅れが生じている。
無償化事務が今年度より始まり、施設と行政それぞれに事務負担が増えていることから、処遇改善等加算の認定事務の簡素化に向けた
早急な対応をお願いしたい。
○複数の施設を経験した保育士の勤務証明の確認は、本人や施設、自治体と確認作業が膨大となっている。
○当区においても、認可保育所（私立）および地域型保育事業所の施設数が多く、毎年度、多数の保育士の異動や新規採用も生じるた
め、「処遇改善等加算Ⅰ」の認定に係る経験年数・勤続年数の確認作業は、膨大な事務負担となっている。なお、提案のような全国一律
でのデータベース化等は、非常に有効な方法であるが、その仕組みを構築・維持するため、新たに区市町村がデータ収集や登録等の業
務を担うようであれば、大幅な負担軽減には繋がらない恐れもあると考える。

子ども・子育て支援法
公定価格に関するFAQ
（よくある質問）（Ver.12
（平成30年９月27日時点
版））



別添１

内閣府（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

所管部署・
担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）

282 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 幼保連携型認
定こども園に係
る制度及び施設
整備の所管の
一元化

幼保連携型認定こども園に係る
制度及び施設整備の所管の内
閣府への一元化を求める。

制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚
園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、事業
者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。
特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、定員等による按分
計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
（申請窓口の一元化等事務手続きの簡素化を求めるもの）

幼保連携型認定こども園の施設整備において、保育所相当部分と
幼稚園相当部分の区分をなくし、窓口を一本化することにより、同
一の内容で2か所に協議・申請する手間や、煩雑な按分計算、修
正が生じた際の調整連絡等が不要となり、事業者、自治体の事務
の効率化が期待される。

児童福祉法56条の４の
３、保育所等整備交付金
交付要綱、認定子ども園
施設整備交付金交付要
綱ほか

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

指定都市市
長会

札幌市、旭川
市、秋田県、福
島県、いわき
市、須賀川市、
新潟県、愛知
県、豊橋市、豊
田市、大阪府、
大阪市、高槻
市、茨木市、和
泉市、兵庫県、
西宮市、南あわ
じ市、鳥取県、
島根県、徳島
市、愛媛県、高
知県、佐世保
市、大村市、熊
本市、宮崎県、
宮崎市、鹿児島
市、九州地方知
事会

○施設整備にかかる事務手続きや補助金の算定方法が、保育所相当部分と幼稚園相当部分でそれぞれ分かれていることにより、補助
金計算や申請などの事務が煩雑になっている。
○協議書の提出は厚労省と文科省に分けて提出するが、様式は同じものである。そのため、一方の省から修正依頼があると、修正後の
様式をもう片方の省にも送付する必要があり事務が繁雑になる。窓口を一本化することにより事務の効率化が期待される。
○施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請する必要があり、また、協議の
スケジュールが違うため事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。また、平成30年度において幼稚園部分の申請時期が２
回しかなかったため、１事業所は保育所部分の補助金だけで工事を行った。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、複雑な按分式で教育部分と保
育部分を算出し、かつ申請先が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事業者、市町村、
県にとって事務負担が大きい。
○当市で現在予定している同補助金を活用した施設整備においても、それぞれの省で補助金の要綱要領の内容が若干異なること等、制
度が複雑化することによる事務負担の増加が課題となっている。
○制度の所管は内閣府だが、施設の整備については、保育所相当部分と幼稚園相当部分に分けて、それぞれ厚労省と文科省に申請す
る必要があり、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じている。特に保育室やトイレなどの共用部分については、便宜上、定員等
による按分計算を行っており、煩雑な事務処理が発生している。
○近年、一定の改善がなされているものの、提案団体の主張のとおり、依然として事務が繁雑であるとともに、平成29年度の当市におけ
る認定こども園創設事業において、認定こども園施設整備交付金のみが一方的に予定額の90％に圧縮されるなど、厚生労働省と文部科
学省で統一的な対応がなされておらず、財政的にも不安感・不信感が生じている。また、疑義が生じた事案について都道府県を通じて質
問をしても結局は国の担当者まで通すことになっており、回答に時間がかかることも事務負担の増になっている。都道府県で早期に回答
できる仕組みを構築することも必要と考える。
○幼保連携型認定こども園の施設整備について、厚労省と文科省に所管が分かれていることにより、協議、申請等の手続きはもとより、
問合せ、確認等も両省に行わなければならない。書類作成も両省分で膨大なものとなり、事業費・補助金額の計算における両省分の按分
等も必要で、過大な事務負担となっている。また、厚労省分は直接補助（概算払い）、文科省分は間接補助（精算払い）と補助金交付の手
順も異なっており、予算・決算においても無用な混乱を生んでいる。さらに、両省の内示日に差異があり、片方が遅れたため事業着手が出
来ず、急きょ２か年事業に変更せざるを得なかったという事例も発生している。事業者への損害回避及び自治体の過度な事務負担解消
のため、一刻も早い所管の一元化を強く求める。
○幼稚園部分（文部科学省）と保育所部分（厚生労働省）で、加算、補助率、かさ上げの有無、対象メニュー等、異なる部分があるため、
対象事業費や交付申請額を算出する際の計算や事業者・市町村の作業などが煩雑となっている。内閣府への窓口の一本化にあわせ、
幼稚園・保育所・認定こども園の全てで項目を揃えて、面積や利用者按分で簡易に算出できるような改善が必要である。
○制度の所管省庁が複数に跨がっていることにより、類型により認可・認定基準や、法的立て付けが異なっていることにより、事業者及び
行政ともに事務作業が繁雑化している。また、特に幼稚園型認定こども園について、認可形態としては幼稚園となり、施設監査の法的な
位置付けが非常に不明確となっており、他の類型の認定こども園と比較して監査権限に基づく自治体の関与が不十分と思える状況が発
生している。施設整備補助金についても、一の施設整備において複数省庁からの交付を受ける必要があり、幼稚園部分と保育所部分で
事業費の按分等を行わなければならず、事務負担が増大しているとともに、交付額の算定誤り等が生じる原因となっている。
○同様の支障及び市民サービスに直結しない非生産的な事務が発生していることから、早急な改善を求める。
○同一施設の整備であるにも関わらず、厚生労働省と文部科学省の担当者で見解が相違することがあり、その調整に手間がかかる。平
成30年度実施事業で、協議申請した工事がどの整備区分に該当するかについて、当初、両省の担当者で見解が異なったことから、両省
との調整に時間を要し、協議を１回遅らせた事例がある。その事業については、協議が遅れたことから工事の着工が後ろ倒しとなり、結果
として認定こども園への移行を１年間遅らせることとなった。
○厚生労働省と文科省に分けて申請するために認定こども園整備費の事業費を面積按分しているが、竣工時の建築確認検査等におい
て当初の建築面積が変更になる場合があり、面積按分にも影響が出るケースがある。事業費及び補助額にも影響があるため、変更申請
の処理等が必要になり、補助を受ける認定こども園の設置者及び市において事務処理が煩雑になっている。また、厚労省と文科省それ
ぞれで、内示時期や補助対象外の考え方も異なるため、市及び事業者にとっても煩雑な事務処理が発生している。
○当市においても幼保連携型認定こども園の整備を行う際、一つの建物に対し、厚生労働省と文部科学省の双方に補助協議等を行う必
要があり、それぞれの補助額を算出するにあたり、対象経費を保育所相当分と教育相当分に按分する必要がある等、事務が煩雑化して
いる。補助財源が一本化されれば窓口も一本化され、対象経費を按分する必要もなく、事務の効率化が図られる。
○当市においても、平成29・30年度に幼稚園を認定こども園に整備する事業を実施したが、提案市と同様、交付金申請時等において、２
か所への協議の手間や煩雑な按分作業等を経験し、事業者と自治体の双方に相当の事務負担が生じた。
○当県でも申請事務が繁雑であること、照会する内容によって窓口が異なっていることで統一的な見解を求められないことなど支障をきた
している。
○平成30年度において、両交付金を活用して整備した施設のうち約半数が認定こども園であるところ、同一の内容を厚生労働省と文部科
学省に協議・申請している施設は当県でも多数ある。さらに、内示（内定）後の交付申請や支払請求の時期が同一でないことも、自治体等
の事務が繁雑にしている。
○認定こども園の新増改築に対する補助金の申請手続きについて、一つの施設整備であるにも関わらず、教育部分と保育部分で申請先
が異なり、書類も１つの整備に２種類の申請書や実績報告書を作成する必要があるため、事務負担が大きい。また、内示後の工事着手と
なっているが、内示時期が異なることがあり、工期に影響が出ることがある。（平成29年度10月協議分の内示　文科省平成30年２月２日、
厚労省平成29年12月８日）また、実際に平成29年度10月協議分では、内示時期に２ヶ月ほどのズレがあったことから、当初予定していた
年度内に工事完了が難しく、工事を次年度に遅らせたという事例があった。
○当市においても煩雑な事務に苦慮しており、事務負担軽減のために手続きの簡素化の必要性を感じている。
○保育所等整備交付金を活用しているが、共用部分の按分計算が必要となっているため、事務が煩雑となっている。
○一施設の整備内容であるにもかかわらず、厚生労働省部分と文部科学省部分に分かれていることで、別々に申請を行う必要が生じて
おり、また、按分計算については交付金の重複請求を招く懸念もあるなど、事業者、都道府県、市町村において事務処理が煩瑣となって
いる。
○当市も按分計算等で事務の煩雑さに苦慮している。また事業者の事務の負担も大きいため、是非とも一本化してほしい。
○厚生労働省と文部科学省それぞれの補助制度があるため事務執行が負担となっている。
○申請後の交付決定にあたり、各省の予算確保の状況等により大幅な時期のずれが生じ、一方の交付金が交付決定なされているのに
他方が未決定という状況で、なかなか事業に着手できず、工事の完了が遅れ、結果的に開園が年度始まりに間に合わなかった事例も
あった。（待機児童解消の施策に影響が生じた）
○幼保連携型認定こども園の施設整備において、共有部分である倉庫の按分について、煩雑な事務処理が発生している。また、時期や
時間帯によって使う認定区分が違うため、妥当な判断が難しい。
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293 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 保育所等の実
地監査の効率
的な実施方法の
周知等について

保育所及び幼保連携型認定こど
も園の実地監査について、監査
内容の弾力的な運用を検討する
にあたり、好事例や留意事項を
示すなど、効率的な実施方法を
周知していただきたい。

保育所に対する実地監査については、全ての施設に対して年1回以上実施す
ることとされている。さらに認定こども園など複数の施設の実地監査もあること
から、監査を実施する自治体の負担になっているとともに、監査を受ける施設
側にも大きな負担となっている。
指導監査の方法については、厚生労働省通知により、「前回の指導監査の結
果等を考慮した弾力的な指導監査を行うこと」とされているが、監査内容の簡
素化等を検討するにあたり、施設の安全や職員の負担等に配慮しつつ、どの
ような対応が考えられるのか検討に苦慮しているところ。
保育の質の確保や子どもの安全を確保するために、実地監査は必要である
と理解しているが、保育料の無償化に伴い、年１回以上の立入調査を行うこ
とを原則としている認可外保育施設の増加など、監査対象施設が増えること
が予想されるなかで、１施設に充てることができる時間も限られ、安全対策を
含めた保育内容、施設・設備の状況、職員の処遇状況、経理状況など適切な
監査の実施が難しくなっている。
【監査対象施設数（中核市実施分除く）】
・保育所：199、幼保連携型認定こども園：44　（１施設当たりの所要時間は ２
～３時間。施設規模、指摘状況によって長時間に及ぶケースもあり）
・認可外保育施設：38　（１施設当たりの所要時間は １～２時間）
計  281施設

保育料の無償化に伴い、年１回以上の立入調査を行うことを原則
としている認可外保育施設の増加など、監査対象施設が増えるこ
とが予想されるが、効率的な監査の実施ができるようになり、事務
負担の軽減に資する。

児童福祉法施行令第38
条、就学前の子どもに関
する教育、保育等の総
合的な提供の推進に関
する法律第19条第１項、
「児童福祉行政指導監
査の実施について（通
知）」、「就学前の子ども
に関する教育、保育等
の総合的な提供の推進
に関する法律に基づく幼
保連携型認定こども園
に対する指導監査につ
いて（通知）」

内閣府、文部科
学省、厚生労働
省

富山県 福島県、須賀川
市、石川県、豊
橋市、大阪府、
八尾市、南あわ
じ市、広島市、
松山市、宮崎県

○実地監査の対象施設が増加する一方で、人員や時間は限られており、年１回以上実施することは、年々困難になっている。
○認可保育所・認定こども園の指導監査と、認可外保育施設の立ち入り調査を行う部署が分かれており、提案団体と同様の状況ではな
いが、子どもの安全確保、保育の質の向上等の観点から、指導監査、立ち入り調査で行う確認・指導等に求められるものは年々高度化し
ており、事務負担軽減の点から、実地監査の効率的な実施につながる対策が必要である。
○認定こども園に対する「建学の精神に基づく特色ある教育活動の展開を踏まえた対応」など、対象や内容を明確に示していただきたい。
○当県においても、提案団体と同様、保育所等に対する実地監査が多大な負担となっており、その実施方法の効率化が課題である。（※
監査対象施設数（中核市実施分除く）…保育所：162、幼保連携型認定こども園：86（１施設当たりの所要時間は２～３時間。施設規模、指
摘状況によって長時間に及ぶケースもあり）、認可外保育施設：23（１施設当たりの所要時間は１～２時間）計  271施設）
○当市でも保育園、認定こども園、地域型保育事業所の施設数が年々増加しており、実地監査の効率化が必要であり、好事例や留意事
項を提示いただければ業務負担の軽減につながる。
○当県においても、提案団体と同様、弾力的な指導監査の実施方法等について、検討を行っているところであり、今後の検討に資するた
め、弾力運用の具体的な内容や留意事項、さらには、優良事例等を示していただきたい。
○当県では、令和元年５月30日付け厚生労働省子ども家庭局保育課からの事務連絡「児童福祉法に基づく保育所等の指導監査の効率
的・効果的な実施について」により、実地で行う監査対象件数が大幅に増加したことで対応に苦慮しているところ。各施設種別毎に実地監
査の効率的・効果的な実施方法（ガイドライン）について、具体的に示していただきたい。
○年１回以上とされている立入調査について、実地だけではなく、実地や書面、集団指導など、地方の実情に合せた実施ができるよう、地
方自治体が自ら判断できるようにされたい。

294 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 病児保育事業
の配置基準緩
和可能地域の
明確化

病児保育事業において、「離島・
中山間地その他の地域で病児保
育の利用児童の見込みが少な
いと市町村が認めた上で、医療
機関併設型で定員２人以下の場
合」には、配置基準を緩和して実
施できることとされているが、「離
島・中山間地その他の地域」を明
確化すること。

病児保育事業の実施については、要綱において離島・中山間地域を念頭に
保育士及び看護師等職員の配置が条件付きで緩和されているところ。
他方、要綱上当該緩和は「離島・中山間地域その他の地域」が対象となって
おり、「その他の地域」に具体的に含まれるかどうかについては明確になって
いない。
金武町は合計特殊出生率が2.00を超えており、離島や中山間とは異なる理由
で保育士等職員の不足が深刻化しているが、当該地域においても、「その他
の地域」に含まれると考えて、緩和した配置基準で病児保育事業を実施して
よいか不明確である。

病児保育事業の規制緩和に係る対象を明確化することにより、地
域医療機関との連携した病児保育事業が実施できることとなり、
子育て世帯への支援が向上し、少子化対策に資する。

児童福祉法、病児保育
事業実施要綱

内閣府、厚生労
働省

金武町 南あわじ市 ―

286 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 企業主導型保
育事業に係る助
成決定の迅速な
情報共有

企業主導型保育事業の助成決
定に係る（公財）児童育成協会な
いし事業実施者から市町村への
迅速な情報提供を求める。

企業主導型保育事業について、（公財）児童育成協会から市町村への助成決
定の情報提供が遅れたために、既に開設している当該保育施設を利用希望
者に紹介できなかった。

利用希望者に対して正確な情報提供ができるようになり、待機児
童の解消に資する。

子ども子ども支援法、企
業主導型保育事業費補
助金実施要綱

内閣府、厚生労
働省

東大阪市 旭川市、仙台
市、秋田県、横
浜市、川崎市、
大阪府、大阪
市、高槻市、茨
木市、富田林
市、兵庫県、鳥
取県、島根県、
広島市、松山
市、熊本市、宮
崎県、宮崎市

○幼児教育・保育の無償化に伴い、当該施設・事業を利用する認定保護者への給付が事業開始日から行われるためには、認可外施設
については、事業開始日までに、都道府県への届出・市町村の確認が行われている必要があることから、都道府県に対しても迅速な状況
提供を求める。
○企業主導型保育事業の地域枠利用者の中に認可施設に入所できなかった待機者がいる。地域枠の把握や空き状況などの情報を把握
できないため、利用を希望する待機者に正確な案内ができず苦慮する場面が多い。空き状況を常時確認できるページ（インターネット）の
公開など情報提供を望む。
○本市でも同様に、児童育成協会に企業主導型保育事業の質問をした際の回答に時間が掛かる場合が多く、その回答も不明確な場合
があるため、事務的な負担が生じているもの。
○平成30年度においては、内示については情報提供があったものの、最終的な交付決定の状況については情報提供されておらず、開所
状況の把握が困難であった。企業主導型保育事業の開所状況については、国から依頼のある「子育て安心プラン実施計画」の実績値に
も含めることとされていることから，迅速な情報提供を求める。
○児童育成協会からの助成決定に係る自治体への情報提供については、助成決定を受けた翌年度の５月～６月頃まで一切行われず、
以下のような多様な問題が生じている。
①自治体において、管内で実施されている事業者の把握ができない
②地域住民や施設利用者から問合せ等を受けても、当該事業者が企業主導型保育事業実施者かどうかすら分からない
③待機児童対策の受け皿として位置付けられているものの、市町において利用希望者への情報提供ができない
④待機児童数の算定に正確に反映できているかどうか不明確
○企業主導型の定員変更は比較的自由にできるうえ、事業者の都合によって助成対象外となり、企業主導型保育施設でなくなる事が可
能と聞いている。利用希望者に対してはもちろんだが、議会質問や子ども・子育て会議、待機児童調査、子ども・子育て支援事業計画にも
影響するため、その都度、開設・助成申請取りやめ予定施設と連絡を取る必要があり、迅速で正確な一元化された情報提供が必要とな
る。
○企業主導型については、担当課で正確かつ最新の情報がわからないこともあるので、情報の共有がスムーズになれば、待機してる保
護者にも情報を紹介できることになる。
○30年度に内示・助成決定した施設についても、児童育成協会は年度内に公表できず、待機児童解消に効果を発揮しているとは言い難
い状況であり、市町への情報提供をよりスムーズに行うようにしていただきたい。
○平成30年度の運営費助成及び施設整備費助成決定情報について、児童育成協会から全く連絡がないため、認可外保育施設の開設届
をもって初めて助成決定されたことを把握している。施設を指導する立場にある県においては開設状況を把握できないために適切な指導
ができないこと、市町村においては子ども・子育て支援計画の見直しや特定教育・保育施設で利用調整できなかった際の紹介先として施
設を把握できないことに支障をきたしている。
○本県においても、（公財）児童育成協会から都道府県に対する平成30年度分の助成決定情報の共有が図られなくなったことにより、企
業主導型保育事業の開設の動きについて、事前の把握が困難となり、市町村における利用調整や市町村計画の策定に支障を来してい
る。特に今後は、無償化に伴い地域枠利用者の保育の認定や一時預かり等実施時の施設の確認等が必要になるので、混乱が生じない
よう開設前の情報提供の徹底を要望する。
○開設時期が不透明なので、保護者への周知等が出来ない。（公財）児童育成協会ないし事業実施者から市町村への迅速な情報提供を
求める。
○地域住民などから問い合わせがあった場合に、進捗状況が答えられないことがある。助成決定や開所日等の情報について、迅速に情
報提供を求める。
○企業主導型保育事業は有効な保育資源として考えており、地域枠を整備量に計上しているが、設置状況の把握が遅れることにより、利
用希望者に対して正確な情報提供ができなくなる。
加えて、把握が遅れることで今後の保育所等の整備計画に支障が出る可能性がある。
○企業主導型については、認可外保育施設としての指導監督が必要となるが、助成決定の情報共有がなければ、いつ開設されるかわか
らず、適切な指導が実施できない。
○新規開設施設の情報を１つでも多く提供することで、保護者ニーズに答えることが出来る。保留（待機）児童削減にも繋がる。
当市においては、待機児童調査の時など、特定時点において独自に利用者情報を施設に照会しているが時間を要するため、対応に苦慮
している。
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300 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

医療・福祉 里帰り出産時等
における一時預
かり事業の対応
の明確化につい
て

一時預かり事業の利用対象児童
について、里帰り出産時等など、
居住地の保育所に入所・在籍し
ている乳幼児を居住地外の保育
所等でも受け入れ可能かどうか
明確にするとともに、受け入れた
場合の補助金の全国統一単価
の創設や施設型給付の取り扱い
の明確化を求める。

里帰り出産等で里帰り先に帰った保護者は、自治体による児童福祉法の解
釈によって、居住地の保育所等を退所（園）しなければ、一時預かり事業を利
用することができない場合がある。仮に退所した場合、里帰り出産後に居住
地の保育所等に再度入所できるとは限らず、利用者は退所（園）に踏み切る
ことができない。
また、自治体の判断によって、居住地の保育所等を退所（園）せずとも一時預
かり事業の対象とすることができるものの、一時預かり事業に係る広域利用
の場合の補助金や入退所に伴う施設型給付の取り扱いについては不明瞭で
ある。

居住地の保育所等に入所・在籍している乳幼児が居住地外で一
時預かりが可能かどうか、また居住地の保育所等の入退所の取り
扱いが明確となることで、法の解釈で今まで実施していなかった自
治体でも一時預かり事業を実施することができるとともに、自治体
間調整が不要となり事務負担が軽減されることで広域利用が進む
ことから、産前産後の身体的な負担を軽減し、産み育てやすい環
境が整備され、子育てしやすい社会の実現に貢献することとなる。

児童福祉法第34条の
12、児童福祉法施行規
則第36条の35第１号

内閣府、厚生労
働省

鳥取県、日本
創生のための
将来世代応
援知事同盟

旭川市、荒川
区、川崎市、南
あわじ市、米子
市、山陽小野田
市

○当市でも、里帰り出産をする際の一時預かり事業に対する扱いが利用者の居住地と異なるために、案内や調整に苦慮するケースがあ
るため、明確化を求める。
○当該事項については取扱いが不明瞭で自治体によって対応が異なるため、対応の明確化が必要である。
○当団体においても同様の実態があり、保護者の不利益になることが生じる場合もある。制度の明確化が必要と考える。
○当市においては、在籍児童でない場合だけ、里帰り出産での一時預かりを受け入れしてる。（同一児童に二重給付と考えるため）提案
自治体の制度の効果に賛同できると考えるため、明確化されることを要望する。
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警察庁（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

54 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 交通安全対策
特別交付金の
交付決定日の
前倒し

交通安全対策特別交付金の都
道府県への交付を、現状の3月
下旬から３月上旬に前倒しするこ
とを求める。

交通安全対策特別交付金については、国から、年２回（９月、３月）都道府県
に交付される。このうち、３月の交付については、例年３月20日前後に交付さ
れるが、年度末の繁忙期とも重なり、当該交付金の県における受け入れ及び
市町村への支払い業務に支障をきたしており、事務処理ミスも誘発しやすい
状況である。
平成30年度においては、国の交付決定から市町村への支出まで中３開庁日
しかなく、その間に歳入歳出処理と市町村への交付額確定通知を作成・決裁
を行う必要があり、特に各市町村への交付額決定通知の起案と、「支出負担
行為即支出決定決議書」に時間を要している。

【平成30年度事務処理日程】
平成31年３月22日（金）　交付決定
平成31年３月26日（火）　県会計担当部署に持ち込み
平成31年３月27日（水）　会計担当部署における確定処理
平成31年３月28日（木）　市町村口座への振り込み

年度末であっても、３月上旬は３月下旬に比較して多少の余裕が
あることから、国からの交付決定を3月上旬に前倒しすることで、交
付金受け入れや支払い事務に係るミスの防止や事務処理の円滑
化が期待できる。

道路交通法附則第16条 警察庁、総務省 山梨県 「官庁会計システム
（ADAMSⅡ）による平成
30年度３月期交通安全
対策特別交付金の支払
いについて」（平成31年
３月20日総務省大臣官
房会計課自治財政局交
付税課事務連絡）

岐阜県 ○交通安全対策特別交付金は、国（交付税及び譲与税配布金特別会計）から、県・市町村に年２回（９月、３月）直接交付され、各市町村
分については国の交付決定後に県において各市町村（全42団体）への交付手続きを行っている。各市町村へは当該年度内に支払うこと
とされているが、３月の国の交付決定日は、例年３月下旬（平成30年度は３月22日）であり、国の交付決定日から各市町村への支払日
（平成30年度は３月28日）までは、開庁日で中３日しかなく、その間に国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用して歳入歳出処理を行うとと
もに、各市町村への当該交付金の額の決定通知の作成、決裁及び発出を行わなければならない。

114 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 交通安全対策
特別交付金の
交付決定日の
前倒し

交通安全対策特別交付金（３月
交付分）の交付決定日を早める
ことを求める。

交通安全対策特別交付金は、国（交付税及び譲与税配布金特別会計）から、
県・市町村に年２回（９月、３月）直接交付され、各市町村分については国の
交付決定後に県において各市町村（全42団体）への交付手続きを行ってい
る。
各市町村へは当該年度内に支払うこととされているが、３月の国の交付決定
日は、例年３月下旬（平成30年度は３月22日）であり、国の交付決定日から各
市町村への支払日（平成30年度は３月28日）までは、開庁日で中３日しかな
く、その間に国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用して歳入歳出処理を行う
とともに、各市町村への当該交付金の額の決定通知の作成、決裁及び発出
を行わなければならない。

交付決定日の前倒しにより、県や各市町村の事務手続きに係る負
担の軽減に資する。

道路交通法附則第16条
平成31年３月20日付け
総務省大臣官房会計
課、自治財政局交付税
課事務連絡（官庁会計
システム（ＡＤＡＭＳⅡ）
による平成30年度３月
期交通安全対策特別交
付金の支払について）

警察庁、総務省 岐阜県 平成31年３月20日付け
総務省大臣官房会計
課、自治財政局交付税
課事務連絡（官庁会計
システム（ＡＤＡＭＳⅡ）
による平成30年度３月
期交通安全対策特別交
付金の支払について）

川崎市、山口県 ○交通安全対策特別交付金において、県内各市町分（全19団体）について交付手続きを行っており、３月の国の交付決定日から各市町
への支払日までの期間が短いため、国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用した歳入歳出処理や、各市町への当該交付金の額の決定通
知の作成及び発出等事務処理を行う際に支障をきたしている。

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞
管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省
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総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

25 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 「国会議員の選
挙等の執行経
費の基準に関す
る法律」に基づく
執行経費認定
の弾力的運用

システム改修の原因が明らか
（法改正、OSサポート期間終了
など）であって、やむを得ない事
情がある場合（システム改修に
期間を要す）には、監督官庁（総
務省）と協議した上で、事業の事
前着手を認めることとする。（次
期選挙執行時に、必要経費とし
て計上可とする。）

【制度の概要】
国会議員の選挙等の事務は、公職選挙法（昭和25年法律第100号）等に基づ
き都道府県及び市町村の選挙管理委員会が行い、これに要する経費（以下
「執行経費」という。）は、国が負担することとされている。執行経費について
は、「国会議員の選挙等の執行経費の基準に関する法律」（昭和25年法律第
179号）において、投票所経費等の経費の種類ごとに基本額が定められてい
る。なお、執行経費の実績報告等は、選挙ごとに発出される国（総務省自治
行政局選挙部管理課）からの通知に基づき実施している。
　
【支障事例】
本県では、民間企業が開発した「選挙速報システム」を導入し、投票開始時に
市町選管から報告される投開票データの集計に活用している。このたび、
サーバーOS等のサポート期間満了や元号改正等に伴い、システムの改修が
必要である。（履行期間約数ケ月）当業務は、選挙執行前に業務発注せざる
を得ないが、国の通知より、備品の事前発注等は認められておらず、対応に
苦慮している。

【制度改正の必要性】
迅速かつ正確な投開票データの集計のために、システムは必要
不可欠である。なお、システムのレンタル費用等は執行経費として
認められており、改修費用についても、短期間で済めば、認められ
るものと思われる。
　
【懸念の解消策】
本件のように、改修の要因が法改正等により明らかであり、かつ
履行期間等により通常のルールでは、準備が間に合わない執行
経費は、監督官庁（総務省）との協議を前提とした上で事前着手を
認め、次期衆議院選挙執行時に実績報告を行い、２重にチェック
することで、適切な執行経費の計上が可能となると考えている。

総務省自治行政局選挙
部管理課長通知（平成
29年10月６日付け総行
管第333号）

総務省 山口県、中国
地方知事会、
九州地方知
事会

北海道、盛岡
市、川崎市、大
阪市、兵庫県、
出雲市、山陽小
野田市、高松
市、熊本市、中
津市、沖縄県

○選挙権年齢の引下げ及び選挙人名簿の表示登録に係る法改正時においては、特例的にシステム改修に係る経費について、国の予備
費による補助制度が講じられたが、当市においては、システム改修が業者委託となるため、年度末までに間に合わず、結果的に表示登
録部分の改修費が自治体の全額負担となった。
○衆議院の区割り改定が行われた場合、投開票速報システムの改修が必要となる。改修には一定の期間が必要である一方、改修着手
は選挙執行年度と同一年度でないと執行経費の対象とならないことから、衆議院の解散後でないと改修に着手できず、対応に苦慮してい
る。
○民間企業が開発した名簿調製システム、期日前投票管理システム、当日投票システム及び開票システムを導入しているが、元号改正
に伴う改修や公職選挙法の投票の無効事由の改正に伴う開票システムの改修に多額の経費を要している。公職選挙法の改正でシステ
ムの改修が必要となる場合には多額の経費が必要となる。

26 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 審査請求を全部
認容する場合に
おける地方自治
法に基づく議会
への諮問手続
の廃止

地方自治法第206条第２項、第
229条第２項、第231条の３第７
項、第238条の７第２項、第243条
の２第11項及び第244条の４第２
項の各規定に、改正行政不服審
査法で規定された第三者機関へ
の諮問が省略できる旨の規定に
倣って、議会への諮問の例外と
して、「審査請求が不適法であ
り、却下する場合」に加え、「申請
に対する処分に関する審査請求
を全部認容する場合」を追加す
る。

本市において、公立保育所の保育料決定処分の取消しを求める審査請求が
提出され、行政不服審査法に基づき審理員を指名して審理手続を行い、その
結果として、当該審査請求を認容し、原処分を取り消すという内容の審理員
意見書が提出された。
改正行政不服審査法では、処分に関する審査請求を全部認容する場合は、
行政不服審査会等への諮問を省略できる旨の規定となっているが、地方自
治法に基づき議会への諮問を要する審査請求については、行政不服審査法
の当該規定が適用されない。
したがって、本市では、議会において、諮問の日から20日以内に委員会での
審査及び本会議での意見の表決を行い、さらにその議決結果を受けて、審査
庁で裁決を行っているところだが、本件のように審査請求を全部認容する場
合は、審査請求人の権利利益の救済が完全に図られるため、議会手続に要
する時間、経費、労力等に比べ、議会への諮問を行う意義が乏しい。また、審
査請求人は、早期に裁決を得たくても、議会手続の終了を待たなければなら
ない。
加えて、保育料に限って言えば、子ども・子育て支援法の施行により公立と私
立の保育料で法的性質が異なる仕組みとなることから、本件が仮に私立保育
所の保育料の審査請求であった場合は、行政不服審査法の規定に基づき行
政不服審査会等への諮問を省略でき、救済手続に相違が生じることは、保育
所の利用者にとって理解しづらく、また、制度上不均衡が生じている。

審査請求人は早期に裁決を得ることができ、早期の権利利益の救
済が図られる。
また、保育料決定処分に係る審査請求に限って言えば、公立・私
立の保育所の違いによって審査請求人が裁決を得る時期の不均
衡が解消される。

・地方自治法第206条第
２項、第229条第２項、第
231条の３第７項、第238
条の７第２項、第243条
の２第11項、第244条の
４第２項
・行政不服審査法第43
条

内閣府、総務省 下関市 新潟市、神戸
市、高松市、宮
崎市

○当市においては、地方自治法の規定により議会への諮問が要求される審査請求については、先般の改正により却下案件のみ議会へ
の事後報告で足りるとされたところではあるが、これに該当しない場合は、裁決の結論（認容裁決）や、審査請求人の希望の有無を問わ
ず、全て議会に諮問することとなる。議会においては、原則公開の場で審査され、近年はインターネットによる中継が行われるなど公にさ
れる機会が増えている中、たとえ個人情報は伏せた形であったとしても、事案の概要については知られることとなるため、審査請求をしよ
うとする者が萎縮してしまうこととなる。

27 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 自転車の撤去・
保管に係る費用
の徴収・収納事
務の私人委託

市町村が「自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐車対策
の総合的推進に関する法律」を
根拠として行う自転車の撤去及
び保管に係る費用の徴収・収納
事務について、私人に委託する
ことができることを明確化するこ
と、又は、私人に同事務を委託
することができるよう同法に規定
を設けること。

当市では自転車の撤去及び保管により生じた費用を「自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律」を根拠として徴
収・収納している。
当該費用については、地方自治法施行令第158条第１項第２号に規定されて
いる「手数料」に該当するか否かが不明確であり、同条に基づいて私人に徴
収・収納の事務を委託することができない。
このため、自転車の保管・返還業務を私人に委託しているにも関わらず、徴
収・収納事務のみ市職員が実施しなければならず、非効率である。

自転車の撤去及び保管に係る費用の徴収・収納事務を私人に委
託することができることにより、自転車の保管・返還業務とともに徴
収・収納業務も私人が実施可能となり、効率的な業務委託を実現
できる。

・自転車の安全利用の
促進及び自転車等の駐
車対策の総合的推進に
関する法律
・地方自治法第243条
・地方自治法施行令第
158条

内閣府、総務省 京都市 新潟市、熊本市 ○当市でも自転車の保管・返還業務を私人に委託しているにも関わらず、徴収・収納事務は市職員が実施している。そのため、今の体制
は非効率であると考える。
○当市では撤去・保管に係る費用の徴収・収納事務は直営で行っている。提案のように徴収・収納業務も私人が実施可能となれば、当市
でも効率的な業務委託を実現できると考える。

28 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

土木・建築 公営住宅の明
渡し請求に伴う
損害賠償金の
回収事務を私人
に委託できるよ
うに求める制度
改正

公営住宅の明渡し請求後、明渡
し期限が経過した不正入居者等
に生じる損害賠償金について、
地方公共団体が私人に徴収又
は収納の事務を委託できるよう
公営住宅法及び施行令の改正
等による制度改正を求める。

県営住宅の明渡し請求により生じる損害賠償金について、本県の条例では
「知事が指定する期日の翌日から当該公営住宅を明け渡す日までの期間に
ついては、近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下で、規則で
定める額の金銭を徴収することができる」（奈良県営住宅条例第30条２項第
38条第３項及び第４項）と定めており、更に規則において「近傍同種の住宅の
家賃の額の２倍に相当する額」（奈良県県営住宅条例施行規則第19条）と決
定している。この条例・規則は、公営住宅法第29条及び第32条に基づき、「公
営住宅管理標準条例（案）について」（平成８年10月14日住総発第153号）を
参考に定めている。
「近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以下で、規則で定める額の
金銭」については、知事が指定する期日をもって明渡しを請求（賃貸借契約を
解除）することで入居決定を取り消し、それにより生じた明渡し義務を退去者
が履行しないことによる債務不履行に係る損害賠償金であり、規則で定め、
入居時に説明を行うことで、民法第420条における損害賠償額の予約としてい
る。
当県においては、県営住宅の退去者の滞納家賃については、債権回収の効
率化を図るために弁護士に委託する一方、当該損害賠償金については、私
人に委託できないことから、現在職員で徴収にあたっている。
退去者のうち、家賃と損害賠償金の両方を滞納している者も一定程度いる
が、滞納家賃は弁護士、損害賠償金は職員と、支払い先や対応先等が異な
り、債権回収業務が非効率になっている。

専門家のノウハウが活用できること、滞納家賃と損害賠償金を一
体的に委託することで債権回収業務を効率化することができる。

・公営住宅法第29条、第
32条
・地方自治法第243条
・地方自治法施行令第
158条

総務省、国土交
通省

奈良県 宮城県、仙台
市、福島県、須
賀川市、埼玉
県、川崎市、名
古屋市、八尾
市、愛媛県

○本市においては、条例及び施行規則に基づき、市長が期日を指定して住宅の明渡を請求している。その請求に応じない入居者に対し
ては、明渡請求訴訟を提起して契約解除の意思表示をし、その訴状の送達日の翌日から当該住宅の明渡しの日までの期間について、毎
月、近傍同種の住宅の家賃の額の二倍に相当する額（以下、損害賠償金という）を徴収することとしている。明渡請求訴訟にて、滞納して
いる家賃等の支払いの判決を得た退去滞納者に対しては、回収業務を弁護士に委託しているが、損害賠償金は私人の方で回収できな
いため、本市で直接対応している。貴県と同様、滞納者等は弁護士、損害賠償金は職員と、支払先や対応先等が異なり、債権回収業務
が非効率になっている。
○当市においても、家賃滞納者に対し、本市市営住宅条例第34条第4項において「請求の日の翌日から当該公営住宅の明渡しを行う日
までの期間については、毎月、近傍同種の住宅の家賃の2倍に相当する額以下で市長が定める額の金銭を徴収することができる」と規定
し、本市市営住宅条例施行細則第26条第2項において「当該請求をした日の属する月の家賃に相当する額」と規定する。そして同様に、
滞納家賃については弁護士に委託する一方、損害賠償金については職員で対応しており、非効率となっている。併せて、市営住宅退去
時の建物修繕費に関しても、私人委託ができないため同様の問題が生じている。通常、家賃を滞納したまま退去した者は、敷金が滞納家
賃に充てられるため、ほぼ建物補修費も未納となるが、滞納家賃は弁護士に委託し催告を行う一方、建物補修費は職員から催告を行う
形となり、非効率が生じている。
○当県においても、県営住宅退去者の滞納家賃と損害賠償金の回収業務では、滞納家賃は民間会社に委託し、損害賠償金については
職員で行っており、非効率であると感じている。制度改正により、滞納家賃と損害賠償金の回収業務を一体的に委託することが可能にな
れば、回収方法の選択肢が増えることにより、効率化を図ることが期待できる。
○当県では、県営住宅における高額所得者への住宅明け渡し請求（県営住宅条例29条３項）を実施しているが、明け渡し期限後、退去し
ない者に対し、近傍同種家賃額の２倍の額を損害金として徴収している。（県営住宅条例第30条２項）当該損害金は、地方自治法施行令
第158条に規定されないため、県で調定及び徴収しているが、性質的には家賃に近く、家賃徴収を委託している先で家賃と同様の徴収事
務を実施した方が効率的と考える。
○当県では、県営住宅の家賃に関しては、住宅供給公社に収納事務を委託している。一方、損害賠償金に関しては、委託が行えないた
め、県が直接、請求を行っている。また、損害賠償金の未納者に対しては、県が督促、催告しているが、効果的な滞納整理が困難な状況
にある。損害賠償金の滞納者のほとんどの者は、家賃も滞納しており、住宅供給公社に徴収事務を委託し、一体的な債権回収を図ること
が効率的である。

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省



別添１

総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

31 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 住民基本台帳
事務関係様式
からの「性別」欄
削除

住民基本台帳事務における各種
申請様式から、可能な範囲で「性
別」欄を削除すること。

【例：住民基本台帳カード関係様式】
・「住民基本台帳カード等の運用上の留意事項について」（平成24年６月４日
付総行住第47号）で示された住民基本台帳事務関係様式には、性別欄が設
けられている。
・当該通知は技術的助言であるものの、様式へ「※住民票コードがわからな
い場合は、生年月日と性別を記載してください。」といった記載が付されている
ことを踏まえると、通知を受けた地方自治体側としては当該様式は性別欄が
あることを前提としたものと解するのが一般的だと考えられる。
・様式に性別欄があると、「住民基本台帳上の性別」と「性同一性（性自認）」
とが異なる場合などに申請者へ心理的負担を強いることが懸念される。

当区を含む複数の地方自治体においては、申請書等の様式を点検し、性別
欄を削除する等の取組を進めているところであるが、地方自治体へ統一的に
示された各通知等によって、様式に性別欄への記載が規定されているため、
取組の支障となっている。

住民基本台帳事務関係様式から性別欄を削除することができれ
ば、申請者の心理的負担を緩和することができ、申請者一人ひと
りの人権に配慮した窓口対応が可能となる。

「住民基本台帳カード等
の運用上の留意事項に
ついて」（平成24年６月４
日付総行住第47号）

総務省 特別区長会 石岡市、柏市、
川崎市、福井
市、高山市、豊
明市、京都市、
岩国市、徳島市

○申請者から性別を記載させることに対し、「性的虐待を受ける」と苦情を受けた事例がある。制度改正により、当事者の心理的不安が軽
減される。
○不必要な個人情報の収集を最小限にとどめるという個人情報保護の観点からも不要な性別欄は廃止するのが適当ではないかと考え
る。

○有効期限の相違によるトラブルについては、おそらく全市町村が懸念している。
○マイナンバーカードとマイナンバーカード搭載の電子証明書の有効期間が一致しないことは、交付時に説明しているが住民には認識が
しづらい。
○今後マイナンバーカードによる行政手続を推進していくならば、高齢者にもわかりやすく、利便性のあるものにしていくべき。複数の暗証
番号の設定や期限到来日の覚えは高齢者には複雑すぎて馴染めない。
○今秋から来年度にかけて、電子証明書の有効期限が切れる市民からの問い合わせや更新の手続きで混乱されることが予想される。
○マイナンバー制度が住民の利便性向上を目的の一つとしているにも関わらず、更新手続きのために住民が市町(役所等)に行く必要が
あり、更新されないまま放置されることも懸念される。有効期間満了に伴う更新の際は、住民が市町の窓口へ行くことなく更新を可能とす
るなど簡易な方策を検討するよう要望する。
○当市では、マイナンバーカード交付時に券面に電子証明書の有効期限を記載し、カードの有効期限と相違があることを説明している
が、更新手続きが面倒として一致していないことに対する苦情を受けることもある。個々への更新案内があった方が良いとは思うものの、
現行の住基ネットシステム機能では、該当者の抽出機能がなく、案内送付には費用や作業時間を要し、市町村の負担となる。
○当市にも同様の問い合わせは数件あり、今後はトラブルも予想される。マイナンバーカードと電子証明書の有効期限が同じであれば良
いとは思うが、暗号化技術の衰退等危険性があるのであれば、必ずしも同時である必要はないと考える。ただし、当市で有効なマイナン
バーカードの電子証明書の有効期限を一括で把握できる機能があれば、市町村ごとに対応策も出てくると想定する。
○交付時の有効期間の説明時に、「分かりにくい」と苦情をもらうことが多い。
○マイナンバーカードの普及促進に取組んでおり、今後益々カード交付に伴う事務手続きが増える中、電子証明書の更新申請手続きの
ための事務手続きが加わることにより、自治体側としては事務負担となることは明らかである。また、電子証明書が失効したことでカード
利用ができないことの問い合わせや、カード所持者が更新申請のため来庁が必要となることから負担を強いることになる。
○住基ネット端末の設置数等の物理的な制約により、マイナンバーカードを扱うことができる窓口ブース数は限られる。そのため、更新手
続者が多いほど滞留することとなり、待ち時間の増加に繋がる。
○交付の窓口で、日常的に来庁者から電子証明書の有効期間について懸念や要望が多数聞かれる。具体的には「免許証のように通知
が来ると思っていた」「５年後に必要事項を覚えている自信がない」「いざ必要になった時に期限が切れていて、更新のために結局役所に
来るなら、利便性を感じない」といった内容が多い。カードとの有効期間の統一や更新通知の送付等、住民の利便性に寄与する具体的な
対策を要望する。また、電子証明書の更新時期までに各自治体が十分準備できるよう、更新対象者の人数の情報提供を要望する。
○令和２年から電子証明書の失効が始まる。税の申告時には実際申告ができないという問い合わせが多数予想され、多数の電子証明
書の更新希望者が窓口に来庁すると想定される。
○マイナンバーカード交付の際の質問に多く挙げられるのが、カード本体と電子証明書の有効期間不一致である。実際に説明を行っても
ご理解いただくのに苦慮する事項である。

マイナンバーカード本体と搭載された電子証明書の有効期間が一
致していないことについて、有効期間の一致を含め、必要な対策を
講じることにより、所有者の認識誤りによる電子証明書の失効を
防ぐことができる。また、国や自治体への問い合わせが軽減され
ることが期待できる。

・行政手続における特定
の個人を識別するため
の番号の利用等に関す
る法律の規定による通
知カード及び個人番号
カード並びに情報提供
ネットワークシステムに
よる特定個人情報の提
供等に関する省令第26
条、第27条
・電子署名等に係る地方
公共団体情報システム
機構の認証業務に関す
る法律施行規則第13
条、第49条

総務省 特別区長会 苫小牧市、中標
津町、大船渡
市、いわき市、
石岡市、ひたち
なか市、桐生
市、朝霞市、柏
市、川崎市、福
井市、高山市、
豊橋市、半田
市、豊明市、野
洲市、京都市、
大阪府、八尾
市、島本町、兵
庫県、神戸市、
西宮市、岩国
市、徳島市、松
山市、久留米
市、糸島市、大
村市

32 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー
カード及びマイ
ナンバーカード
搭載の電子証
明書の有効期
間相違によるト
ラブルの回避策

マイナンバーカードの有効期間
は、20歳以上の場合、発行の日
から10回目の誕生日であるのに
対し、マイナンバーカード搭載の
電子証明書の有効期間は、一
律、発行の日から５回目の誕生
日となっているため、電子証明書
の有効期間到来による更新に際
し、有効期間の相違によるトラブ
ルが生じないよう対策を講じるこ
と。

20歳以上の場合、マイナンバーカードとマイナンバーカード搭載の電子証明
書の有効期間が一致しないため、電子証明書のみ更新申請を行う必要があ
る。
しかし、所有者が有効期間の不一致を認識していない場合、更新申請が行わ
れず、電子証明書が有効期間切れにより失効するおそれがある。
この場合、マイナンバーカード本体が有効であるにもかかわらず、e-TAXや証
明書のコンビニ交付サービス等を利用できない状況となり、利便性の点で問
題がある。また、利用できないことに対する問い合わせが多数寄せられること
が予想される。
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制度の所管
・関係府省

38 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 語学指導等を行
う外国青年招致
事業（ＪＥＴプロ
グラム）に係る
関係省庁と一般
財団法人自治
体国際化協会
（クレア）との連
携強化による地
方公共団体へ
の連絡の円滑
化

ＪＥＴプログラムの導入につい
て、総務省等関係省庁及びクレ
アが十分に連携を図り、地方公
共団体の意見も踏まえたうえで、
事業の概要や通知スケジュール
等を定めた要綱等を作成し、通
知すること。

ＪＥＴプログラムの導入にあたっては、連絡事項等について、関係省庁とクレ
アから関連した文書が異なる時期に届くなど、制度の全体像がわかりづらい
ほか、管内市町村への連絡取りまとめを行う都道府県の立場として、事務が
進めづらい状況におかれている。
具体的には、平成30年度は、ＪＥＴプログラムの新規配置要望調査（①）につ
いて、クレアからＪＥＴプログラムの概略資料等がないままに照会が届き、そ
の９日後、関係省庁（総務省、外務省、文科省）からＪＥＴプログラムの概略や
活用を促す通知（②）が届いている。
県では、①の到着後速やかに管内市町村等へ照会していたため、②が届く前
に「ＪＥＴプログラムを活用しない」と回答している団体もあり、連絡調整に苦慮
し、制度活用の妨げとなっている。

関係省庁とクレアが連携を強化し、事業の概要やスケジュール等
が明示された事業要綱が定められることで、国としての政策的な
意図を、的確な時期に県や市町村へ正しく伝えることができる。
これにより、活用を検討する団体の増加が期待できる。

①平成30年８月20日付
け自国整第350号「平成
31年度第33期「語学指
導等を行う外国青年招
致事業（ＪＥＴプログラ
ム）」に係る中国・韓国・
ブラジル・ペルー（ＣＩＲ・
ＡＬＴ）の配置要望調査
について（照会）」（一般
財団法人自治体国際化
協会ＪＥＴプログラム事
業部長）
②平成30年８月29日付
け事務連絡「ＪＥＴプログ
ラムの一層の活用につ
いて（通知）」（総務省自
治行政局国際室長、外
務省大臣官房人物交流
室長、文部科学省初等
中等教育局国際教育課
長）

総務省、外務
省、文部科学省

秋田県、青森
県、男鹿市、
湯沢市、由利
本荘市、大仙
市、仙北市、
小坂町、羽後
町、東成瀬村

大阪府、宮崎市 ○平成31年度JETプログラム人員割会費の引き上げについて、交付税額の引き上げに関する総務省の通知がないままに、CLAIRから交
付税額の引き上げを前提とした会費引き上げの第一報がメール本文であり、混乱が生じた。

○2019年度以降の外国青年招致事業にかかる会費額の見直しがあり、今年度は一人当たり１万円増額されたが、既に当初予算が決定
した後の周知であった。予算に関わるものであり、早期の周知が必要であると考える。
○当県内で新規導入を検討していた自治体から、新規配置要望の照会がきてから内部で調整をしたが間に合わず、来年度改めて検討す
るという意見が複数あった。早期に検討を始めていれば要望をできた可能性がある。

活用を検討した団体が、議会承認や予算編成など実務的なスケ
ジュールで断念することなく、導入を実現することができる。

①平成30年８月20日付
け自国整第350号「平成
31年度第33期「語学指
導等を行う外国青年招
致事業（ＪＥＴプログラ
ム）」に係る中国・韓国・
ブラジル・ペルー（ＣＩＲ・
ＡＬＴ）の配置要望調査
について（照会）」（一般
財団法人自治体国際化
協会ＪＥＴプログラム事
業部長）
②平成30年８月29日付
け事務連絡「ＪＥＴプログ
ラムの一層の活用につ
いて（通知）」（総務省自
治行政局国際室長、外
務省大臣官房人物交流
室長、文部科学省初等
中等教育局国際教育課
長）
③平成30年９月12日付
け自国整第375号「平成
31年度第33期「語学指
導等を行う外国青年招
致事業（ＪＥＴプログラ
ム）」に係る新規招致者・
再任用者数及び配置希
望調査について（照会）」
（一般財団法人自治体
国際化協会ＪＥＴプログ
ラム事業部長）

総務省、外務
省、文部科学省

秋田県、青森
県、男鹿市、
湯沢市、由利
本荘市、大仙
市、仙北市、
小坂町、羽後
町、東成瀬村

大阪府、大阪
市、大村市、宮
崎市

39 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 ＪＥＴプログラム
の導入に係る事
務の運用改善

ＪＥＴプログラムの導入につい
て、地方公共団体の予算編成や
議会日程に配慮して、遅くとも５
月（新年度体制が整い、早期に
検討を始められる時期）までには
通知等の文書を発出すること。
発出に当たっては、関係省庁が
発出する制度概略や制度導入の
メリット等を示した活用促進に関
する文書と、クレアが発出する新
規配置要望の調査に係る文書等
双方の連動した早期化が望まし
いが、特に、関係省庁からの活
用促進に関する文書について
は、導入検討の基点となるため、
可能な限り早期に発出していた
だきたい。

県内では、平成31年度からの新規導入を検討していた２団体が、いずれも予
算の調整や議会への報告等の関係で断念している。
平成31年度の導入に向けては、新規配置要望に係る調査が平成30年８月20
日付け（①）及び９月12日付け（③）で発出され、回答期限は参加国などにより
異なっており、関係省庁からの活用促進に係る通知は８月29日付け（②）で発
出されているところだが、５月頃までに発出されていれば、各団体において、
新たに活用するための調査や手続き等を進める期間を確保することができ、
断念することなく要望できた可能性があった。
なお、現在のところＪＥＴプログラム活用している市町村の多くは教育委員会
（ＡＬＴ）のみであるが、近年では、首長部局によるＣＩＲの活用検討に係る問い
合わせが増えつつあり、導入実績のない部署で新規に活用する場合、検討
はゼロからのスタートになるため、今後はさらに予算や議会との調整期間が
必要となる場面が増えるものと想定される。
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総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）
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制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

54 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 交通安全対策
特別交付金の
交付決定日の
前倒し

交通安全対策特別交付金の都
道府県への交付を、現状の3月
下旬から３月上旬に前倒しするこ
とを求める。

交通安全対策特別交付金については、国から、年２回（９月、３月）都道府県
に交付される。このうち、３月の交付については、例年３月20日前後に交付さ
れるが、年度末の繁忙期とも重なり、当該交付金の県における受け入れ及び
市町村への支払い業務に支障をきたしており、事務処理ミスも誘発しやすい
状況である。
平成30年度においては、国の交付決定から市町村への支出まで中３開庁日
しかなく、その間に歳入歳出処理と市町村への交付額確定通知を作成・決裁
を行う必要があり、特に各市町村への交付額決定通知の起案と、「支出負担
行為即支出決定決議書」に時間を要している。

【平成30年度事務処理日程】
平成31年３月22日（金）　交付決定
平成31年３月26日（火）　県会計担当部署に持ち込み
平成31年３月27日（水）　会計担当部署における確定処理
平成31年３月28日（木）　市町村口座への振り込み

年度末であっても、３月上旬は３月下旬に比較して多少の余裕が
あることから、国からの交付決定を3月上旬に前倒しすることで、交
付金受け入れや支払い事務に係るミスの防止や事務処理の円滑
化が期待できる。

道路交通法附則第16条 警察庁、総務省 山梨県 「官庁会計システム
（ADAMSⅡ）による平成
30年度３月期交通安全
対策特別交付金の支払
いについて」（平成31年
３月20日総務省大臣官
房会計課自治財政局交
付税課事務連絡）

岐阜県 ○交通安全対策特別交付金は、国（交付税及び譲与税配布金特別会計）から、県・市町村に年２回（９月、３月）直接交付され、各市町村
分については国の交付決定後に県において各市町村（全42団体）への交付手続きを行っている。各市町村へは当該年度内に支払うこと
とされているが、３月の国の交付決定日は、例年３月下旬（平成30年度は３月22日）であり、国の交付決定日から各市町村への支払日
（平成30年度は３月28日）までは、開庁日で中３日しかなく、その間に国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用して歳入歳出処理を行うとと
もに、各市町村への当該交付金の額の決定通知の作成、決裁及び発出を行わなければならない。

【現行制度】
行政機関内部で森林所有者等に関する情報を利用する場合、森林法第10条
の７の２に規定する森林の土地の所有者に関する情報のうち、税務部局が調
査した結果知り得た情報については、同条が施行される平成24年4月1日以
降、新たに森林の土地の所有者となった旨の届出の義務がある者に関する
登記簿と異なる課税台帳記載情報に限り、地方税法第22条の守秘義務が課
される情報に該当しないこととされている。
【支障事例】
森林法第10条の８第１項の伐採届について、伐採業者等が立木を買い受け
て伐採する場合には伐採業者等と所有者が共同で届出書を提出することさ
れている。当該届出書の記載内容と森林部局で把握している情報とに不一致
があった場合、固定資産課税台帳により確認を行おうとしても上記のような制
限がかかるため、受理等の作業の遅延や、受理自体ができない事態が発生
している。
また森林経営管理法において、経営管理意向調査を行う際に調査が円滑に
進まないことが懸念されるなど、当該法律に基づく制度の適切かつ円滑な運
用にも今後支障が出る可能性がある。

森林法に基づき、固定資産課税
台帳に記載されている森林所有
者に関する情報を利用するにあ
たり、平成24年４月１日以降に新
たに森林の土地の所有者となっ
た者に限らず、登記簿と異なる
台帳記載情報について行政機関
の内部で活用できるようにするこ
と。

森林法に基づく
行政機関による
森林所有者等
に関する情報の
利用等に係る規
制緩和

土地利用（農
地除く）

Ｂ　地方に対す
る規制緩和

49 福井市総務省、農林水
産省

森林法第10条の７の２、
第191条の２第１項、森
林法に基づく行政機関
による森林所有者等に
関する情報の利用等に
ついて（平成23年４月22
日付け23林整計第26
号）、固定資産税課税台
帳に記載されている森
林所有者に関する情報
の利用について（平成24
年３月26日付け23林整
計第342号）

平成24年４月1日より前に森林の土地の所有者となった者に関す
る登記簿と異なる台帳記載情報も活用が可能になることで、地方
自治体の事務の効率化・迅速化に繋がるだけでなく、森林法や森
林経営管理法の目的である森林の適切な管理や経営にも資す
る。

○各種補助事業で行う森林整備にあたり、所有者不明森林が存在した場合、固定資産課税台帳を利用した探索を試みても上記の制限
がかかるため、その探索に大きな労力を費やし、森林の適切な整備や管理にも支障が出ている。
○森林整備の集約化事業を進めるにあたり、土地の所有者情報を調査していくことがあるが、その際、情報として頼れるのは土地登記簿
のみである。そのため、現住所が変更になっていたり、亡人名義のままの場合、追跡調査が必要となるが、戸籍や住民情報の照会のみ
では、現に所有する者の特定ができず、かつ税務課の納税義務者情報等も有効な手がかりとなるのだが、平成24年４月１日以降に新た
に森林の所有者となった者に限定されてしまうと、事務が円滑に進まないことが今後も懸念される。本年度より「林地台帳制度」や「森林
経営管理法」も施行されたため、早急な制度改正が求められる。
○固定資産課税台帳に記載されている森林所有者等に関する情報の利用について、平成24年３月31日以前に森林の土地の所有者と
なった者の登記簿と異なる台帳記載情報についても、行政機関の内部で利用できるようにすることは、当市においても森林整備を円滑に
行う上で有効であると考える。令和元年度から新たに林地台帳制度が始まり、制度をより有効に活用していくため、さらに税情報を活用で
きる範囲を広げ、林地台帳にも登記簿と異なる課税台帳記載情報を記載できるようしていただきたい。同じく令和元年度から市町村への
譲与が始まった森林環境譲与税を財源とすることができる「新たな森林管理システム」も始まり、森林整備に円滑につなげて行くために税
情報の活用範囲の拡大の必要性が益々高まっている状況がある。
○平成31年度から施行された森林経営管理法では、適切な経営管理が行われていない森林について、市町村が森林所有者の意向調査
を実施することとなっている。都道府県が直接実施する事務ではないが、管内の市町村が事務を行う際に、登記情報だけで森林所有者を
特定することが困難なケースが想定され、固定資産課税台帳の利用が有効である。
○平成24年４月１日より前に森林の土地の所有者となった者に関する登記簿と異なる固定資産台帳情報は現行制度では活用できないの
で、今後森林経営管理法における森林所有者への意向調査を行うことや林地台帳の精度向上のための調査に支障が出ると考えられる。
○森林法第191条の４に定める林地台帳において、台帳の所有者情報（現に所有する者の情報）の更新にあたっては、固定資産課税台
帳の情報が重要な情報源となるが、林務部局で得られるその情報に制限があるため、台帳を更新し精度を向上させることができない。結
果的に森林法施行令第10条に定める林地台帳の情報提供にあたって、依頼者に正確な情報を提供することができず、森林施業の適切
な実施や集約化の推進の支障となっている。その他、森林所有者の正確な情報が不足していることにより、森林法第10条の８第１項の伐
採及び伐採後の造林の届出の受理事務や、森林経営管理法第5条の所有者意向調査等の事務の遂行に支障となっている。
○森林法第191条の５第２項に、「市町村は、森林の土地に関する情報の活用の促進に資するよう、林地台帳のほか、森林の土地に関す
る、地図を作成し、これを公表するものとする」と規定されているが、林小班が存在しない土地情報は固定資産税課税台帳から取得するこ
とができず、林小班周辺の用地状況が把握できないため、林小班が存在しない土地の地番および用地境界の情報も取得できるよう規制
を緩和してほしい。
○当市では伐採届、森林の土地の所有者届の受理等、森林所有者の特定をする際に森林簿や登記簿謄本で確認を行っているが、相続
等による登記が行われていない土地もあることから、必ずしも現所有者と一致するものではなく、所有者の特定に時間を要している現状で
ある。
○提案市が挙げている支障事例に加え，当市においては次の事例について支障がある。森林法の規定において，令和元年度より公表す
ることとされている「林地台帳」の整備において，森林所有者情報の精度向上に支障がある。また，市町村森林整備計画の作成にあた
り，森林所有者等の意見を徴取する場合において，森林所有者情報が必要となるが，その精度向上は効率的な事務の実行に向けて必
須事項と言える。
○森林経営管理制度を推進するためにも必要な、市町村で整備する林地台帳の森林所有者情報等の精度向上のためにも固定資産課
税台帳情報の活用が必要であり、また、森林経営管理法において、森林所有者が不明であることが明らかになった森林は、市町村が所
定の探索を行った上で公告、裁定を経て経営管理集積計画を作成することとなるが、固定資産課税台帳が利用できれば所有者が分かる
場合であっても、上記の制限から所有者不明森林として扱うことになってしまい、当制度を適切に運用していく上で支障になりかねない。
○平成24年４月１日以降、新たに森林の土地の所有者となった旨の届出の義務がある者に関する登記簿と異なる課税台帳記載情報に
限り、地方税法第22条の守秘義務が課される情報に該当しないこととされているが、平成24年４月１日以降に新たに森林の土地所有者
になった者の情報か、（土地の所有者となった旨の届出義務がない）所有権を移転せず変更された住所か判別できないとのことから、税
務部局からの提供を受けることができていない。そのため、経営管理意向調査を行う際の森林所有者の調査が円滑に進まないなどが懸
念される。
○森林法第191条の４により、各市町村は１筆の森林の土地ごとにその森林の土地に関する事項を記載した林地台帳を作成することとさ
れている。その記載事項の一つとして「現に所有している者・所有者とみなされる者」があり、当市においては税務部局と検討を進めた
が、法的に認められているのは平成24年４月１日以降に新たに森林の土地の所有者となった者の課税情報のみとされているため、情報
提供を受けられなかった。そのため、市で独自に調査票を森林所有者へ送付し、調査を行った。送付先の特定のためには法務局の登記
簿情報を使用するしか方法がなく、情報が古いため発送に至らないか、発送しても宛先不明で返送されて来るものが多くあった。調査票
が所有者へ届き、市へ提出があったとしても、指定した記入方法を無視した記述が多いため、回答内容にバラつきがあり、取りまとめる作
業が膨大である。平成24年４月1日より前に森林の土地の所有者となった者に関する登記簿と異なる固定資産課税台帳記載情報も活用
が可能になることで、データによる情報の整理が可能で、作業の軽減や誤った情報整理も避けることができる。林業専用道整備事業にお
いては、所有者不在の場合には、説明会などで情報収集し、所有者と関わりのある者などの情報を得ているが、上記情報の活用が可能
であれば、円滑な事業遂行が可能である。
○県内においても、税務部局から林地台帳担当部局に対して、平成24年３月31日以前の情報が提供されない市町村があるところであ
る。森林経営管理法において、市町村が行う経営管理意向調査等が円滑な推進に支障となることも懸念されることから、制度の改正を望
む。
○当市でも、今後実施予定の森林経営管理法に基づく経営管理意向調査において、郵送物の返戻があった際に、調査が円滑に進まな
いなど支障が出る可能性があり、森林経営管理法の運用に伴う事項について固定資産課税台帳の情報の行政内部での活用を求める規
定が必要。

苫小牧市、盛岡
市、宮城県、仙
台市、山形市、
須賀川市、川崎
市、岐阜県、高
山市、豊橋市、
新城市、出雲
市、徳島市、香
川県、八幡浜
市、熊本市、宮
崎県、宮崎市、
鹿児島市



別添１

総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

55 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

環境・衛生 公害審査委員
候補者の委嘱
期間の条例委
任

公害審査委員候補者の委嘱期
間について、現在は公害紛争処
理法により毎年とされているが、
地域の実情に応じて条例によ
り、１年よりも長い期間委嘱する
ことができるようにする。

公害審査委員候補者の委嘱期間については、公害紛争処理法第18条第1項
により毎年と定められている。しかし、実際には、１年を超えて再任される候補
者が多く、直近では13名中12名が再任されている状況である。一方で、職員
の人材不足で他業務に圧迫されるなか、短期的に改選手続きが発生し、事務
負担となっている。地方の実情に応じた運営が可能となるよう見直しを求め
る。

改選事務に関係する職員、公害審査委員候補者及び候補者の所
属する団体の事務職員の事務が軽減化。

公害紛争処理法第18条
１項

総務省 山梨県 長野県、鳥取県 ○当県においても、１年を超えて再任される候補者が非常に多い。

土地利用（農
地除く）

Ｂ　地方に対す
る規制緩和

平成24年３月31日以前に森林の土地の所有者となった者の固定
資産課税台帳記載情報が利用可能になることで、地方自治体の
事務が効率化し、森林法や森林経営管理法を円滑に運用すること
ができる。

【現行制度】
固定資産課税台帳記載情報の内部利用については、平成24年４月１日以降
に森林の土地の所有者となった旨の届出の義務がある者に関する登記簿と
異なる情報に限って、税務部局から提供を受けることができることとされてい
る。

【支障事例】
森林経営管理法において、森林所有者が不明であることが明らかになった森
林は、市町村が所定の探索を行った上で公告、裁定を経て経営管理集積計
画を作成することとなるが、固定資産課税台帳が利用できれば所有者が分か
る場合であっても、上記の制限から所有者不明森林として扱うことになってし
まい、当制度を適切に運用していくうえで支障になりかねない。
また、森林法第193条の規定に基づき、補助事業（森林環境保全整備事業
等）で行う林道の整備にあたり、その際に必要な用地（林道用地、残土処理
場等）は、森林所有者から無償で使用するための「土地使用承諾書」を提出し
てもらい開設している。所有者不明森林が存在した場合、固定資産課税台帳
を利用した探索を試みても上記の制限がかかるため、その探索に大きな労力
を費やし、結果としてやむを得ず一部ルートを変更する事例もあるなど、森林
の適切な整備や管理にも支障が出ている。

固定資産課税台帳に記載されて
いる森林所有者等に関する情報
の利用について、平成24年３月
31日以前に森林の土地の所有
者となった者の登記簿と異なる
台帳記載情報についても、行政
機関の内部で利用できるように
する。

森林法に基づく
行政機関による
森林所有者等
に関する情報の
利用等に係る規
制緩和

64 総務省、農林水
産省

森林法第10条の７の２、
第191条の２、森林法に
基づく行政機関による森
林所有者等に関する情
報の利用等について（平
成23年４月22日付け23
林整計第26号）、固定資
産税課税台帳に記載さ
れている森林所有者に
関する情報の利用につ
いて（平成24年３月26日
付け23林整計第342号）

○固定資産課税台帳に記載されている森林所有者等に関する情報の利用について、平成24年３月31日以前に森林の土地の所有者と
なった者の登記簿と異なる台帳記載情報についても、行政機関の内部で利用できるようにすることは、当市においても森林整備を円滑に
行う上で有効であると考える。令和元年度から新たに林地台帳制度が始まり、制度をより有効に活用していくため、さらに税情報を活用で
きる範囲を広げ、林地台帳にも登記簿と異なる課税台帳記載情報を記載できるようしていただきたい。同じく令和元年度から市町村への
譲与が始まった森林環境譲与税を財源とすることができる「新たな森林管理システム」も始まり、森林整備に円滑につなげて行くために税
情報の活用範囲の拡大の必要性が益々高まっている状況がある。
○平成31年度から施行された森林経営管理法では、適切な経営管理が行われていない森林について、市町村が森林所有者の意向調査
を実施することとなっている。都道府県が直接実施する事務ではないが、管内の市町村が事務を行う際に、登記情報だけで森林所有者を
特定することが困難なケースが想定され、固定資産課税台帳の利用が有効である。
○平成24年４月１日より前に森林の土地の所有者となった者に関する登記簿と異なる固定資産台帳情報は現行制度では活用できないの
で、今後森林経営管理法における森林所有者への意向調査を行うことや林地台帳の精度向上のための調査に支障が出ると考えられる。
○平成24年度以降、新たに森林の所有者となった者の届出面積は、民有林全体の0.7パーセント（平成28年度末）に過ぎず、また平成28
年度に地籍調査を実施した結果では、登記簿で所有者が分からない森林は、筆数で全体の約４割に及ぶ。現在、新たな森林管理システ
ムにおいて、所有者不明森林に対する特例等が設けられているが、本制度の核となる市町村の推進体制が課題とされる中、より円滑に
林地の集約化を進めるため、固定資産課税台帳に関するすべての情報を市町林務部局へ提供可能とする制度が必要である。
○森林法第191条の4に定める林地台帳において、台帳の所有者情報（現に所有する者の情報）の更新にあたっては、固定資産課税台
帳の情報が重要な情報源となるが、林務部局で得られるその情報に制限があるため、台帳を更新し精度を向上させることができない。結
果的に森林法施行令第10条に定める林地台帳の情報提供にあたって、依頼者に正確な情報を提供することができず、森林施業の適切
な実施や集約化の推進の支障となっている。その他、森林所有者の正確な情報が不足していることにより、森林法第10条の８第１項の伐
採及び伐採後の造林の届出の受理事務や、森林経営管理法第5条の所有者意向調査等の事務の遂行に支障となっている。
○森林法第191条の５第２項に、「市町村は、森林の土地に関する情報の活用の促進に資するよう、林地台帳のほか、森林の土地に関す
る、地図を作成し、これを公表するものとする」と規定されているが、林小班が存在しない土地情報は固定資産税課税台帳から取得するこ
とができず、林小班周辺の用地状況が把握できないため、林小班が存在しない土地の地番および用地境界の情報も取得できるよう規制
を緩和してほしい。
○提案市が挙げている支障事例に加え，当市においては次の事例について支障がある。森林法の規定において，令和元年度より公表す
ることとされている「林地台帳」の整備において，森林所有者情報の精度向上に支障がある。また，市町村森林整備計画の作成にあた
り，森林所有者等の意見を徴取する場合において，森林所有者情報が必要となるが，その精度向上は効率的な事務の実行に向けて必
須事項と言える。
○森林経営管理制度を推進するためにも必要な、市町村で整備する林地台帳の森林所有者情報等の精度向上のためにも固定資産課
税台帳情報の活用が必要であり、また、森林経営管理法において、森林所有者が不明であることが明らかになった森林は、市町村が所
定の探索を行った上で公告、裁定を経て経営管理集積計画を作成することとなるが、固定資産課税台帳が利用できれば所有者が分かる
場合であっても、上記の制限から所有者不明森林として扱うことになってしまい、当制度を適切に運用していく上で支障になりかねない。
○「森林簿」の森林所有者情報の精度が低いことに加え、自助努力のみでは森林所有者の把握に限界があることから、森林経営計画の
森林所有者と森林簿の森林所有者が異なる場合がある。森林法第17条の２（死亡、解散又は分割の場合の包括承継人に対する効力等）
の中で、同項の包括承継人は、農林水産省令で定めるところにより、市町村の長にその届出書を提出しなければならないとなっている。し
かし、平成24年4月1日以前に包括承継された場合は、施行日前に所有権を取得していることから、土地の所有者の届出の義務が生じな
いため、森林法第191条の２に該当しない。そのため、包括承継人の届出の添付資料として登記事項証明その他の原因を証明する書面
の提出が必須でないことから包括承継人の確認が申請書のみの確認となる。その結果、森林経営計画と森林簿が異なった状況で包括承
継人の届出のみで森林施業の集約化や路網の整備を進めることとなり、包括承継が確実に行われていない場合、森林施業により施業同
意や収益の分配などで支障が生じている。当市としても、森林経営管理法第5条の経営管理意向調査を行う上で、相続がなされていない
森林が多い中で、現状の法律では調査に支障をきたす可能性がある。そこで、経営管理意向調査を円滑に進めるため、平成24年3月31
日以前の税務部局から当該登記簿と異なる台帳記載情報の提供を受けることができるように規制緩和を求める。
○平成24年４月１日以降、新たに森林の土地の所有者となった旨の届出の義務がある者に関する登記簿と異なる課税台帳記載情報に
限り、地方税法第22条の守秘義務が課される情報に該当しないこととされているが、平成24年４月１日以降に新たに森林の土地所有者
になった者の情報か、（土地の所有者となった旨の届出義務がない）所有権を移転せず変更された住所か判別できないとのことから、税
務部局からの提供を受けることができていない。そのため、経営管理意向調査を行う際の森林所有者の調査が円滑に進まないなどが懸
念される。
○以下の支障が生じている。
①森林経営管理法の円滑な実施に支障を来す恐れがある。
②伐採届出制度における、森林所有者の確認に多大な時間を要するため、事務処理の適切な実施に支障が生じている。
③地域林政の実施のための基礎データとして、使える「林地台帳」・「森林簿」にしていくためには、必要不可欠なものと認識。
④町有林の管理・整備に当たって、隣接所有者探索に多大な時間と労力を要している。
○森林法第191条の４により、各市町村は１筆の森林の土地ごとにその森林の土地に関する事項を記載した林地台帳を作成することとさ
れている。その記載事項の一つとして「現に所有している者・所有者とみなされる者」があり、当市においては税務部局と検討を進めた
が、法的に認められているのは平成24年４月１日以降に新たに森林の土地の所有者となった者の課税情報のみとされているため、情報
提供を受けられなかった。そのため、市で独自に調査票を森林所有者へ送付し、調査を行った。送付先の特定のためには法務局の登記
簿情報を使用するしか方法がなく、情報が古いため発送に至らないか、発送しても宛先不明で返送されて来るものが多くあった。調査票
が所有者へ届き、市へ提出があったとしても、指定した記入方法を無視した記述が多いため、回答内容にバラつきがあり、取りまとめる作
業が膨大である。平成24年４月1日より前に森林の土地の所有者となった者に関する登記簿と異なる固定資産課税台帳記載情報も活用
が可能になることで、データによる情報の整理が可能で、作業の軽減や誤った情報整理も避けることができる。林業専用道整備事業にお
いては、所有者不在の場合には、説明会などで情報収集し、所有者と関わりのある者などの情報を得ているが、上記情報の活用が可能
であれば、円滑な事業遂行が可能である。
○大規模集約型林業のモデル実施を進めるにあたり、事業同意の取得に向けた森林所有者調査を行っているが、登記簿に記載されてい
る所有者（平成24年３月31日以前に森林の土地の所有者となった者）が死亡等しており、記載住所が本籍地でない場合、固定資産課税
台帳が利用できなければ追跡が困難となっている。
○県内においても、税務部局から林地台帳担当部局に対して、平成24年３月31日以前の情報が提供されない市町村があるところであ
る。森林経営管理法において、市町村が行う経営管理意向調査等が円滑な推進に支障となることも懸念されることから、制度の改正を望
む。
○当市でも、今後実施予定の森林経営管理法に基づく経営管理意向調査において、郵送物の返戻があった際に、調査が円滑に進まな
いなど支障が出る可能性があり、森林経営管理法の運用に伴う事項について固定資産課税台帳の情報の行政内部での活用を求める規
定が必要。

苫小牧市、盛岡
市、宮城県、仙
台市、山形市、
須賀川市、川崎
市、福井市、岐
阜県、高山市、
豊橋市、京都
市、出雲市、徳
島市、香川県、
いの町、長崎
県、五島市、熊
本市、宮崎県、
宮崎市

高知県、北海
道、徳島県、
香川県、愛媛
県、安芸市、
四万十市、香
美市、大豊
町、佐川町、
梼原町
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72 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー
カードの追記欄
の余白がなく
なった場合の
シール添付対応
の実施

マイナンバーカードの追記欄に
余白がなくなった場合に、追記欄
へのシール添付対応を認める。

・マイナンバーカードの追記欄に余白がなくなった場合、最新内容の表面記載
のカードが必要な場合は、現行では再交付手続が必要だが、交付までに約
１ヶ月以上の期間がかかり、即時対応ができない。
・再交付手続を行わなければ、表面記載が旧内容のままであるため、現行
カードでは本人確認書類として認められない。
・転入者の場合、表面記載のみならず、継続した利用の手続きもできないこと
から、継続利用を行わず、カード機能が廃止となってしまう所持者も多い。
・再交付手続は、再度の写真の準備が必要であり、再交付までの期間が長い
等の理由により、写真の用意が不要で、比較的短時間の手続きで自宅での
受取りが可能な通知カードに切り替える所持者もいる。
・再交付手続中や、旧情報のままのカード所持者は、マイナンバーカードを利
用したサービスが受けられない。

・追記欄へのシール添付対応により、即時に表面記載の変更が可
能となるため、再交付が不要となり、マイナンバーカードの未所持
期間を生じさせることがなくなる。

「個人番号カードの運用
上の留意事項」及び「デ
ジタルPMOの過去の問
い合わせ20180629　案
件ID11054」

総務省 松山市、今治
市、宇和島
市、新居浜
市、西条市、
伊予市、西予
市、東温市、
久万高原町、
松前町、砥部
町、内子町、
伊方町、松野
町、鬼北町、
愛南町

住民基本台帳カードは
シール貼付が認められ
ていた。
また、松山市で現在、マ
イナンバーカード用に使
用している差し込み式
のリーダライタで、シー
ルを貼りつけた上で複
数回、検証実験を実施
したが、支障はなかった
ため、国でも一定の検
証を行っていただき、統
一規格のシールの配布
対応を希望するもの。

苫小牧市、中標
津町、盛岡市、
秋田市、いわき
市、白河市、石
岡市、ひたちな
か市、桐生市、
朝霞市、桶川
市、柏市、袖ケ
浦市、品川区、
川崎市、福井
市、高山市、豊
橋市、半田市、
春日井市、西尾
市、豊明市、野
洲市、島本町、
神戸市、南あわ
じ市、串本町、
岩国市、山陽小
野田市、徳島
市、高松市、久
留米市、糸島市

○マイナンバーカードの追記欄が狭く、すぐに再交付手続きが必要となり、所持者に不便が生じている。
○当町においても、転入時、余白がないことによる説明等、対応に時間がかかっている。また、異動の多い春に集中するため、窓口対応
に支障をきたしている。
○転勤が多い住民の場合、再交付手続きに１ヶ月以上の期間がかかると、再交付申請中に転出する可能性もあり、その際には、カードが
廃止となってしまう。再交付し新しいカードが届くあいだだけでもシール添付対応ができるとカード所有者及び自治体にとっても事務の軽
減が図られる。
○転入者の場合、表面記載のみならず、継続した利用の手続きもできないことから、継続利用を行わず、カード機能が廃止となってしまう
所持者も多い。再交付手続中や、旧情報のままのカード所持者は、マイナンバーカードを利用したサービスが受けられない。
○マイナンバーカードの券面事項変更欄が狭く、場合によっては２回ほど転出入をすると満欄になってしまう。転出入が多い市民ほどマイ
ナンバーカードの再交付に時間がかかると、次の異動がかかってしまうということも可能性としてはあり、マイナンバーカードを持つことの
メリットを感じられないどころか、手続きが面倒だというデメリット面が強調されてしまうのではないだろうかと考える。
○再交付には、写真が必要となり、また申請に再来庁を要するなど負担が生じている。
○今後マイナンバーカードの健康保険証利用が本格的に実施される中、再交付手続中や、旧情報のままのカード所持者に対し不都合が
生じるため、追記欄へのシール添付対応により、即時に表面記載の変更を可能とし、マイナンバーカードの未所持期間を生じさせることの
ないようにすべきである。
○当市ではタブレットによる無料写真撮影や申請時来庁方式の導入予定により、再交付申請による住民の負担は軽減されるものの、交
付までに１カ月以上の期間がかかり、マイナンバーカードを唯一の顔写真付き身分証としている場合は、交付までの間、本人確認となる
書類が手元から無くなってしまう
○券面記載欄が小さいうえ、文字の大きさに統一性がないため、１度引っ越ししただけで満欄になってしまう市町村もあり、カード保有者に
迷惑をかけている状況である。
○在留区分が中長期である外国籍のかたは、在留期間更新の都度券面に有効期間変更の旨を記載することから、すぐに追記欄の余白
がなくなり、再度個人番号カードの交付申請の手続をお願いしなくてはならない。このことが、外国籍の方へのマイナンバーカードの普及
促進にも妨げになっている。また、追記欄に余白がなくなった場合に再度交付申請の手続をすることは、写真の用意、受取りのための来
庁等、申請者の負担になっている。
○追記欄の余白が無い状態で転入してきた者については、現状、その場で継続利用処理が行えず、再交付申請が必要となる。しかし、再
交付申請にあたっては、写真が必要であることから、転入手続きの際には申請がなされず、転入届出後90日以上が経過し、カード機能が
廃止となる転入者が多くなっている。
○満欄となった市民に再交付手続きを案内し、場合によっては失効する旨を伝えると、苦情をもらうことが多い。

81 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

消防・防災・
安全

普通地方公共
団体の支出方
法に災害時にお
ける立替払いを
追加

地方自治法第232条の５に限定
列挙されている普通地方公共団
体の支出方法に災害時における
立替払いを追加することで、迅速
かつ円滑な災害応急対策活動
の実施につなげたい。

過去の大規模災害発生時に、庁舎が被災し、財務システムが使用不可とな
り、通常の会計処理が不可能となった。また、地域も被災し、行政活動に必要
なガソリン等の購入について納入可能業者から緊急的に現金での購入の必
要に迫られた。しかし、購入するための現金が無い状況であり、資金前渡をし
ようにも金融機関も被災しているため、災害応急対策活動に支障が生じてい
た。
南海トラフ地震や首都直下地震の切迫性が指摘される中、これらの地震によ
る被害が想定されている当市にあっても具体的な災害応急対策を検討する
上で、同様の事例への対応が検討の支障となっている。
なお、常時資金前渡のような方法では、いつ、どこで発生するか分からない災
害に備えて職員が公金を常時携帯しておくことはできず、またインフラの寸断
等により連絡が十分に取り合えない中で公金を配分することも、現実的でな
い。
【具体的な支障事例】
・平成25年台風18号豪雨災害の対応において、床下浸水等の被害による衛
生面を考慮した消毒薬の手配に苦慮した。
・東日本大震災に係る災害対応において、津波に伴う公用車流出によるタク
シー使用料や高速道路通行料、パンク修理等の手配に苦慮した。
【制度改正の検討経緯】
総務省にて、平成26年３月に「地方公共団体の財政制度の見直しに関する中
間的な論点整理」がまとめられ、その中では、立替払による支出について、対
象経費、限度額、要件等について検討する必要があるとされていた。しかし、
平成27年12月に報告された「地方公共団体の財務制度の見直しに関する報
告書」では、立替払についての項目については記載がない。

迅速かつ円滑な災害応急対策活動の実施により、住民サービス
の向上が図られる。

地方自治法第232条の５ 内閣府、総務省 茅ヶ崎市 別紙あり 宮城県、川崎
市、多治見市、
大牟田市

○平成30年７月豪雨で、緊急的に物資調達をしなければならなくなった際に支障をきたした。災害時の緊急を要する場合や、やむを得な
い場合は認めていただきたい。
○当市においては、過去に災害等でシステムダウン等の支障をきたした事例はないが、昨今近隣市で発生した熊本地震や福岡県の朝倉
豪雨をみると、同様の大規模な災害等が起きてもおかしくない状況が予想される。
○大規模災害を想定した場合、同様の課題を抱えると想定されるが、現時点での支障事例はない。
○平成30年７月豪雨において、被災地へ派遣している職員へレンタカーの燃料費代を渡していたが、想定より不足したことから、急遽派
遣職員に一時的に経費を負担してもらったケースがある。本来認められていない事務手続きのため、顛末書などの記入が必要となった。
災害発生時において、派遣先での経費の不足及び至急の支払の対応については、立替払いしか対応ができないため、やむを得ず今回
の対応となってしまった。
○当市では、地震災害時に停電で指定金融機関から口座振込、及び資金前渡による現金の払い出しも受けることができなくなった。この
ためゴミ収集車のガソリン代の支払いについて、職員による立替払いを検討した経緯がある。
○東日本大震災発生時には，公用車の流出等によるタクシーの借上げの増加，ガソリン等の納入可能業者（平時は単価契約による実績
払い）から現金購入を要求される等の状況となった。しかし，沿岸部の出先機関が発災し会計事務が執行不能となったほか，金融機関も
被災していることから，資金前渡や常時資金の準備が間に合わなかったため，やむを得ず職員による立替払（実績：104件）を行うことで，
震災対応業務を継続せざるを得なかった。そこで，今後の災害対応等を見据えて常時資金上限額（現行：30万円）を引き上げる検討を進
めているが，常時資金では対応できないケースが想定されることから，立替払についても制度的に位置づける必要がある。
常時資金では対応不可能な事例
・常時資金をしている出先機関自体が被災した場合
・常時資金を超える支出が必要な場合（多額の現金を保有することは，公金管理上のリスクに繋がる）
・常時資金を保管している金庫等を管理している職員が登庁できない場合
・職員が公用車出張中に被災し，道路が寸断し大きく迂回することを余儀なくされ，ガソリンが不足した場合

84 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 行政不服審査
裁決･答申検索
データベースの
改善について

「行政不服審査裁決･答申検索
データベース」について、PDFファ
イルの記載内容についても検索
の対象とすること

【現行制度】
不服申立をしようとする者の予見可能性を高めるために、不服申立につき裁
決等をする権限を有する行政庁は、裁決等の内容を公表する努力義務があ
り（行政不服審査法）、総務省は、地方公共団体に対して、総務省が構築した
「行政不服審査裁決･答申検索データベース」を活用した公表を促している
（総務省通知）。

【支障事例】
データベースの検索方法は、「処分根拠法令」や「裁決等の内容」に関する
キーワードを入力するもので、「裁決等の内容」の検索対象は文字入力された
概要のみで、裁決書本体（PDFファイル）は検索対象外となっているため、事
例の絞り込みが困難となっている。
具体的には、不服申し立てがなされた際の審理員としての意見書作成にあ
たって、データベースを活用し、過去の同様の行政処分に対する審査請求に
係る裁決事例を参考にしているが、データベースのキーワード検索の対象
は、「裁決情報詳細」の「裁決内容」欄に記載されている場合のみであり、「裁
決内容」欄に記載されていなければ、「処分根拠法令」欄等により検索するこ
とになるが、該当数が多くなることから、求める事例にたどり着くまで添付ファ
イルを一つ一つ開く必要があり、時間を要する。

「裁決等の内容」だけでなく、添付の裁決書本体（PDFファイル）も
検索対象とすることで、事例の絞り込みが容易となり、効率的な事
務の執行が図られる。

行政不服審査法第85条

「行政不服審査法及び
行政不服審査法の施行
に伴う関係法律の整備
等に関する法律の施行
について」（平成28年１
月29日付総管管第６号
通知）

総務省 石川県 群馬県、荒川
区、新潟市、浜
松市、京都市、
鳥取県、岡山
県、高松市、熊
本市

○裁決に当たって重要なのは、認容等の結果よりもその理由付けである。現状多くの自治体では、「裁決の内容」に裁決主文のみを掲載
しているため、フリーワード検索によっても裁決理由について調べることができず、あまり検索の意義がない。当市において行政不服審査
会の答申案の作成に当たり類似事例の検索を行った際も、提案団体の事例のように一つ一つ添付ファイルを開くこととなり、事務に多大
な時間を要した。
○生活保護に係る審査請求については、全国的に類似する内容の請求が多いものと推察されるが、「行政不服審査裁決・答申検索デー
タベース」において、裁決書本体（PDFファイル）が検索対象外となっており、事例の絞り込みができず、検索に苦慮している状況である。
○データベースの検索方法としてフリーワードを入力する欄もあるが、検索対象が裁決書本文の内容ではなく、各行政庁が任意に入力し
た「裁決内容」欄に記載されている文言に限定されている。したがって、処分根拠法令による検索が主要となり、事例の絞り込みが十分で
なく、実際に検索したい内容よりも広い範囲を設定して検索する必要が生じている。
○裁決・答申の案を作成する際、データベースを活用して、類似の先例も参考としているが、データベースの裁決内容・答申内容の欄の記
載が簡潔なものも多く、同欄の記載のみが検索対象である現状では、探している先例を発見できないことがある。

103 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 財政事情等ヒア
リング１月実施
分の意義の明
確化

財政事情等ヒアリングは年３回
（４月、９月、１月）実施されてい
るが、１月実施分について、その
意義について明確化を求める。
また、９月ヒアリング以降、財政
事情に特別な動きがないのであ
れば、当該調査を省略可とする。

１月ヒアリングの資料準備は、予算編成業務のピークである12月に行う必要
があり、担当者の長時間労働につながっている。

【作業期間】12月初旬～下旬
【必要人員】１名（財政課職員）　※さらに全部局に調査を依頼している。
【超勤増加】40時間程度
【時間外勤務の状況等】
当初予算編成作業は11月末～１月初旬がピークであり、12月の退庁時間は
23時を超える日が続いている。また、ヒアリング当日に１日上京するため、さら
に業務が圧迫されている。

１月ヒアリングの主な報告事項は、12月補正予算額及び９月ヒア時点から１
月ヒアリング時点へ更新した今後補正見込額である。
本県の場合、例年であれば、12月補正で大きな動きはなく、また今後補正見
込額も執行見込みの確度の高まりによる減補正の増である。特別な動きはな
いことが通常であり、１月ヒアリングの省略は可能であると考えられる。

担当者の働き方改革につながる。 平成30年12月25日総財
務第265号「財政事情等
及び特別交付税ヒアリン
グについて（照会）」

総務省 岡山県 年度後半の予算につい
ては、全都道府県で概
ね同様の動きであり、本
県の提案は全国的な働
き方改革につながる。

川崎市、上越
市、奈良県、鳥
取県、島根県、
広島市

○都道府県の内容が一部含まれているため、市町村ではヒアリングが実施されていないため、すべての項目が該当するわけではない
が、12月は予算編成時期で繁忙期のため、極力減らせる調査は、効率化を図る方が負担が減少する。
○１月ヒアリングの資料準備は、次年度当初予算編成中の作業となり、担当者の負担が大きく、超過勤務時間の増加につながっている。
例えば、１月ヒアリングにおいては、９月ヒアリングまでの各団体の状況に応じてヒアリング対象団体を限定したり、団体個別の事情に応じ
てヒアリング内容（作成調書）を厳選するなどの対応が可能と思われる。
○１月ヒアリングの資料作成は、予算編成業務のピークである12月に行う必要があり、担当者の長時間労働につながっている。また、4
月、9月のヒアリングの資料作成についても、同程度の作業負担を要している。
参考：１月ヒアリング作業について
【作業期間】12月中旬～1月上旬
【必要人員】２名（財政課職員）※さらに各局に調査を依頼している。
【資料作成に係る時間外勤務】50時間程度
【時間外勤務の状況等】
当初予算編成作業は11月末～１月中旬がピークであり、12、１月の退庁時間は23時を超える日が続くなか、ヒアリング資料の作成により
さらに業務が圧迫されている。
１月ヒアリングの実施時期は、総務省において特別交付税ヒアリングと同日とするよう配慮いただいているところだが、上記をふまえると、
業務内容の改善が不可欠であり、調査票の項目削減・簡略化や、４月、９月調査を含めたヒアリング回数の統合について検討していただ
きたい。
○現行のヒアリング時期は、当初予算編成作業のピーク時であり、上京しての説明業務は負担となっており、全体業務にもしわ寄せが生
じている。なお、資料作成は４月、９月時と比べ簡略化されており、現行の内容で問題ないが、ヒアリングについては、災害等の特別な事
情が生じている場合に限られたい。



別添１

総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

114 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 交通安全対策
特別交付金の
交付決定日の
前倒し

交通安全対策特別交付金（３月
交付分）の交付決定日を早める
ことを求める。

交通安全対策特別交付金は、国（交付税及び譲与税配布金特別会計）から、
県・市町村に年２回（９月、３月）直接交付され、各市町村分については国の
交付決定後に県において各市町村（全42団体）への交付手続きを行ってい
る。
各市町村へは当該年度内に支払うこととされているが、３月の国の交付決定
日は、例年３月下旬（平成30年度は３月22日）であり、国の交付決定日から各
市町村への支払日（平成30年度は３月28日）までは、開庁日で中３日しかな
く、その間に国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用して歳入歳出処理を行う
とともに、各市町村への当該交付金の額の決定通知の作成、決裁及び発出
を行わなければならない。

交付決定日の前倒しにより、県や各市町村の事務手続きに係る負
担の軽減に資する。

道路交通法附則第16条
平成31年３月20日付け
総務省大臣官房会計
課、自治財政局交付税
課事務連絡（官庁会計
システム（ＡＤＡＭＳⅡ）
による平成30年度３月
期交通安全対策特別交
付金の支払について）

警察庁、総務省 岐阜県 平成31年３月20日付け
総務省大臣官房会計
課、自治財政局交付税
課事務連絡（官庁会計
システム（ＡＤＡＭＳⅡ）
による平成30年度３月
期交通安全対策特別交
付金の支払について）

川崎市、山口県 ○交通安全対策特別交付金において、県内各市町分（全19団体）について交付手続きを行っており、３月の国の交付決定日から各市町
への支払日までの期間が短いため、国費会計システム「ＡＤＡМＳⅡ」を利用した歳入歳出処理や、各市町への当該交付金の額の決定通
知の作成及び発出等事務処理を行う際に支障をきたしている。

118 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 不動産取得税
の課税資料とし
て、登記所から
の不動産登記
情報の電子デー
タ提供を可能に
する

不動産取得税については、固定
資産税と同様に不動産の所有権
移転登記に係る情報に基づき課
税をしている。
ついては、不動産取得税も固定
資産税に係る地方税法第382条
第１項と同様の規定を設けて、都
道府県にも登記所からの通知が
行われるように地方税法を改正
し、都道府県においてもオンライ
ンにより提供される登記済通知
に係る電子データを活用できるよ
うにすること。

【現行制度】
不動産取得税の課税資料収集にあたっては、地方税法第20条の11の規定に
基づき、職員が登記所を訪問し、登記申請書を閲覧して不動産の取得につい
て調査し、添付されている不動産の固定資産評価額等を含めて必要事項を
手書きで写している。
【支障事例】
手書きで写すため多大な業務量となっている。これに加え、転記ミス、収集漏
れなどの可能性があり、転記内容について改めて別の職員が確認を行ってい
る。管内に複数の登記所がある場合は、それぞれ訪問する必要がある。
このように、人的労力が多大となっている。　※平成29年度収集実績：約11万
5,000件(＋同数の見直し)、登記所への出張回数：約1,000回
全国地方税務協議会が平成30年８月に都道府県を対象に行ったアンケート
では、不動産取得税課税資料について、過去に法務局に電子データによる提
供を求めたが、法的根拠がないため断られたと複数の県が回答した。
また、令和2年1月に登記情報システムが更改され、登記所から市町村への
地方税法第382条第1項の通知についてはオンラインにより提供可能となる。
これについて、本県税務課が総務省に照会し、都道府県にも提供されるか確
認したところ、こうしたことは想定していない旨回答があった。
【制度改正の必要性】
上記の状況から、地方税法を改正し、固定資産税に関する同法第382条第１
項と同様の規定を設け、不動産取得税に係る業務の効率化や適切な課税を
より強力に担保すべきである。

収集事務に係る労力の削減、収集情報の正確性が担保されるな
ど資料収集業務の効率化が見込まれる。
不動産の取得から課税までの期間の短縮も見込まれ、適切な賦
課徴収が可能となる。

地方税法第20条の11、
第382条第１項

総務省、法務省 埼玉県 全国地方税務協議会
「平成30年度不動産取
得税課税事務効率化検
討ワーキンググループ
全国アンケート」（平成
30年８月実施）※一部
抜粋

平成31年４月26日発出
総税固第31号「市町村
長と登記所のと間にお
ける地方税法に基づく
通知のオンライン化等
について」

青森県、岩手
県、福島県、茨
城県、栃木県、
千葉県、神奈川
県、富山県、京
都府、大阪府、
兵庫県、奈良
県、鳥取県、島
根県、山口県、
香川県、愛媛
県、高知県、大
分県、宮崎県

○当県においては、登記所に出向くことなく、市町村より紙ベースでの登記済情報の提供を受け課税資料としているが、資料が紙ベース
であることから、賦課入力資料作成の際、誤って記入する事例があり、その確認作業に時間を要している。
○課税資料収集については、当県においても、県税事務所職員が毎月法務局に出向き、登記申請書を閲覧し、必要事項を手書きで写し
ている。転記ミス、収集漏れ等に加え、事務所によっては複数の法務局での資料収集が必要であることから、数日にわたり、複数人が出
張し、事務所での窓口・電話対応が手薄になるといった問題もある。
○昨年末に、共同住宅の敷地が地上権であったものを所有権と誤認し、資料収集したことによる課税誤りが判明し、追加調査を行ったと
ころ、県全体で127件、約958万円の課税誤りが判明した。直ちに、①現在行っている手書きの資料収集方法に加え、登記情報を写真撮
影し課税資料とすること、②登記情報を書き写す様式を見直すこと、③地上権等が設定された共同住宅の敷地の課税入力の有無を毎月
確認すること、④初任者に対する研修内容を見直すこと、等の再発防止策を講じたが、手書きの資料収集方法を継続する限り、課税資料
の収集漏れや収集誤り等のヒューマンエラーを払拭することはできないと考える。

岩手県、福島
県、白河市、栃
木県、埼玉県、
蓮田市、千葉
県、船橋市、練
馬区、八王子
市、新潟市、三
条市、富山県、
石川県、都留
市、豊橋市、春
日井市、西尾
市、小牧市、京
都府、大阪市、
寝屋川市、兵庫
県、南あわじ
市、奈良県、鳥
取県、島根県、
出雲市、岡山
県、玉野市、徳
島県、香川県、
高松市、愛媛
県、高知県、久
留米市、熊本
市、大分県、宮
崎県

○市町村においても、書面で申告された場合、添付書類（所得税青色申告決算書、収支内訳書、所得の内訳書等）は、国税連携システム
でデータが提供されていない。たとえば、個人住民税の賦課業務等において、所得税と住民税の課税計算時に特定株式等の配当等や譲
渡所得等の申告の選択ができるようになったところではあるが、国税連携システムからのデータ連携の対象外のため、データによる提供
がないので、職員が税務署でコピーする作業を行っている。同様に、寄附金控除においても寄附先などが分からず職員が税務署でコピー
する作業を行っている。令和元年度の５月度の実績は、延べ16人、120時間を要している。
○当都道府県においても、書面で申告された場合の添付書類については、賦課徴収業務等において、必要になるため、職員が税務署で
転写作業を行っている。当都道府県内13税務署において、３月～４月の間に集中的に転写作業を行い、本年については、総転写枚数は
約５万枚、従事日数は79日（全事務所計）、従事職員は211人（延べ）であった。転写のためのコピー機も税務署へ設置させていただいて
おり、費用負担も大きい。
○支障事例のほかに、株や配当の種類が不明なものや、申告書内容について不備があるものについては、毎月１名、４、５月は８名の職
員が交代で数日、税務署で添付書類等の確認やコピーする作業を行っている。
○固定資産税分野では償却資産の賦課及び確認のため、対象部分のデータ提供が必要だが、現在の所データによる提供がないので、
職員が税務署でコピーする作業を行っている（３名×４日程度）。提案のとおり、データ連携が拡大及び提供電子データの範囲拡大がされ
ることにより、当該業務に係る職員の負担軽減が見込まれる。住民税賦課及び確認についても、収支内訳書等、添付書類が必要である
が、書面で提出された場合、国税連携システムでデータ提供がされておらず、職員が税務署でコピーする作業をおこなっている。提案のと
おり、データ連携が拡大及び提供電子データの範囲拡大がされることにより、当該業務に係る職員の負担軽減が見込まれる。
○当都道府県においても、個人事業税の賦課徴収業務等においては、所得税青色申告決算書、収支内訳書、所得の内訳書等の添付書
類が必要不可欠である。しかしながら、これらのデータは国税連携システムからのデータ連携の対象外のため、データによる提供がなく、
職員が税務署にて必要な資料の閲覧・複写作業を行っている。これらがデータ連携されることで、職員による複写作業の大半が不要にな
ると見込まれることから、当都道府県における個人事業税の賦課徴収業務等においても、事務の効率化が期待できる。また、償却資産部
門においても当システムを利用しており、上記と同様の理由から、同様の効果が見込まれる。
○当市の市県民税の賦課業務においても、書面で提出された場合は、収支内訳書や所得の内訳等の添付資料が連携されないため、職
員が税務署に添付資料のコピーする作業をおこなっている。具体的には、確定申告書２表にて所得、専従者、扶養の内訳が不明又は別
紙参照になっており確認がとれないものについて調査を行っている。確定申告書２表にて内訳が分かるよう記載又はデータ連携が可能に
なれば、職員の負担軽減が見込まれる。
○提案県と同様、当県税事務所の職員が税務署へ出向いてコピーを行う手間が発生している。当県の状況は、多いところで、１～２台の
コピー機を税務署に設置させてもらい、２～４人が出向いて１週間程度をかけ集中的にコピーを行っており、提案いただいたようにデータ
連携がなされれば負担の軽減につながると思われる。
○国税連携システムにより提供された申告書情報を基に個人事業税の賦課事務を行っているが、書面で申告された添付書類（所得税青
色申告決算書、収支内訳書、所得の内訳書など）は、国税連携システムでデータが提供されないため、事前にリストアップしたうえで職員
が税務署に出向きコピーする作業を行っている。この作業は、税務署において申告関係書類の編綴作業がある程度終わる５月末から６
月上旬ごろまで行うことができないが、個人事業税の賦課入力期限が７月上旬であるため、それまでに税務署での作業を終え、賦課内容
を決定している。個人事業税の賦課決定までにかけられる期間は限られており、書面で提出された添付書類を国税連携システムにより画
像イメージデータにより提供されその内容を確認することができれば、より効率的な賦課事務が可能となる。例年、６月中の税務署におけ
るコピー作業は、多いところで職員４名程度が延べ10日程度（延べ約40人）を要して行っている。
○提案団体記載のとおり、書面で申告された所得税申告書の一部をデータで受信しており、確定申告書A及びBのデータとして、第１表及
び第２表のTIFFデータと、第１表のXMLデータを受信している。第２表のTIFFデータは、そのままでは本市の税システムへ取込みできない
ため、パンチにより取込データを作成している。一方、データ提供されていない確定申告書の添付資料（収支内訳書、住宅借入金等特別
控除額の計算明細書など）については、当市職員が税務署を訪問し、コピーする作業を行っている（※税務署訪問月：４・５月、訪問人数：
３人、訪問日数：10日程度、調査件数：1,300件程度）。第２表のXMLデータ及び添付資料の電子データを送信いただくことで、限られた期
間内で実施している個人住民税の当初課税業務を円滑かつ効率的に進めることができる。
○当市も同様に国税連携システムでデータが提供されていない紙ベースの所得税青色申告決算書、収支内訳書を税務署で約２週間か
けてコピーする作業を行っている。当市は肉用牛育成農家が多く、「肉用牛の売却による所得の税額計算書」や外国税額控除の計算に
必要な「外国税額控除に関する明細書」など住民税課税における基礎資料を必要としており、その都度、税務署に取りに来るよう言われ
ている。税務署から市役所までの距離が遠く、書類を取りに行く際の時間のロスが大きい。

地方税の賦課徴収業務に要する所得税の申告情報については、国税連携シ
ステムにより、国税庁から地方公共団体にデータ提供いただいているところ。
現在はｅ－Ｔａｘで申告された所得税申告書（第１表から第５表）と添付書類
（所得税青色申告決算書等）で納税者が入力したすべての項目、及び書面で
申告された所得税申告書（第１表から第５表）のうち、国税総合管理(KSK)シ
ステムに入力された項目について、データの提供を受けている。（所得税申告
書については、書面申告でKSKシステムに入力されない帳票であっても、画
像イメージでデータ提供いただいている。）

一方、書面で申告された場合、添付書類（所得税青色申告決算書、収支内訳
書、所得の内訳書など）は、国税連携システムでデータが提供されていない。
　たとえば、個人事業税の賦課徴収業務等においては、所得税青色申告決
算書等の添付書類が必要となるが、国税連携システムからのデータ連携の
対象外のため、データによる提供がないので、職員が税務署でコピーする作
業を行っている。

確定申告時期の２月～７月までの期間に、各県税事務所の作業は、多いとこ
ろで職員２名が60日程度を要して行っている。

データ連携が拡大されることにより、当該業務に係る職員の負担
軽減が見込まれる。

所得税申告書等の地方
団体への電子的送付に
係る留意事項等につい
て（平成22年６月29日付
総税企第72号　総務省
自治税務局企画課長通
知）

総務省、財務省 岐阜県113 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 国税連携システ
ムに係るデータ
連携の拡大

税務署へ書面提出された添付書
類についても国税連携システム
のデータ連携の対象とすることを
求める
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総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

122 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 公営競技の施
行団体の指定
に関する都道府
県経由の廃止

公営競技施行団体の指定申請
において、政令市については、都
道府県を経由することなく、国へ
直接申請するよう制度を改正す
ること。

【支障事例】
市町村が公営競技の施行団体となるためには、競馬法等の規定に基づき、２
年おきに総務大臣に指定申請し、指定を受ける必要がある。ちなみに都道府
県は指定が不要である。
県は当該指定を受けるに当たり、総務省通知に基づき、各市町村の提出書
類を取りまとめた上で、指定を受ける財政上の必要性等の意見書を作成し、
総務大臣に提出している。
県意見書は市町村の財政状況等を勘案した指定の必要性を訴える内容とな
る。
当該指定を受けている団体の中に、政令市であるさいたま市（浦和競馬組合
等の構成員）が含まれている場合であっても例外なく、県経由で国へ提出して
いる。
しかし、政令市の決算統計(地方財政状況調査)や起債協議等の業務につい
ては県を経由せずに国に書類を提出しており、財政状況のヒアリング、事務
調整等も総務省が行っていることから、県はさいたま市の財政状況等につい
て直接関与していない。
【制度改正の必要性】
したがって、公営競技の指定とそれ以外（財政状況の把握等）の事務につい
て、整合性が取れていないことから、政令市の当該指定においては、県の意
見書を付すことなく、県を経由せずに直接国に書類を提出すべきものと考え
る。政令市は大都市に見合う財政上の特例が認められているので、このよう
な事務でも配慮が必要と考える。

二重のヒアリング、書類提出後の調整業務等による負担が軽減さ
れ、スマートな事務執行が図られる。
なお、制度改正によるデメリット、特に収益の均てん化における助
言等ができなくなるのではないかという指摘があるが、均てん化に
ついては、公営競技施行団体が周辺団体等と協議し決定するもの
であって、県が施行団体に助言等を行うものではないと考える。

競馬法第１条の２第２
項､モーターボート競走
法第２条

総務省、農林水
産省、国土交通
省

埼玉県、神奈
川県

川崎市 ―

132 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 基幹統計調査
（住宅・土地統
計調査）の調査
エリアの改善

調査エリアと自治会エリアを一致
させる、または、市町村の裁量に
よって調査エリアと自治会エリア
を一致できる等の修正・変更が
できるようにする。

国が定める調査エリアは、地域コミュニティの基礎エリアとなる自治会エリアと
大幅に乖離し、複数の自治会にまたがっているため、調査員は各自治委員な
ど多くの関係者と接触し、協力を求めながら調査を行っており、非常に効率が
悪い。
また、調査員の募集にあたっては、地域自治の基礎的なエリアとなる自治会
の自治委員に依頼をして、調査員を推薦してもらう方法で募集を行っている。
しかし、近年の高齢化、集落の人口減のため、調査員のなり手がなく、見つか
らない場合は、しかたなく自治委員にお願いして調査員をやっていただくこと
が多い。そのような状況で、自治委員からは「今のやり方では、調査区が自分
の自治会の範囲を越えているので分からない。」「自分の自治会のエリアの調
査区なら何とか把握できるので調査員をしてもよい。報酬を下げてもよいから
自治会単位の調査区域にしてくれないか。」という声があがっている。

担当する調査エリアと、地域コミュニティの基礎エリアとなる自治会
エリアを一致させることで、調査エリアの地理や実情に精通した自
治委員などに調査員を依頼しやすくなり調査員の確保が容易にな
る。

・住宅・土地統計調査規
則
・国勢調査「調査区設定
の手引き」

総務省 豊後高田市、
中津市、日田
市、臼杵市、
津久見市、宇
佐市、豊後大
野市、由布
市、国東市、
姫島村、日出
町、九重町、
玖珠町

山形市、福井
市、豊橋市

○担当する調査区が複数の自治会にまたがってしまっていることで、自治会推薦をお願いすることが出来なくなる場合がある。調査区と
自治会が同じエリアになることで、依頼をしやすくなり、担当の調査員も調査区内を巡回しやすくなる。
○当市においても、大規模調査の調査員の推薦については各行政区長に依頼しているが、調査区が複数の行政区にまたがっていること
で、「自分の行政区以外の部分は調査しづらく負担が大きい」等の声があがっており、調査員の確保や調査の効率的な実施の妨げとなっ
ている。
○当市においても、一部の町内会及び自治会等（以下、町内会と記載）から、国が指定する調査区の範囲と町内会の範囲が異なっている
ため、調査員を受け入れることができない旨の申出を受けているところである。

○今後の更新手続きについて不明なため、住民への説明が困難になっている。
○電子証明書の更新時期が集中することにより、窓口の混乱が想定される。市民への周知も要することから、早めの情報提供と手続の
簡素化を望む。
○当市としても20才以下のマイナンバーカードの更新や電子証明書の更新対応について、検討課題として大きな課題としている。
○電子証明書の更新及びマイナンバーカードの更新と異動時期が重なり、全自治体において窓口が大混乱することは容易に予想され
る。できるだけ早く詳細を決定し、市民に周知する期間を一定期間設ける必要があると危機感を持っている。新たにマイナンバーカードを
申請することをPRすると同時に、更新についてもPRに力を入れないと、結局市民のマイナンバーカードに対する不信、不満が避けられな
いと考える。
○マイナンバーカードの更新には、有効期間内の申請が必要で有効期間満了の３ヶ月前から申請できるとあるが、どの時点までにどのよ
うな状態となれば有効期間内の更新が完了となるのかなど不明な点があり、窓口トラブルのもととなりうる。
○早急に国がホームページ等で留意点を示すとともに、各市町村にも更新時の手数料等を含めきちんとした方針を示していただかない
と、市民への説明に苦慮することとなる。
○更新手続きに関しての情報がマイナンバー関係のサイトに掲載されていないため、提案団体と同様に問い合わせ対応に苦慮している。
○電子証明書の最初の更新時期が税申告時期や住民異動の時期と重なり、窓口が混雑することは必至である。また、更新にあたり、暗
証番号の失念や代理人申請等により手続きが増え、更に混雑することも予想される。
○当市では暗証番号失念による初期化にあたって、事前に問い合わせがあれば必要書類等を案内しているが、窓口へ直接来庁する場
合や高齢者が増加する中、代理人による申出も増えている。代理人の手続きでは１回の来庁では提示できないものもあり、再来庁を余儀
なくお願いしている状態である。初の更新時期を迎えるにあたり、想定されるQ＆Ａや手続きに必要な書類について国のマイナンバー関係
のサイトに掲載されることを求める。
○マイナンバーカードや電子証明書に関する住民の認識はまだ低く、今後、自治体の窓口等で更新手続きの説明などに要する時間が増
えていくことが予想される。自治体の事務負担の軽減が図られるよう、住民の認識を高めるための統一的な情報発信を行っていただきた
い。
○マイナンバーカード及び電子証明書の更新手続に関して、手数料の徴収の有無などまだ未決定となっている部分がある。また、それぞ
れの案内通知を送付する必要があるが、更新手続は有効期間終了の３ヶ月前より受付できるとの案内となっていたため、そのための案
内文書案などを早急に示していただきたい。
○マイナンバーカード及び電子証明書の更新に関しては、更新時期の周知主体、周知方法、手数料の有無等の必要な情報が現時点に
おいても明確にはなっていない。
○当自治体でも、電子証明書に限らず、カードに関する手続の際に暗証番号再設定が必要になる事例が少なくない。しかし、マイナン
バー総合サイトには、手続ごとに必要な書類や流れの明示（継続利用時に暗証番号がわからなければ再設定が必要、等）がないため、
来庁時に手続を完了できず、住民が国に直接問合せる事例も発生している。

市民側としては、ホームページ等でマイナンバーカード更新手続き
等の留意点が周知されることで、自治体に個別に問い合わせる手
間や更新手続き時に書類の不備等による補正の手間を減らすこと
ができ、円滑に手続きを行えることが期待できる。
また、自治体側としては、住民異動手続きと並行してマイナンバー
カード等の更新手続きを行う必要があることから、留意点が示され
ることで新任の職員であっても円滑な対応が期待でき、職員の負
担軽減につながることが期待される他、全国統一の事務処理を行
うことで、市民からの問い合わせ等が減少することが考えられる。

・行政手続における特定
の個人を識別するため
の番号の利用等に関す
る法律
・電子署名等に係る地方
公共団体情報システム
機構の認証業務に関す
る法律
・通知カード及び個人番
号カードの交付等に関
する事務処理要領
・公的個人認証サービス
事務処理要領

総務省 大府市 大船渡市、秋田
市、石岡市、ひ
たちなか市、桐
生市、朝霞市、
桶川市、柏市、
川崎市、福井
市、高山市、豊
橋市、小牧市、
豊明市、田原
市、野洲市、京
都市、大阪府、
八尾市、島本
町、神戸市、串
本町、倉敷市、
岩国市、松山
市、糸島市、大
村市、宮崎市

126 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 マイナンバー
カード等の手続
きにおける留意
点の提示

マイナンバーカード又は電子証
明書の更新時期を迎えるにあた
り、手続きの留意点を周知するこ
と。

マイナンバー制度が導入され、最初のマイナンバーカード及び電子証明書の
更新時期（発行の日から５回目の誕生日）が本年12月に到来する。
更新手続きは事務処理要領に基づいて行うが、マイナンバーカード等の暗証
番号を失念している場合やマイナンバーカードを紛失している場合など様々
な場合が予想され、確認に時間を要する他、更新時期が住民異動の時期及
び人事異動の時期と重なるため、窓口の混雑は避けられないと予想してい
る。
また、利用者が電子証明書の暗証番号を失念した場合、暗証番号を初期化
し、再設定する必要がある。本市では初期化にあたって、マイナンバーカード
以外の本人確認書類の提示を求めていたが、市によって運用が違っているた
め、申請者からの問い合わせ対応に苦慮している。
更に、更新時期が近づくにつれ、更新対象者から問い合わせが増えることが
予想されるが、更新手続きに関した情報がマイナンバー関係のサイトに掲載
されていないため、説明が困難である。マイナンバーカード等は全国統一の
事務を行うことが求められるため、共通の事項に関してはホームページ等に
掲載することを求める。

・2019年12月～2020年3月の電子証明書更新対象者：2,000人以上



別添１

総務省（内閣府と関係府省との間で調整を行う提案）

区分 分野 団体名 支障事例

管理
番号

団体名 回答欄（各府省）
所管部署・

担当者連絡先

＜追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの）＞提案区分
その他

(特記事項)
提案事項
（事項名）

求める措置の具体的内容 具体的な支障事例
制度改正による効果

（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）
根拠法令等

制度の所管
・関係府省

133 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 基幹統計調査
（住宅・土地統
計調査）の定数
の改善

調査員の定数については、委託
費の範囲内で市町村の裁量に
よって調査員１名の業務を複数
名で分担できるようにする。

調査員を募る中で、限られた時間の範囲内なら調査員をやってもいいという
方がいるが、統計局が示す市町村事務要領において、調査員は都道府県か
ら示された人数を配置することとされており、市町村に裁量の余地がないため
１調査区に複数の調査員をあてるなどの柔軟な対応ができない。

調査員１名の業務を複数名で分担できれば、調査員確保の効率
化を図ることができる。

・住宅・土地統計調査規
則
・国勢調査「調査区設定
の手引き」

総務省 豊後高田市、
中津市、日田
市、臼杵市、
津久見市、宇
佐市、豊後大
野市、由布
市、国東市、
姫島村、日出
町、九重町、
玖珠町

山形市、那須塩
原市、豊橋市、
田原市、串本
町、高松市、宇
和島市

○登録調査員が減少する中、調査員の確保が難しくなっている。予定がある人、一部なら従事が出来る人などが補い合うことが出来れ
ば、より調査員を確保しやすくなる。
○調査員の人数について、定められた人数によらず、委託費の範囲内で市町村が独自に決定することができれば、調査員の確保が現状
より容易になる場合がある。
○国の手引きによると、調査員は原則、３調査単位区に一人の割合で配置、もしくは、地域の実情により２調査単位区に一人の割合で配
置するよう推薦することとしているが、調査員の高齢化や仕事を持ちながら調査員業務を行っている人も多く、県内の市町においても、調
査員の負担を軽減させるよう、例えば一人が受け持つ調査単位区数を減らしてほしい旨の意見は出ている。
○調査区の範囲が広範囲にわたる場合等は調査員の確保が難しく、地域の実情に合わせて複数の調査員を配置したいケースがある
が、柔軟な対応ができない。
○同調査では調査員1人２調査区区か３区で、原則各区がとびとびの位置であるが、１区で面積が広大な地域については1人1区配置でき
れば地元の方に調査員を頼みやすいが２区は頼みにくい場合がある。

134 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 基幹統計調査
（住宅・土地統
計調査）に係る
調査員の民間
委託

市町村が行うこととされている事
務（法定受託事務）を、（市町村
を経由しないで、）国が直接民間
委託できるようにする。

本市では、調査員等の担い手を自治委員や地域の方へ探してもらったり、登
録調査員を活用しながら推薦を行っているが、過疎・高齢化が進む中、担い
手を確保することが年々難しい状況にある。
また、インターネット回答の導入等により、事務が複雑化・煩雑化しており、市
町村職員にとっても負担となっている。

調査内容に精通し、調査のノウハウを持った民間業者に国が直接
委託することで、迅速かつ正確な調査結果を得やすくなる。また、
本市のような小さなまちで、過疎・高齢化が進む自治体は、同様の
課題を抱えていると思われ、働き方改革を推進するなか、市町村
職員が行う事務の大幅な削減につながる。

・統計法
・統計法施行令

総務省 豊後高田市、
中津市、日田
市、佐伯市、
臼杵市、津久
見市、杵築
市、宇佐市、
豊後大野市、
由布市、国東
市、姫島村、
日出町、九重
町、玖珠町

山形市、ひたち
なか市、那須塩
原市、所沢市、
荒川区、福井
市、越前市、長
野県、諏訪市、
高山市、浜松
市、豊橋市、津
島市、西尾市、
田原市、寝屋川
市、南あわじ
市、串本町、出
雲市、高松市、
宇和島市、大牟
田市、大村市

○当市においても、調査員の高齢化、働き方の多様化等により、基幹統計調査に係る調査員の確保には苦慮しているところであり、登録
調査員の他、過去の調査経験者にも依頼している状況が続いている。
○首都圏の住宅地である当市も調査員不足は問題であり、今回の住宅・土地統計調査は、調査員ひとりひとりの担当調査区の増加に
よって対応したが、調査員の負担の増加によって、交通事故や紛失事故のリスクが高まる。
○当市の調査活動は登録調査員の中から推薦している。現在の登録調査員は高齢化が進み、新規登録調査員の確保に努めてはいる
が厳しい状況である。そのため、多くの調査員を必要とする調査は、担い手を確保することが困難になってきている。その他にも、インター
ネットやタブレットを使用した調査も増えてきており、高齢の調査員は苦手意識が強く、調査の担い手の確保に苦慮している。
○調査員確保が年々困難となる中、調査員調査のやり方は、事故等安全対策面のリスクが高まる。委託手続き、相手先の不在、経費が
折り合わないなど、市町村が委託できる環境にない。
○当市においても調査員のなり手不足が課題となっており、自治会からの協力も得ながら確保している状況にある。しかし、近年は定年
延長（再雇用）の一般化も影響し、地域活動における担い手不足が深刻化している。
○調査員の確保につなげるために、調査内容を理解しやすい説明資料の作成や問合せ対応など、調査員事務の負担軽減に取り組んで
いるが、その取組により市職員の手間と時間を要している。

135 Ｂ　地方に対す
る規制緩和

その他 地方交付税法
第17条の３にお
ける交付税検査
の簡素化

地方交付税法第17条の３におけ
る交付税検査の検査対象期間に
おいて、当該自治体がいずれの
年度も普通交付税不交付団体
（※調整不交付含む）だった場
合、実地検査ではなく書面検査
を原則とするよう見直しを行う。
具体的には、各普通交付税不交
付団体において自主的に検査対
象期間の算定について検査を行
い、総務省指定の調査様式にて
結果を報告するとともに、必要な
根拠資料を送付する。質疑等が
あれば書面でやり取りする。総務
省において書面検査のほかに実
地検査が必要との判断に至った
場合にのみ、実地検査を行う方
式に変更する。

検査は３年に１度、前回検査年度以降３箇年分をまとめて行われる。実地検
査に先立って事前調査様式の作成を依頼され、こちらをそれぞれの年度につ
いて作成し、基礎数値算定の根拠資料とともに当日、検査会場へ全て持ち込
んだ上で基礎数値の錯誤等の確認を受ける。
検査対象となる基礎数値項目は各年度の交付税算定同様、膨大かつ多岐に
渡るものであり、何千もの項目について数箇月程度をかけ、全庁的に確認作
業及び調査票の作成を行う。その上で実地検査は２～３日かけて行われ、そ
の間は膨大な資料の持ち込み、検査当日の説明、立ち合い、記録等、財政当
局ほか各局連絡担当者及び担当項目の説明に係る所管部署担当者も数多く
対応に当たる。実際の検査では当初算定から変動があった数値（錯誤）を中
心に根拠資料をもとに一つ一つ説明する形が取られており、その場で突発的
な指摘もしばしばあるため、広く準備を要するほか、その場で答えきれないも
のについては後日対応となる場合もある。

実地検査に要する会場設営・庁内事前準備・当日職員の対応等
の事務が不要となり、また総務省検査官も現地に赴く必要も無い
ことから双方の事務負担軽減となるだけでなく、提出書面ベースで
必要に応じピンポイントで指摘ないし確認を行えることからより効
率的である。また、この方式を都道府県下で調査が行われる各市
町村についても適用することにより同様の効果が得られる。
財政健全化に努めた結果、普通交付税不交付団体になっている
が、メリットよりデメリットの方が大きいと言った意見も議会等からも
出ている中で、普通交付税不交付団体になっている団体におい
て、１つのメリットとして事務の軽減を図ることができる。

地方交付税法第17条の
３

総務省 川崎市 平塚市、豊橋
市、京都市、豊
中市

○提案市同様、事前の準備に多くの時間を要している状況である。また、当日同席してもらう担当課が多く、その時間調整や膨大な資料
の搬入など、財政当局及び事業担当課ともに多くの負担が生じている状況である。
○３年に１度行われる地方交付税法第17条の３における交付税検査の実地検査については、２日にわたり財政部局の担当者及び担当
項目の所管部署担当者が対応している。実地検査が書面検査になることで、事務担当者の事務の軽減及び確認作業の効率化が図られ
ると考える。
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